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第７期埼玉県消費生活基本計画 令和６年度計画

(小)
- - -
- - -

○消費生活支援センターにおける相談

○消費者問題解決プロジェクトチームによる取組

○職員、相談員の資質向上を目指した研修

(ｲ)

国と都道府県及び市町村を結ぶオンライン・
ネットワークシステムである全国消費生活情報
ネットワークシステム（ＰＩＯ−ＮＥＴ）によ
り、全国の消費生活相談情報を活用し、速やか
な消費生活相談・消費者教育・消費者啓発・事
業者指導への反映を図ります。

○全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO−
NET）による相談情報の活用

埼玉県消費者情報オ
ンライン・ネット
ワークシステムの運
営

１ 相談情報の入力件数
   約５０，０００件
２ 相談カード入力等の市町村支援
   県内６３市町村
３ 職員・相談員の資質向上のための研修の実施
（１）新規採用消費生活相談員研修（１回）
（２）新任消費者行政担当職員研修（１回）
（３）市町村相談員の個別受け入れ研修（随時）

525
相談情報の入
力件数（件
数）

50,000

１ 相談情報の入力件数
   ５２，０１７件
２ 相談カード入力等の市町村支援
   県内６３市町村
３ 職員・相談員の資質向上のための研修の実施
（１）新規採用消費生活相談員研修（２日×１回）

52,017件 146 B 計画した取り組みを予定どおり実施した。

【課題】
研修について、参加者のニーズに即した内容とする。

【対応策】
研修参加者にアンケートを実施し、ニーズを見極める。

１ 相談情報の入力件数
   約５０，０００件
２ 相談カード入力等の市町村支援
   県内６３市町村
３ 職員・相談員の資質向上のための研修の実施
（１）新規採用消費生活相談員研修（１回）
（２）新任消費者行政担当職員研修（１回）
（３）市町村相談員の個別受け入れ研修（随時）

420 50,000件
消費生活支援
センター

・消費生活相談情報の中から危害・危険に関する情報を収集
し、消費者庁への消費者事故情報の通知や、独立行政法人製
品評価技術基盤機構（nite）への製品事故情報の通知を行
う。
・商品安全事故情報や商品テスト結果をホームページ等で公
表する。

2,649

くらしの110
番、ホーム
ページ等での
情報発信

8

・県又は市町村から消費者庁に通知した消費者事故等の件数 14件
・独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE)に通知した消費生活用製品事故の件数 3
件
・くらしの110番、ホームページ等での商品事故等防止啓発又は商品テスト結果の情報
提供件数 19件

19件 1,631 B
消費者事故情報の収集と速やかな通知体制を整備し、県民への
情報提供を推進した。

【課題】
特になし

・消費生活相談情報の中から危害・危険に関する情報を収
集し、消費者庁への消費者事故情報の通知や、独立行政法
人製品評価技術基盤機構（NITE）への製品事故情報の通知
を行う。
・商品安全事故情報や商品テスト結果をホームページ等で
公表する。

2,540 10件
消費生活支援
センター

消費者事故情報の収集を行い、必要に応じ速やかに連絡体制
を整備し、県民への情報提供を実施する。

0 なし なし

消費者庁に通知した重大事故等の件数 1,713件
うち、消費者庁が重大事故等として発表したもの 125件

内訳：
 埼玉県から消費者庁へ通知した件数 24件
 （うち消費者庁が重大事故等として発表した件数 3件）
 市町村から消費者庁へ通知した件数 1,689件
 （うち消費者庁が重大事故等として発表した件数 122件）

なし 0 B 庁内及び市町村の重大事故等の情報収集を適切に行った。

【課題】
 消費者事故情報の連絡体制に係る庁内周知の徹底

【対応策】
 マニュアル整備等を進め、庁内の周知に努める。

消費者事故情報の収集を行い、必要に応じ速やかに連絡体
制を整備し、県民への情報提供を実施する。

0 なし 消費生活課

○商品テストの実施 商品テスト事業

・消費生活相談情報の中から危害・危険に関する情報を収集
し、消費者庁への消費者事故情報の通知や、独立行政法人製
品評価技術基盤機構（nite）への製品事故情報の通知を行
う。
・商品安全事故情報や商品テスト結果をホームページ等で公
表する。

2,649

くらしの110
番、ホーム
ページ等での
情報発信

8

・技術回答（県又は市町村消費生活相談員等に対する技術的な説明・資料提供・対応
の助言）の実施件数 223件
・商品事故等の原因究明のための商品テストの実施件数11件
・独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE)、独立行政法人国民生活センター又は民
間の試験機関等と連携した商品テストの実施件数 2件
・県又は市町村から消費者庁に通知した消費者事故等の件数 14件
・独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE)に通知した消費生活用製品事故の件数 3
件
・くらしの110番、ホームページ等での商品事故等防止啓発又は商品テスト結果の情報
提供件数 19件

19件 1,631 B

商品（製品）やサービスの使用等により生じた危害・危険など
の消費者事故について迅速な情報収集等を行い、速やかな関係
機関への通知と被害拡大防止のための県民への情報提供を推進
した。
商品に対する相談や苦情については適切に対応し、商品テスト
の実施結果を公表した。

【課題】
特になし

・相談・苦情の解決や被害の救済・防止に役立てるため、
消費生活相談員に技術的な相談に対する説明、資料提供、
助言等を行う。
・商品テストを行い、消費生活相談員を通じて相談者に情
報提供する。
・商品安全事故情報や商品テスト結果をホームページ等で
公表する。

2,540 10件
消費生活支援
センター

○試験検査機関等との連携強化
商品テスト事業（他
機関との連携）

・独立行政法人製品評価技術基盤機構（nite)に製品事故調査
を依頼する。
・商品テストを独立行政法人国民生活センターに依頼する。
・試験・検査等を民間の試験機関に依頼する。

2,649 なし なし

・独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE)、独立行政法人国民生活センター又は民
間の試験機関等と連携した商品テストの実施件数 2件
・独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE)に通知した消費生活用製品事故の件数 3
件

ー 1,631 B
独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE)、独立行政法人国
民生活センター又は民間の試験機関等と連携して商品に係る相
談・苦情の原因究明を推進した。

【課題】
特になし

・独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE)に製品事故
調査を依頼する。
・商品テストを独立行政法人国民生活センターに依頼す
る。
・試験・検査等を民間の試験機関に依頼する。

2,540 なし
消費生活支援
センター

県民相談費

○県民相談
 県民相談の実施（祝日・年末年始を除く）
・県民相談総合センター（来所、電話相談及びインターネッ
ト相談）
・県地方庁舎（弁護士による出張法律相談、春日部、川越、
熊谷）
 司法書士による出張法律相談（川越）

1,287 総相談件数 4,293

○県民相談
 県民相談の実施（祝日・年末年始を除く）
 県民相談実施総件数 ２，８６２件
（内訳）県行政：７１５件、その他行政：２４０件、県民生活：１，９０７件
（相談実施場所別）
・県民相談総合センター（来所、電話相談及びインターネット相談） ２，７１１件
（内訳）職員相談：２，７１１件
・県地方庁舎（弁護士による出張法律相談）２９５件
（庁舎別）春日部：４２件、川越：５１件、熊谷：５１件
 司法書士による出張法律相談（川越） ７件

2,862 1,024 B
弁護士、司法書士による法律相談アンケート満足度
９０．６％

課題
弁護士、司法書士による法律相談は令和５年度は地域機関のみ実施
した

対応策
令和６年度から法律相談全面廃止に向けて、市町村、県民に周知徹
底した

相談員による県民相談
・本庁：来所、電話、インターネット等による相談

0 2,440 県民広聴課

建設工事紛争相談
建設工事請負契約に関するトラブルについて相談を受け、解
決に向けての適切な指導や助言を行う

0 なし なし
建設工事請負契約に関する当事者間のトラブルについて相談を受け、解決に向けての
適切な指導や助言を行った。
○令和５年度相談件数 ３４８件

なし 0 Ｂ
特段、達成水準を設定しているわけではないが、受けた相談に
ついては、問題解決に向けての適切な指導や助言を行ったた
め。

【課題】
この相談業務は、建設業法に根拠規定は無く、個別紛争解決のため
の権能も与えられていないため、現状では、適切な窓口への振分け
や、簡単なアドバイスを基本としており、紛争そのものの解決を所
掌しているものではない。
【対応策】
県民サービスに資するものであるので、今後も現行の運用を継続し
ていく。

建設工事請負契約に関するトラブルについて相談を受け、
解決に向けての適切な指導や助言を行う

0 なし 建設管理課

薬事情報提供事業
（薬事相談事業）

医薬品等に関する最新情報を収集と薬事相談員の能力向上に
努め、県民からの医薬品等に関する相談に迅速かつ適切に対
応する。

201 相談件数 2,000件

県民からの相談に迅速に対応した。また、相談内容は医薬品や健康食品に関すること
だけでなく、医療機関や薬局に関することなど幅広いため、必要に応じて医療整備課
（医療安全相談）や保健所（薬務担当）等と連携して対応した。
相談件数3,783件

3,783件 80 A 県民からの医薬品等に関する相談に迅速かつ適切に対応した。

【課題】
 医薬品の飲み合わせなど使用方法に関する相談が増加しており、
新薬やジェネリック医薬品などに関する相談も増えている。
【対応策】
 最新の情報を収集するとともに、医薬品等の正しい知識の普及に
努めている。

医薬品等に関する最新情報を収集と薬事相談員の能力向上
に努め、県民からの医薬品等に関する相談に迅速かつ適切
に対応する。

161 2,000件 薬務課

宅地建物取引業法施
行費

・電話や窓口での苦情相談対応
・宅地建物取引業者等に対する指導・監督
・弁護士相談の実施
・不動産トラブル未然防止、コンプライアンス向上のための
検討会議

34,862

検討会議の開
催
(R5〜：弁護士
相談の実施日
数）

弁護士相談の実施
（日数）

23

苦情・相談に対しては、電話及び窓口で対応するとともに、宅地建物取引業者に対し
指導・監督を行い、民事紛争については、弁護士による法律相談の活用を促した。
また、業界団体と不動産トラブル未然防止のための検討会議を開催した。

○苦情・相談件数
 電話相談    ５，０３６件
 窓口相談      ２８６件
 弁護士相談     ２１回（６１件）
○業者等に対する指導・監督
 文書勧告      ６５件
 監督処分       ８件
○検討会議       １回

弁護士相談の
実施（日数）

／２３日
31,578 B

宅建業者に対する指導・監督は必要に応じて速やかに実施し、
苦情・相談に対しては弁護士相談を活用するなどして問題解決
の手助けを行うことが出来た。

【課題】不動産取引委に係る紛争が複雑化しているため、弁護士に
よる法律相談を活用することが重要。
【対応策】
「不動産取引に関するよくある質問と回答（FAQ）」をHPに掲載
し、相談者の利便性向上と類似相談の減少を図っている。
弁護士による法律相談を年間で２３日（１日当たり最大４件）実施
する。

・電話や窓口での苦情相談対応
・宅地建物取引業者等に対する指導・監督
・弁護士相談の実施
・不動産トラブル未然防止、コンプライアンス向上のため
の検討会議

37,190 ２３日 建築安全課

・住宅相談業務委託
・住宅リフォーム普
及促進事業
（住宅居住支援推進
費のうちの１事業）

●住まいに関する以下の相談に対応する。
・法律相談
・マンション管理相談
・リフォーム相談
・その他一般的な相談
※埼玉県住宅供給公社住まい相談プラザの概要
 住所：さいたま市大宮区錦町６３０ 大宮駅コンコース内
 電話：０４８−６５８−３０１７
 営業時間：午前１０時から午後６時３０分
     （年末年始を除く毎日）
●住宅リフォーム相談
 高齢者や子育て世帯などのニーズに配慮した住宅リフォー
ムを促進するため、大宮駅コンコース内「住まい相談プラ
ザ」において、住宅リフォーム専門相談窓口を設け、専門相
談員による相談を行う。また、リフォーム業者等の専門家を
対象とする講習会を実施する。
・住宅リフォーム専門窓口の設置：相談員派遣件数 ２４回
 ・優良リフォーム業者育成講習会の開催：実施回数 １回

（住宅相談業務委
託） 7470
（住宅リフォーム相
談） 774

（住宅相談業
務委託）なし
（住宅リ
フォーム相
談）
・相談員派遣
件数（回数）
・業者育成講
習会（回数）

・24回
・1回

●住宅相談業務委託
住まいに関する以下の相談に対応した。9,784件の相談を実施。
・法律相談
・マンション管理相談
・リフォーム相談
・その他一般的な相談
●住宅リフォーム相談
高齢者や子育て世帯などのニーズに配慮した住宅リフォームを促進するため、大宮駅
コンコース内「住まい相談プラザ」において、住宅リフォーム専門相談窓口を設け、
専門相談員による相談を行った。また、リフォーム業者等の専門家を対象とする講習
会を実施した。
・住宅リフォーム専門窓口の設置：相談員派遣件数 ２３回、相談件数 ４６件
・優良リフォーム業者育成講習会の開催：実施回数 １回、参加人数 ３３名

・２３回
・１回

（住宅相談業
務委託）

7447
（住宅リ

フォーム相
談）296

B

（住宅相談業務委託）
窓口相談とオンライン相談などの相談方法を充実させたことで
多くの相談に対応することができた。
（住宅リフォーム相談）
当初計画したとおり、相談窓口の設置と講習会を開催できた。
相談員の派遣件数については目標より１回少ないが、相談の事
前予約がなく、相談員を派遣しなかったためであり、適切に実
施できたといえる。

（住宅相談業務委託）
【課題】
オンライン相談の推進
【対応策】
満足度調査を行い、相談サービスの向上を図るとともに、様々な機
会を捉えてオンライン相談を周知する。
（住宅リフォーム相談）
なし

（住宅相談業務委託）
住まいに関する以下の相談に対応する。
・法律相談
・マンション管理相談
・リフォーム相談
・その他一般的な相談
（住宅リフォーム相談）
高齢者や子育て世帯などのニーズに配慮した住宅リフォー
ムを促進するため、大宮駅コンコース内「住まい相談プラ
ザ」において、住宅リフォーム専門相談窓口を設け、専門
相談員による相談を行う。また、リフォーム業者等の専門
家を対象とする講習会を実施する。
・住宅リフォーム専門窓口の設置：相談員派遣件数 ２４
回
 ・優良リフォーム業者育成講習会の開催：実施回数 １回

（住宅相談業務委
託）6722

（住宅リフォーム
相談）513

・24回
・1回

住宅課

指標

相談・苦情受
付件数（件
数）

d

○県民相談、薬事相談、建設工事紛争相談、宅地建
物取引相談、住宅相談等の実施

○県民相談、薬事相談、建設工事紛争相談、宅地建
物取引相談、住宅相談等の実施
（続き）

１ 消費生活支援センターに消費生活相談員１８人を配置
し、消費者からの相談・苦情に対して助言やあっせん等を行
う。また、主任消費生活相談員を８人配置する。
２ 高度で解決困難な案件や広域案件について、主任消費生
活相談員、相談担当職員及びアドバイザー弁護士で構成され
る「問題解決プロジェクトチーム」の活用により対応する。
３ 職員・相談員研修の開催及び他機関主催研修への派遣
（１）消費者契約に関する基礎法令事例研究会（毎月１回）
（２）消費者行政担当職員・消費生活相談員向け研修（５
回）
（３）国民生活センターの消費生活相談員研修への派遣（２
５人）

692 13,000

消費者の安心安全サ
ポート事業費（のう
ち、相談・苦情処理
事業）

１ 消費生活支援センターに消費生活相談員１６人を配置し、消費者からの相談・苦
情に対して助言やあっせん等を行う。また、主任消費生活相談員を７人配置した。
２ 高度で解決困難な案件や広域案件について、主任消費生活相談員、相談担当職員
及びアドバイザー弁護士で構成される「問題解決プロジェクトチーム」の活用により
対応した。
３ 職員・相談員研修の開催及び他機関主催研修への派遣
（１）消費者契約に関する基礎法令事例研究会（１２回）
（２）消費者行政担当職員・消費生活相談員向け研修（３回）
（３）国民生活センターの消費生活相談員研修への派遣（２４人）

9,203件 440 B

１ 消費生活相談員の配置や問題解決プロジェクトチームの設
置により、高度に専門的知見が必要な案件を含め、相談事案の
円滑な解決が図れた。
２ 職員・相談員研修の開催等により、複雑・多様化する相談
事案に適切に対応できる専門性の習得が図られた。

消費生活支援
センター

担当課所(中)
取組内容(細)

R5年度事業実績事業名 自己評価理由
R5指標
実績値

決算額
（千円）

課題と対応策R5事業計画
R5予算額
（千円）

R5目標値 R6事業計画
R6予算額
（千円）

R6目標値
施策の柱(大)

取組 自己評価

１ 消費生活支援センターに消費生活相談員１8人を配置
し、消費者からの相談・苦情に対して助言やあっせん等を
行う。また、主任消費生活相談員を８人配置する。
２ 高度で解決困難な案件や広域案件について、主任消費
生活相談員、相談担当職員及びアドバイザー弁護士で構成
される「問題解決プロジェクトチーム」の活用により対応
する。
３ 職員・相談員研修の開催及び他機関主催研修への派遣
（１）消費者契約に関する基礎法令事例研究会（毎月１
回）
（２）消費者行政担当職員・消費生活相談員向け研修（５
回）
（３）国民生活センターの消費生活相談員研修への派遣
（２５人）

559

【課題】
相談員向け研修については、相談対応に支障が生じないよう時間外
に実施する必要があるが、様々な事情により参加が難しい相談員が
いる。

【対応策】
Zoomによるオンライン及び対面との併用によるハイブリッド形式
を採用することにより、受講しやすい環境を整備する。

(ｳ)

商品（製品を含む、以下同じ。）やサービスの
使用等により生じた危害・危険について、迅速
に情報収集や必要な調査を行うとともに、被害
の拡大を防ぐため、速やかに県民に情報提供し
ます。
また、商品に対する相談や苦情を適切に処理す
るに当たり、商品テストを実施するとともに、
その結果を公表します。さらに、欠陥商品によ
る危害の原因究明を行うため、国の各試験検査
機関や民間機関等との緊密な連携を図ります。

○消費者事故情報の収集、報告及び情報提供
消費者安全法に基づ
く事故情報の収集等

10,000件

自己評価 Ａ：計画した取組について高い水準で実施した Ｂ：計画した取組について適切に実施した Ｃ：計画した取組について達成水準を下回り適切に実施できなかった

（１）消費者相談体制の充実

(ｱ)

第７期埼玉県消費生活基本計画 令和５年度実績及び自己評価 結果一覧（令和５年度末現在）

１ 問題解決体制の充実

ア 相談・苦情処理体制の充実

県民相談、薬事相談、建設工事紛争相談、宅地
建物取引相談、住宅相談等の相談体制の充実及
び強化を図ります。

(ｴ)
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第７期埼玉県消費生活基本計画 令和６年度計画

(小)
指標 担当課所(中)

取組内容(細)
R5年度事業実績事業名 自己評価理由

R5指標
実績値

決算額
（千円）

課題と対応策R5事業計画
R5予算額
（千円）

R5目標値 R6事業計画
R6予算額
（千円）

R6目標値
施策の柱(大)

取組 自己評価

自己評価 Ａ：計画した取組について高い水準で実施した Ｂ：計画した取組について適切に実施した Ｃ：計画した取組について達成水準を下回り適切に実施できなかった

第７期埼玉県消費生活基本計画 令和５年度実績及び自己評価 結果一覧（令和５年度末現在）

安心と安全の医療機
能情報提供事業費
（薬局機能情報提供
事業）

薬局機能情報について、県内薬局から年１回の定期報告及び
随時報告を受けて登録情報を更新し、インターネット上で県
民に公表する。

51
登録薬局割合
(%)

100%
薬局機能情報について、県内薬局から年１回の定期報告及び随時報告を受けて登録情
報を更新し、インターネット上で県民に公表した。
公表施設数 3,140施設(98.1%)

98.1% 51 B
オンライン報告で随時最新の情報を登録、更新し、インター
ネットで公表したことでその情報は多くの県民に閲覧された。

【課題】
 −
【対応策】
 国のシステムである医療情報ネットに移行したが、引き続き、随
時最新の情報を更新、インターネットで公表等し、県内の薬局機能
情報提供の充実を図る。

国のシステムである医療情報ネットに移行したが、今後も
県内薬局から年１回の定期報告及び随時報告を受けて登録
情報を更新し、インターネット上で県民に公表する。

51 100% 薬務課

安心と安全の医療情
報提供事業費（医療
情報提供事業）

医療機能情報の更新
 各医療機関から年１回の定期報告及び随時報告により情報
を収集しインターネットで公表する。

12,716
ページビュー
（トップペー
ジ）

800,000
医療機能情報の更新
各医療機関から年１回の定期報告及び随時報告により情報を収集しインターネットで
公表した。

− 15,764 B
県民等に必要な医療機関・薬局機能情報を利用しやすい形で提
供することにより、安心して自らが望む医療機関等を選択する
ことができるサービスを提供できたため。

令和５年度末で県のシステムによるインターネットでの公開は終了
したため、令和６年度以降はページビューの指標を計上することは
できない。

令和６年度から全国統一の医療機関検索システムに移行し
たため、令和５年度末で県のシステムは終了した。今後
は、国の運営するシステムで同様のサービスが提供するた
め、各医療機関から年１回の定期報告及び随時報告により
情報を収集する。

12,716 ー 医療整備課

○「埼玉県病院・救急診療所名簿」の作成
埼玉県病院名簿の作
成

埼玉県病院・救急診療所名簿を作成し、インターネットで公
表する。

0
改訂版名簿の
公表

年1回 埼玉県病院・救急診療所名簿を作成し、インターネットで公表した。 年1回 0 B
年１回「病院・救急診療所名簿」の改訂版を発行し、県民の医
療機関選択等の便宜に資することができた。

ー
埼玉県病院・救急診療所名簿を作成し、インターネットで
公表する。

0 年1回 医療整備課

○担当課長会議等の開催
市町村消費生活相談
窓口の支援

・埼玉県消費者行政活性化補助金等を活用した市町村事業の
支援。
・市町村消費者行政担当課長会議を開催し、市町村と意見交
換を実施。

95,000
消費生活相談
窓口のある市
町村数

63市町村
埼玉県消費者行政活性化補助金等を活用した市町村事業の支援を行った。
市町村消費者行政担当課長会議を１回開催し、市町村との意見交換を実施した。

63 62,120 B 市町村消費生活相談窓口の充実支援をした。

【課題】
一部補助金メニューの活用期間の終了
【対応策】
新規活用メニューの周知、補助金活用事例の共有により活発な活用
につなげる。

・埼玉県消費者行政活性化補助金等を活用した市町村事業
の支援。
・市町村消費者行政担当課長会議を開催し、市町村と意見
交換を実施。

95,000 63 消費生活課

○主任消費生活相談員による助言、情報提供、巡回
訪問等の実施

○市町村担当職員、相談員を対象にした研修会の実
施

〇介護保険やその他福祉サービス等に関する相談体
制の充実

介護保険制度運営推
進事業費

介護サービスに対する相談、苦情の窓口を設置している保険
者（市町村）に対する支援を行う。
 埼玉県国民健康保険団体連合会が実施している苦情処理業
務に対し、事業費の一部を補助し、相談・苦情に適切に対応
する体制の充実を図る。

11,565

集団実地支援
等による
保険者（市町
村）支援

61/61保険者

介護サービスに対する相談、苦情の窓口を設置している保険者（市町村）に対する支
援を行った。
埼玉県国民健康保険団体連合会が実施している苦情処理業務に対し、事業費の一部を
補助し、相談・苦情に適切に対応する体制の充実を図った。
各保険者において適正に介護サービスが提供されるよう、介護給付適正化に係る担当
者説明会や介護主管課長代表者連絡会議（主催：いずれも国保連）に県職員が説明者
として参加し、事業の説明を行った。

61/61保険者 8,600 Ｂ

市町村介護保険担当者研修等を通じて、介護保険制度の改正等
の情報を保険者（市町村）に対して適宜、迅速に提供した。
また、保険者（市町村）が対応に苦慮する利用者や家族からの
相談・苦情について、保険者（市町村）の問い合わせに個別に
応じることで、保険者（市町村）が適切に対応できる体制を支
援した。

―

介護サービスに対する相談、苦情の窓口を設置している保
険者（市町村）に対する支援を行う。
埼玉県国民健康保険団体連合会が実施している苦情処理業
務に対し、事業費の一部を補助し、相談・苦情に適切に対
応する体制の充実を図る。

8,300 なし
地域包括ケア
課

〇権利擁護センターへの支援
権利擁護センター運
営費

１ 権利擁護相談
  日常生活での権利侵害や財産に関する相談受付
２ 援助・救済
  事実関係を調査の上、権利侵害者や関係者との調整・交
渉、本人の意向の代弁等の援助を行い、問題解決を支援
３ 普及・啓発
  権利擁護思想の普及を図るため、啓発・広報活動を実施

145,181 なし なし

１ 権利擁護相談
  生活相談や専門相談の受付件数  ４８１件
２ 援助・救済
  事実関係を調査の上、権利侵害者や関係者との調整・交渉、本人の意向の代弁等
の援助を行い、問題解決を支援
３ 普及・啓発
  権利擁護思想の普及を図るため、啓発・広報活動を実施

なし 138,212 B
埼玉県社会福祉協議会に設置されている権利擁護センターに
て、年度を通じ、適切に相談業務及び権利侵害の防止、救済を
行うことができたため。

【課題】
各市町村の社会福祉協議会の事務負担の増加により、利用希望者に
対応しきれず、待機者が発生している。また、各市町村の社会福祉
協議会の事務負担の増加に伴い、県社会福祉協議会も事務負担が増
加している。
【対応策】
①生活保護ケースワーカーとの適切な事務の振り分け
②国の定める利用者1人あたりの単価の引き上げ

１ 権利擁護相談
  日常生活での権利侵害や財産に関する相談受付
２ 援助・救済
  事実関係を調査の上、権利侵害者や関係者との調整・
交渉、本人の意向の代弁等の援助を行い、問題解決を支援
３ 普及・啓発
  権利擁護思想の普及を図るため、啓発・広報活動を実
施

145,181 なし
地域包括ケア
課

〇聴覚障害者の社会参加への支援
聴覚障害者相談員設
置事業

埼玉聴覚障害者情報センターに相談員を配置し、聴覚障害者
等の日常生活の悩みなどに対する相談窓口を設置し、地域生
活を支援する。

12,223
聴覚障害者
相談件数

なし 埼玉聴覚障害者情報センターに相談員２名を配置し、延べ2,756件の相談に対応した。 2,756 12,223 B

埼玉聴覚障害者情報センターに配置した2名の相談員が、セン
ター及び県内各地で聴覚障害者等の相談に応じることで、聴覚
障害者の地域社会における自立した生活を支援することができ
た。

【課題】
相談者の高齢化への対応
【対応策】
センターで相談を受けるだけでなく、県内各地に出向いて会場を借
りての相談や相談者の自宅を訪問して相談を受けることにより対応
した。

埼玉聴覚障害者情報センターに相談員を配置し、聴覚障害
者等の日常生活の悩みなどに対する相談窓口を設置し、地
域生活を支援する。

12,223 なし
障害者福祉推
進課

エ 外国人に対する相談体制の整備
○外国人総合センター埼玉での多言語による総合的
な相談・情報提供の充実

外国人総合相談セン
ター設置事業

日本語でのコミュニケーションに不安がある外国人住民向け
に、多言語による総合的な相談・情報窓口を整備・運営す
る。出入国在留管理制度の専門相談員、社会保険労務士、弁
護士及び社会福祉士による専門的な相談も実施する。
県内における外国人相談体制の充実・強化を図るため、県内
で外国人相談に携わる人向けに研修会を実施する。

17,493 相談実施件数 6,200

○外国人総合相談センター埼玉での相談事業の実施（委託）
 令和５年度相談件数 5，739件（令和６年３月末時点）
○県、市町村、NGOの外国人生活相談員抜けの専門研修会の開催
 年２回実施

6200件 17,493 B

外国人総合相談センター埼玉において、外国人を対象とした多
言語による相談窓口として、生活相談のほか出入国在留管理制
度、労働、法律、福祉などの専門相談に対応した。
県、市町村、NGOで外国人相談に携わる人向けの研修会にお
いて、専門家による講義の実施、相談員同士での情報交換の機
会を提供することで、県内の外国人相談体制の充実・強化につ
なげることができた。

【課題】
外国人総合相談センター埼玉の認知度の向上
【対応策】
今後とも適切に機会をとらえて周知を行っていく。

日本語でのコミュニケーションに不安がある外国人住民向
けに、多言語による総合的な相談・情報窓口を整備・運営
する。出入国在留管理制度の専門相談員、社会保険労務
士、弁護士及び社会福祉士による専門的な相談も実施す
る。
県内における外国人相談体制の充実・強化を図るため、県
内で外国人相談に携わる人向けに研修会を実施する。

17,568 6400件 国際課

オ 多重債務対策
○埼玉県多重債務対策協議会の活動を通じた啓発・
相談事業の実施

多重債務対策推進事
業

・協議会の開催 7回
・多重債務者無料相談会の開催 10会場

8
協議会の
開催回数

7
・多重債務対策協議会の開催 7回
・多重債務者無料相談会の開催 10会場、27件

7 8 B
協議会を通して多重債務に関する情報共有と無料相談会を実施
できた。

【課題】
無料相談会の会場数、受付枠に対して相談者が少ない
【対応策】
協議会構成員と関係団体と広報・周知の協力により力を入れていく

・協議会の開催 6回
・多重債務者無料相談会の開催 10会場

0 6 消費生活課

- -

ア 裁判外紛争解決の推進
○審議会の消費者苦情処理部会でのあっせん、調停
の実施

裁判外紛争解決体制
の充実

相談窓口では解決困難な苦情や被害が多発している苦情等に
ついて、消費生活審議会消費者苦情処理部会に付託し、解決
を図る。

752

消費生活審議
会消費者苦情
処理部会への
付託

1 消費生活審議会消費者苦情処理部会への付託 該当なし 0 0 Ｂ 苦情処理部会に付託することが適当とされる事案がなかった。

【課題】
苦情処理部会において審議することが適当な事案の確認
【対応策】
引き続き、相談受付状況を確認し、相談員とも連携の上、苦情処理
部会において審議することが適当な事案の確認を行う。

相談窓口では解決困難な苦情や被害が多発している苦情等
について、消費生活審議会消費者苦情処理部会に付託し、
解決を図る。

709 1件
消費生活支援
センター

イ 他の裁判外紛争解決機関との連携 ○弁護士会、司法書士会等の紛争処理機関との連携
他の紛争処理機関と
の連携

１ 埼玉弁護士会との取組
 (1) 埼玉弁護士会との共催で基礎法令事例研究会（年１２
回）及び懇談会（年１回）を開催
 (2)埼玉弁護士会の投資被害対策弁護団等への相談案件の連
携（随時）
２ 司法書士会との取組
  多重債務等の相談に関する司法書士会への連携（随時）
３ 国民生活センターとの取組
  県単独で処理することが困難な案件について、国民生活
センター紛争解決委員会への連携を図る（随時）

692

埼玉弁護士会
との基礎法令
事例研究会及
び懇談会の開
催数

13

１ 埼玉弁護士会との取組
(1) 埼玉弁護士会との共催で基礎法令事例研究会及び懇談会開催
  事例研究会 １２回  懇談会 １回
(2)埼玉弁護士会の投資被害対策弁護団等への相談案件の連携相談
  内容に応じて随時行った。
２ 多重債務等の相談に関する司法書士会等への連携を相談内容に応じて随時行っ
た。
３ 県単独で処理することが困難な案件について、国民生活センター紛争解決委員会
への連携を、相談内容に応じて随時行った。

13回 440 Ｂ
弁護士会の投資被害対策弁護団等への相談案件の連携などを行
うことにより、適正かつ迅速に被害の救済を行うことができ
た。

【課題】
相談員向け研究会については、相談対応に支障が生じないよう時間
外に実施する必要があるが、様々な事情により参加が難しい相談員
がいる。
【対応策】
Zoomによるオンライン及び対面との併用によるハイブリッド形式
を採用することにより、受講しやすい環境を整備する。

１ 埼玉弁護士会との取組
 (1) 埼玉弁護士会との共催で基礎法令事例研究会（年１
２回）及び懇談会（年１回）を開催
 (2)埼玉弁護士会の投資被害対策弁護団等への相談案件の
連携（随時）
２ 司法書士会との取組
  多重債務等の相談に関する司法書士会への連携（随
時）
３ 国民生活センターとの取組
  県単独で処理することが困難な案件について、国民生
活センター紛争解決委員会への連携を図る（随時）

559 13回
消費生活支援
センター

○適格消費者団体等との定期協議の開催

○適格消費者団体等との随時の情報交換

○消費者契約法及び消費者裁判手続特例法に基づく
消費生活相談情報の提供

適格消費者団体との
連携した取組

１ 情報交換会及び電話や電子メールを用いた随時の情報交
換を行う。
２ 適格消費者団体と締結した覚書に基づき相談情報を提供
し、消費者被害の拡大防止を図る。
３ 適格消費者団体との意見交換会等を通じて、適切な情報
共有を行う。

0 なし なし
１ 情報交換会及び電話や電子メールを用いた随時の情報交換を行った。
２ 適格消費者団体と締結した覚書に基づく相談情報の提供（依頼）…５件
３ 適格消費者団体との意見交換会…２回

なし 0 B
情報交換等に基づく情報提供が、事業者による不当条項の停止
等の働きかけにつながり、消費者被害の拡大防止が図られた。

【課題】
特になし

１ 情報交換会及び電話や電子メールを用いた随時の情報
交換を行う。
２ 適格消費者団体と締結した覚書に基づき相談情報を提
供し、消費者被害の拡大防止を図る。
３ 適格消費者団体との意見交換会等を通じて、適切な情
報共有を行う。

0 なし
消費生活支援
センター

- -

消費者事故情報の収集を行い、必要に応じ速やかに連絡体制
を整備し、県民への情報提供を実施する。【再掲】

0 なし なし

消費者庁に通知した重大事故等の件数 1,713件
うち、消費者庁が重大事故等として発表したもの 125件

内訳：
 埼玉県から消費者庁へ通知した件数 24件
 （うち消費者庁が重大事故等として発表した件数 3件）
 市町村から消費者庁へ通知した件数 1,689件
 （うち消費者庁が重大事故等として発表した件数 122件）

なし 0 B 庁内及び市町村の重大事故等の情報収集を適切に行った。

【課題】
 消費者事故情報の連絡体制に係る庁内周知の徹底

【対応策】
 マニュアル整備等を進め、庁内の周知に努める。

消費者事故情報の収集を行い、必要に応じ速やかに連絡体
制を整備し、県民への情報提供を実施する。

0 なし 消費生活課

・消費生活相談情報の中から危害・危険に関する情報を収集
し、消費者庁への消費者事故情報の通知や、独立行政法人製
品評価技術基盤機構（nite）への製品事故情報の通知を行
う。
・商品安全事故情報や商品テスト結果をホームページ等で公
表する。

2,649

くらしの110
番、ホーム
ページ等での
情報発信

8件

・県又は市町村から消費者庁に通知した消費者事故等の件数 14件
・独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE)に通知した消費生活用製品事故の件数 3
件
・くらしの110番、ホームページ等での商品事故等防止啓発又は商品テスト結果の情報
提供件数 19件

19件 1,631 B
消費者事故情報の収集と速やかな通知体制を整備し、県民への
情報提供を推進した。

【課題】
特になし

・消費生活相談情報の中から危害・危険に関する情報を収
集し、消費者庁への消費者事故情報の通知や、独立行政法
人製品評価技術基盤機構（NITE）への製品事故情報の通知
を行う。
・商品安全事故情報や商品テスト結果をホームページ等で
公表する。

2,540 10件
消費生活支援
センター

市町村担当職
員、相談員を
対象にした研
修等の実施
（回数）

なし
連絡協議会を２回開催する。
また、県ホームページなどを通じて、消費者団体訴訟制度及
び適格消費者団体等の周知を図る。

17回692

１ 市町村担当職員、相談員を対象にした研修会の実施
（１）消費者契約に関する基礎法令事例研究会（１２回）
（２）その他、消費者行政担当職員、消費生活相談員向け研
修（２回）
２ 主任消費生活相談員による助言・情報提供及び巡回訪問
等
（１）助言・情報提供等  随時
（２）巡回訪問等  年間１００回

ア 危害・危険・事故情報の収集、調査及び発
信

【課題】
相談員向け研修については、相談対応に支障が生じないよう時間外
に実施する必要があるが、様々な事情により参加が難しい相談員が
いる。
【対応策】
Zoomによるオンライン及び対面との併用によるハイブリッド形式
を採用することにより、受講しやすい環境を整備する。

○医療機関・薬局情報の提供

職員・相談員研修の開催等により、複雑・多様化する相談事案
に適切に対応できる専門性の習得が図られた。
主任消費生活相談員による助言・情報提供及び巡回訪問等によ
り、市町村相談窓口における相談対応支援ができた。

Ｂ44016回

【課題】
 適格消費者団体の活動の周知
【対応策】
 県HPのほか、県が実施する研修等の機会を通じて周知に努め
る。

連絡協議会の開催を通して、適格消費者団体が行う消費者団体
訴訟の取組を支援した。
また、県ホームページに掲載等をすることにより、消費者団体
訴訟制度及び適格消費者団体等の周知が図れた。

B0なし
２回開催した（令和5年10月16日、令和6年２月6日）
また、県ホームページなどを通じて、消費者団体訴訟制度及び適格消費者団体等の周
知を図った。

0

市町村消費者行政の
充実・支援

消費者安全法に基づ
く事故情報の収集等

適格消費者団体との
連携

なし0

適正かつ迅速に被害の救済を図るため、裁判外紛争解
決を行う関係機関、事業者団体等と情報交換を行い、
連携を図ります。

ウ 適格消費者団体及び特定適格消費者団体と
連携した取組

○消費者事故情報の収集、報告及び情報提供【再
掲】

ウ 高齢者等に対する相談体制等の充実

消費生活課

消費生活支援
センター

１ 市町村担当職員、相談員を対象にした研修会の実施
（１）消費者契約に関する基礎法令事例研究会（１２回）
（２）その他、消費者行政担当職員、消費生活相談員向け研修（４回）
２ 主任消費生活相談員による助言・情報提供及び巡回訪問等
（１）助言・情報提供等  随時
（２）巡回訪問等  年間１２４回

（３）消費者事故への迅速な対応

イ 市町村の相談・苦情処理体制の充実

相談窓口では解決が困難な苦情等について、必要に応
じて審議会の消費者苦情処理部会でのあっせん又は調
停を実施し、紛争解決を進めます。

県民にとって身近な存在である市町村の相談体制の充
実を促進します。

言葉や習慣の違い、情報不足等により日常生活で不便
を感じ支障を来している外国人が安心して安全に生活
できるよう、相談体制の充実を図ります。

１ 市町村担当職員、相談員を対象にした研修会の実施
（１）消費者契約に関する基礎法令事例研究会（１２回）
（２）その他、消費者行政担当職員、消費生活相談員向け
研修（５回）
２ 主任消費生活相談員による助言・情報提供及び巡回訪
問等
（１）助言・情報提供等  随時
（２）巡回訪問等  年間１００回

559

多重債務対策協議会の活動等を通じ、総合的な多重債
務者への支援を行います。

（２）紛争の適切な解決

消費者被害の拡大防止に取り組む内閣総理大臣の認定
を受けた適格消費者団体及び被害回復に取り組む特定
適格消費者団体と情報交換を行い、連携した取組を進
めます。

商品やサービスの使用等により生じた危害・危険につ
いて、迅速に情報収集や必要な調査を行います。ま
た、事故等による被害の拡大を防ぐため、速やかに県
民に情報提供します。

17回

なし
連絡協議会を２回開催する。
また、県ホームページなどを通じて、消費者団体訴訟制度
及び適格消費者団体等の周知を図る。

(ｵ)
県内の医療機関（病院・診療所・歯科診療所・
助産所）及び薬局等の情報提供の充実を図りま
す。

介護保険やその他福祉サービス等に関する利用者や家
族からの相談に適切に対応する体制の充実を図りま
す。

ア 相談・苦情処理体制の充実
（続き）
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第７期埼玉県消費生活基本計画 令和６年度計画

(小)
指標 担当課所(中)

取組内容(細)
R5年度事業実績事業名 自己評価理由

R5指標
実績値

決算額
（千円）

課題と対応策R5事業計画
R5予算額
（千円）

R5目標値 R6事業計画
R6予算額
（千円）

R6目標値
施策の柱(大)

取組 自己評価

自己評価 Ａ：計画した取組について高い水準で実施した Ｂ：計画した取組について適切に実施した Ｃ：計画した取組について達成水準を下回り適切に実施できなかった

第７期埼玉県消費生活基本計画 令和５年度実績及び自己評価 結果一覧（令和５年度末現在）

イ 商品テストの実施 ○商品テストの実施【再掲】 商品テスト事業

・相談・苦情の解決や被害の救済・防止に役立てるため、消
費生活相談員に技術的な相談に対する説明、資料提供、助言
等を行う。
・商品テストを行い、消費生活相談員を通じて相談者に情報
提供する。
・商品安全事故情報や商品テスト結果をホームページ等で公
表する。

2,649

くらしの110
番、ホーム
ページ等での
情報発信

8

・技術回答（県又は市町村消費生活相談員等に対する技術的な説明・資料提供・対応
の助言）の実施件数 223件
・商品事故等の原因究明のための商品テストの実施件数11件
・独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE)、独立行政法人国民生活センター又は民
間の試験機関等と連携した商品テストの実施件数 2件
・県又は市町村から消費者庁に通知した消費者事故等の件数 14件
・独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE)に通知した消費生活用製品事故の件数 3
件
・くらしの110番、ホームページ等での商品事故等防止啓発又は商品テスト結果の情報
提供件数 19件

19件 1,631 B

商品（製品）やサービスの使用等により生じた危害・危険など
の消費者事故について迅速な情報収集等を行い、速やかな関係
機関への通知と被害拡大防止のための県民への情報提供を推進
した。
商品に対する相談や苦情については適切に対応し、商品テスト
の実施結果を公表した。

【課題】
特になし

・相談・苦情の解決や被害の救済・防止に役立てるため、
消費生活相談員に技術的な相談に対する説明、資料提供、
助言等を行う。
・商品テストを行い、消費生活相談員を通じて相談者に情
報提供する。
・商品安全事故情報や商品テスト結果をホームページ等で
公表する。

2,540 10件
消費生活支援
センター

ウ 試験検査機関等との連携強化 ○試験検査機関等との連携強化【再掲】
商品テスト事業（他
機関との連携）

・独立行政法人製品評価技術基盤機構（nite)に製品事故調査
を依頼する。
・商品テストを独立行政法人国民生活センターに依頼する。
・試験・検査等を民間の試験機関に依頼する。

2,649 なし なし

・独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE)、独立行政法人国民生活センター又は民
間の試験機関等と連携した商品テストの実施件数 2件
・独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE)に通知した消費生活用製品事故の件数 3
件

ー 1,631 B
独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE)、独立行政法人国
民生活センター又は民間の試験機関等と連携して商品に係る相
談・苦情の原因究明を推進した。

【課題】
特になし

・独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE)に製品事故
調査を依頼する。
・商品テストを独立行政法人国民生活センターに依頼す
る。
・試験・検査等を民間の試験機関に依頼する。

2,540 なし
消費生活支援
センター

- -
- -

ア 悪質事業者への処分
○不当な取引行為を行っているおそれのある事業者
に対する、調査・立入検査の実施と処分・指導

特定商取引に関する
法律などに基づく事
業者指導

特定商取引法や県条例に基づき、不当な取引行為を行う事業
者に対して調査を行い、必要に応じて改善を求める行政指導
や、特定商取引法に基づく処分及び条例に基づく勧告を行
う。
また、指導・処分を受けた事業者が再び悪質な行為を繰り返
さないよう、注視するとともに、違法行為を繰り返す事業者
に対しては、より厳しい処分を適用する。

-

特定商取引法
及び県条例に
基づく処分・
指導件数

50

特定商取引等に基づく行政処分・指導の件数
特定商取引法に関する行政処分
 業務停止命令…１件
 指示処分…２件
 業務禁止命令…１件
特定商取引法・県条例による行政指導…５０件

54件 - A

消費者被害の拡大を防止すべく５０件の行政指導を行ったほ
か、悪質事業者に対し、他県との合同事案を含む４件の処分を
行い、目標値を上回る５４件の行政指導・処分を行うことがで
きたため。

【課題】
 悪質事業者の手口の多様化、巧妙化しているところ、令和４年度
には特商法等の改正が行われた。法令の改正等に伴い、官庁に求め
られる対応は一層複雑化している。職員の執行ノウハウを高く維持
し、迅速な対応を図れる体制を構築することが課題である。
【対応策】
 国が実施する研修等を十分に活用するほか、他都県等関係機関と
の情報共有を密に行うなどして、執行ノウハウの維持及び向上を図
る。

特定商取引法や県条例に基づき、不当な取引行為を行う事
業者に対して調査を行い、必要に応じて改善を求める行政
指導や、特定商取引法に基づく処分及び条例に基づく勧告
を行う。
また、指導・処分を受けた事業者が再び悪質な行為を繰り
返さないよう、注視するとともに、違法行為を繰り返す事
業者に対しては、より厳しい処分を適用する。

ｰ 50件 消費生活課

イ 広域連携による対応
○国や近隣都県と連携した合同事業者処分及び指導
の実施

特定商取引に関する
法律などに基づく事
業者指導

本県だけでは対応が難しい広域的に活動する悪質事業者に対
し、会議を通じた国及び他都県との連携により、同時処分及
び合同指導を行う。
・五都県悪質事業者対策会議の開催
・北関東四県悪質事業者対策会議の開催

-
他都県との合
同処分・指導

案件数
12

広域的に悪質行為を行う事業者に対応するため、埼玉、千葉、東京、神奈川、静岡の
５都県で構成する「五都県悪質事業者対策会議」及び埼玉、茨城、栃木、群馬の４県
で構成する「北関東四県悪質事業者対策会議」を開催した。
その他、悪質事業者に係る情報交換を行い、他都県との同時処分及び合同指導を実施
した。
・五都県悪質事業対策会議の開催…６回
・北関東四県悪質事業者対策会議の開催…２回
・他都県との同時処分…３件
・他都県との合同指導…１４件

17件 - A
会議等を通じて他都県との連携を密に行うことにより、広域的
に活動する事業者に対し、目標値を上回る１７件の同時処分及
び合同指導を実施することができたため。

【課題】
 他都県との連携により、一定数の同時処分及び合同指導を実施で
きているが、広域的に法令違反行為を行っていることが疑われる事
業者は、依然として少なからず存在しているものと考えられる。
【対応策】
 引き続き他都県との連携により同時処分及び合同指導を行うとと
もに、調査手法等の情報共有も密に行うことで執行ノウハウの向上
を図り、悪質事業者に対し厳正に対処する。

本県だけでは対応が難しい広域的に活動する悪質事業者に
対し、会議を通じた国及び他都県との連携により、同時処
分及び合同指導を行う。
・五都県悪質事業者対策会議の開催
・北関東四県悪質事業者対策会議の開催

- 12件 消費生活課

ウ 関係機関及び関係団体と連携した取組 ○警察、市町村相談窓口等との連携した取組
特定商取引に関する
法律などに基づく事
業者指導

悪質事業者に厳格に対応するため警察との連携を深めるとと
もに、県及び市町村の消費者相談の情報を行政処分及び行政
指導に活用する。
・消費生活支援センター相談担当との連絡会議の開催…１２
回
・悪質事業者対策連絡会議の開催 …２回
・消費者取引情報連絡会への出席 …１回
・防犯連絡会議への出席       …１回

-

関係機関との
情報交換を目
的とした会議

の実施

16

悪質事業者の処分及び指導を進めるため、警察部門や県・市町村の消費者センター等
が出席する対策会議において情報交換を行った。
・消費生活支援センター相談担当との連絡会議の開催…１２回
 （消費生活課・消費生活支援センター）
・悪質事業者対策連絡会議の開催 …２回
 （消費生活課・消費生活支援センター及び県警本部）
・消費者取引情報連絡会への出席 …１回
 （関東経済産業局主催、消費者庁、関東管区警察局、各県警、各都県）
・防犯連絡会議への出席…１回
 （県消費生活支援センター主催、消費生活課、各市町村、関東財務局、関東経済産
業局、県警、各警察署）

16件 - B

当初計画のとおり各会議等に参加することにより、各機関が把
握する消費者被害状況や悪質事業者の手口等の情報を共有で
き、調査に係る知見等の向上及び各機関との密な連携を図るこ
とにつながったため。

【課題】
 悪質事業者の手口は多様化、巧妙化している。新たな手口等をい
ち早く把握し、消費者被害の拡大を未然に防止すべく、引き続き密
な情報共有を図る必要がある。
【対応策】
 引き続き、国、近隣都県及び警察等の関係機関との情報交換を密
に行い、早期に消費者被害を察知し、被害拡大の防止を図る。

悪質事業者に厳格に対応するため警察との連携を深めると
ともに、県及び市町村の消費者相談の情報を行政処分及び
行政指導に活用する。
・消費生活支援センター相談担当との連絡会議の開催…１
２回
・悪質事業者対策連絡会議の開催 …２回
・消費者取引情報連絡会への出席 …１回
・防犯連絡会議への出席     …１回

-
関係機関との情報
交換を目的とした

会議の実施
消費生活課

- -

○液化石油ガス販売事業者等に対する立入検査、指
導の実施

液化石油ガス保安推
進事業

液化石油ガス販売所等の立入検査（件数） 10件
＊令和5年度は書類帳簿検査に代えて保安機関認定の一斉更
新（約540件）を通じて、販売所等の適正な保安業務の確保
を図る。

2,378

・販売所等へ
の帳簿検査件
数
・販売所等へ
の立入検査件
数

液化石油ガス販売所
等への立入検査（件

数） 10件

液化石油ガス販売所等への帳簿検査＊1 0件
液化石油ガス販売所等への立入検査＊2 10件
＊１ 令和５年度は液化石油ガス法保安機関認定の大量更新年のため未実施。
＊２ 立入検査については、令和４年度帳簿検査で更なる改善指導を要すると認めら
れる販売所等を対象に実施。

液化石油ガス
販売所等への
立入検査（件
数） 10件

1040千円 B
販売所等への立入検査を計画どおり全て実施し、指導事項が
あった事業者に対しては適宜改善を確認したため。

【課題】
法改正により液化石油ガス販売の過大な営業行為等の商慣習是正に
ついての確認及び指導を令和６年度中に実施する必要がある。
【対応策】
販売所等に対する書類帳簿検査、立入検査及び講習会等の機会を捉
えて商慣習是正を図っていく。

液化石油ガス販売所等の書類帳簿検査及び立入検査を実施
する。

2,040

書類帳簿検査（件
数） 174件
立入検査（件数）
20件

化学保安課

○登録貸金業者に対する立入検査、指導の実施 貸金業指導事業費

１ 貸金業者に対する指導・監督
 (1) 登録に関する事務の実施及び指導
  (2) 登録業者に対する立入検査の実施
  (3) 登録業者に対する業務報告書及び事業報告書の徴収
  (4) 法令違反業者・所在不明業者等に対する指導・行政処分
  (5) 県知事登録詐称業者の公表
  (6) 登録業者の適切な業務運営に資する情報の提供
２ 消費者金融問題の防止・救済対策
 (1) 近隣都県や関係団体と連携した消費者金融利用者への
注意喚起
  (2) 県知事登録貸金業者に関する苦情及び相談・照会への対
応
  (3) 消費者金融等の利用に関する相談・照会への対応
３ 日本貸金業協会との連携
  (1) 登録申請書・届出書等受付事務の委託
  (2) 会員業者に対する業務適正化指導

804
貸金業者立入
検査実施率(%)

100

１ 貸金業者に対する指導・監督
  (1) 登録に関する事務の実施及び指導
  (2) 登録業者に対する立入検査の実施(全登録業者)
  (3) 登録業者に対する業務報告書及び事業報告書の徴収(全登録業者)
  (4) 法令違反業者に対する指導
  (5) 登録業者の適切な業務運営に資する情報の提供
２ 消費者金融問題の防止・救済対策
  (1) 近隣都県や関係団体と連携した消費者金融利用者への注意喚起
  (2) 県知事登録貸金業者に関する苦情及び相談・照会への対応
  (3) 消費者金融等の利用に関する相談・照会への対応
３ 日本貸金業協会との連携
  (1) 登録申請書・届出書等受付事務の委託
  (2) 会員業者に対する業務適正化指導

100 443 B

全ての登録業者に対し立入検査を実施した。
※令和5年度立入検査実施対象業者数：20業者
近隣都県、関係団体と連携して消費者金融利用者への注意喚起
を行った。

引き続き、立入検査等を通して登録業者へ指導・監督を行っていく
とともに、関係団体と連携して資金需要者の利益の保護を図ってい
く。

１ 貸金業者に対する指導・監督
 (1) 登録に関する事務の実施及び指導
  (2) 登録業者に対する立入検査の実施
  (3) 登録業者に対する業務報告書及び事業報告書の徴収
  (4) 法令違反業者・所在不明業者等に対する指導・行政処
分
  (5) 県知事登録詐称業者の公表
  (6) 登録業者の適切な業務運営に資する情報の提供
２ 消費者金融問題の防止・救済対策
 (1) 近隣都県や関係団体と連携した消費者金融利用者へ
の注意喚起
  (2) 県知事登録貸金業者に関する苦情及び相談・照会への
対応
  (3) 消費者金融等の利用に関する相談・照会への対応
３ 日本貸金業協会との連携
  (1) 登録申請書・届出書等受付事務の委託
  (2) 会員業者に対する業務適正化指導

745 100 金融課

○旅行業者等への立入検査の実施 旅行業等指導育成費
・旅行業等及び旅行サービス手配業者の登録、更新、変更事
項の届出等の事務（通年）
・登録旅行業者の営業所への立入検査（適宜）

15,770
立入検査の回
数

50

・旅行業者等及び旅行サービス手配業者の登録、更新、変更事項の届出等の事務を
行った。
・旅行業務に関する取引の公正の維持のため、登録旅行業者等の営業所への立入検査
を実施した。（６１件）

61 14,379 Ａ
・旅行業者等及び旅行サービス手配業者の登録、更新、変更事
項の届出等の事務を適切に行った。
・立入検査についても、適切に実施できた。

【課題】
・事務手続きを適切に実施できるようにする。
・時期をとらえた立入検査を実施する。
【対応策】
・研修の受講や適宜情報提供に努める。
・状況に応じた立入検査が実施できるよう、柔軟な計画を立て、早
期の実施に努める。

・旅行業等及び旅行サービス手配業者の登録、更新、変更
事項の届出等の事務（通年）
・登録旅行業者の営業所への立入検査（適宜）

16,862 40 観光課

○宅地建物取引業者に対する立入検査、指導の実施

宅地建物取引業法施
行費
（宅地建物取引業者
に対する立入検査、
指導の実施）

宅地建物取引業者に対して立入検査を実施し、宅地建物取引
業者としての事務所の設置を確認するとともに、帳簿等の記
載や事務所内の標識掲示等に関する指導を行う。

34,862
事務所立入検
査の実施（件
数）

85

宅地建物取引業者に対して立入検査を実施し、宅地建物取引業者としての事務所の設
置を確認するとともに、帳簿等の記載や事務所内の標識掲示等に関する指導を行っ
た。
事務所立入検査  ６３件

事務所立入検
査の実施（件
数）／８５件

31,578 Ｂ
立入検査は、必要に応じて速やかに実施するとともに、事務所
立入検査のうち、事務所の不確知情報については業界団体から
の情報提供も踏まえて実施した。

【課題】特になし。
【対応策】特になし。

宅地建物取引業者に対して立入検査を実施し、宅地建物取
引業者としての事務所の設置を確認するとともに、帳簿等
の記載や事務所内の標識掲示等に関する指導を行う。

37,190 ５０件 建築安全課

(ｲ)

有害物資を含む家庭用品による健康被害を未然
に防止するため、家庭用品の買上検査を実施
し、有害物資が検出された場合は、関係事業者
に対して製品回収等の改善を指導します。

○繊維製品の買上検査及び改善指導の実施 家庭用品安全対策

衣類等繊維製品の家庭用品の買上検査を実施し、ホルムアル
デヒド等の有害化学物質を含有する製品の流通を防止する。
検査項目/検体数 ①ホルムアルデヒド  /  ５０検体
          ②アゾ化合物          / ５検体

444
家庭用品の検
査数

55検体

衣類等繊維製品の家庭用品の買上検査を実施し、ホルムアルデヒド等の有害化学物質
を含有する製品の流通を防止した。

検査項目/検体数 ①ホルムアルデヒド  /  ５０検体
         ②アゾ化合物          / ５検体

検査結果 基準値超過なし

55検体 239 B
関東・東海ブロック家庭用品安全対策会議において、買上検査
や違反発見の状況等について各自治体と情報を交換するととも
に、家庭用品安全対策の連携を図った。

【課題】
 検査の結果、有害物質の基準値を超過する疑いがある場合は、確
定検査を実施するが、同一品の購入が難しい。
 インターネット販売が増えているが、違反を発見しても事業者の
責任の所在が明確でなく、その後の指導が難しい。
【対応策】
 検体選定にあたっては、数の多いもの、季節に左右されないよう
なもの、ある程度大きいものを選択している。
 他自治体とも足並みをそろえ、実店舗で買上している。

衣類等繊維製品の家庭用品の買上検査を実施し、ホルムア
ルデヒド等の有害化学物質を含有する製品の流通を防止す
る。
検査項目/検体数 ①ホルムアルデヒド  /  ５０検体
          ②アゾ化合物          / ５検体

403 55検体 薬務課

(ｳ)

理容、美容、クリーニング等生活衛生関係営業
施設に対する監視指導を実施するとともに、営
業者の衛生、安全性に関する自主管理体制の強
化を促します。

○生活衛生関係営業施設に対する監視及び指導の実
施

生活衛生関係営業施
設の監視指導体制の
整備・充実

理容、美容、クリーニング、興行場、旅館、公衆浴場の各営
業者に対し、営業施設の許可・確認及び監視指導等を行い、
各法令に基づく衛生基準の確保を図る。
また、自主管理体制の強化を指導する。
【監視頻度】
・循環式浴槽のある公衆浴場・旅館：１回／３年
・前年度許可等施設：年度内に１回
・前年度苦情施設：１回／１年
・それ以外の施設：１回／６年

7,670 監視件数 2,613

理容、美容、クリーニング、興行場、旅館、公衆浴場の各営業者に対し、営業施設の
許可・確認及び監視指導等を行い、各法令に基づく衛生基準の確保を図った。また、
自主管理体制の強化を指導した。
【監視頻度】
・循環式浴槽のある公衆浴場・旅館：１回／３年
・前年度許可等施設：年度内に１回
・前年度苦情施設：１回／１年
・それ以外の施設：１回／６年

4,415 6,549 A

令和５年度は、令和４年度までの営業種別による一律的な監視
頻度を廃止し、レジオネラ等の衛生上の危害を考慮した監視頻
度を設定した。計画的な監視指導等の実施にあたり、新型コロ
ナウイルス感染症の影響はなく、計画よりも高い水準で監視指
導等を実施できたため。

【課題】
平成２３年度から事業を開始し、営業施設への監視体制や営業者の
自主管理体制が定着してきたことから、より実効性の高い監視指導
を実行していくことが課題となる。
【対応策】
レジオネラ等の衛生上の危害を考慮した監視指導等を実施すること
で、より効果的かつ効率的な監視指導を実施する。また、監視員の
情報共有研修を通じて、監視指導等に必要な知識や技術の向上を
図っていく。

理容、美容、クリーニング、興行場、旅館、公衆浴場の各
営業者に対し、営業施設の許可・確認及び監視指導等を行
い、各法令に基づく衛生基準の確保を図る。
また、自主管理体制の強化を指導する。
【監視頻度】
・循環式浴槽のある公衆浴場・旅館：１回／３年
・前年度許可等施設：年度内に１回
・前年度レジオネラ苦情等施設：年度内に１回
・それ以外の施設：１回／６年

6,840 2,338 生活衛生課

(ｴ)
医薬品の品質、有効性や安全性を確保するた
め、医薬品の製造業者及び販売業者等に対する
立入検査及び指導を実施します。

○医薬品の製造業者及び販売業者等に対する立入検
査及び指導

医薬品等の安全性の
確保

（１）薬局等の立入検査
 立入検査の実施
 医薬品等の収去（抜き取り）の実施

（２）健康食品の買上検査等
  健康食品買上の実施
 健康食品取扱事業者等講習会の実施

37,052
健康食品の買
上検査

80件

（１）薬局等の立入検査
 施設数 35,084件 立入検査数 7,100件 立入検査率 20.2％
 医薬品等の収去（抜き取り）件数 29件、うち違反件数 0件
（２）健康食品の買上検査等
 健康食品買上件数83件、うち成分検査違反件数0件 表示検査違反数14件
 健康食品取扱事業者等講習会（動画配信）の実施、埼玉県ホームページに健康食品
の広告・表示に関するパンフレットの掲載及び健康食品取扱事業者等への周知。

83件 2,332 B

健康食品に係わる関係各課で、買い上げた健康食品の表示、内
容物の検査を行うことができた。また、健康食品取扱事業者等
を対象とした講習会（動画配信）を開催し、埼玉県ホームペー
ジに健康食品の広告・表示に関するパンフレットを掲載し、周
知することができた。

【課題】
 機能性表示食品による健康被害が発生した。
 健康食品の買上げの際、クレジットカード払いを要求され、買上
げが難しくなっている。
【対応策】
 買上調査の際、機能性表示食品の買上数を増やす。
 買上調査の委託（覆面調査）の検討

（１）薬局等の立入検査
 立入検査の実施
 医薬品等の収去（抜き取り）の実施

（２）健康食品の買上検査等
  健康食品買上の実施
 健康食品取扱事業者等講習会の実施

15,075 80件 薬務課

商品の使用等により生じた危害・危険について、原因
を調査するため、商品テストを行います。

商品の使用等により生じた危害・危険について、原因
を調査するため、試験検査機関等との緊密な連携を図
ります。

２ 適正取引と事業者指導の強化

本県だけでは対応が難しい広域的な悪質商法事案につ
いて、国や関係する自治体と連絡・協議を行い、処
分・指導を進めます。

悪質事業者に厳格に対応するため警察との連携に努め
るとともに、市町村等の消費生活相談の情報を活用し
て悪質事業者の処分・指導に取り組みます。

（１）消費者取引の適正化

特定商取引法をはじめとする関係法令を厳正に適用し
て、不当な取引行為に対する事業者への処分・指導を
強化します。
また、事業者に対する処分を行った場合は、ホーム
ページでその内容を公表します。
さらに、処分を受けた事業者が再び悪質な行為を繰り
返さないよう、フォローアップを行います。

（２）事業者指導

ア 事業者に対する指導の充実・強化

(ｱ)

消費者取引に関係の深い法律（液化石油ガスの
保安の確保及び取引の適正化に関する法律、旅
行業法、貸金業法、宅地建物取引業法等）に基
づき、関係事業者に対する指導等を行い、適正
な事業活動の促進を図ります。
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第７期埼玉県消費生活基本計画 令和６年度計画

(小)
指標 担当課所(中)

取組内容(細)
R5年度事業実績事業名 自己評価理由

R5指標
実績値

決算額
（千円）

課題と対応策R5事業計画
R5予算額
（千円）

R5目標値 R6事業計画
R6予算額
（千円）

R6目標値
施策の柱(大)

取組 自己評価

自己評価 Ａ：計画した取組について高い水準で実施した Ｂ：計画した取組について適切に実施した Ｃ：計画した取組について達成水準を下回り適切に実施できなかった

第７期埼玉県消費生活基本計画 令和５年度実績及び自己評価 結果一覧（令和５年度末現在）

- -

○商品やサービスにおける様々な表示に係る監視及
び処分・指導の実施

○広告表示の適正化について、庁内関係各課、近隣
都県と連携した監視及び処分・指導の実施

○大学等との連携による広告表示の監視

(ｲ)

医薬品等の広告の記載内容が医薬品、医療機器
等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する
法律に抵触しているかを確認し、必要に応じて
指導や取締りを行い、広告の適正化を図りま
す。

○医薬品等の広告に対する調査及び指導
医薬品等の安全性の
確保（広告その他表
示の適正化）

（１）薬局等の立入検査
 
（２）週刊誌の広告監視

37,052
薬局等の立入
検査件数

8,000

（１）薬局等の立入検査
   施設数 ７，１００件
（２）週刊誌の広告監視件数
   週刊誌の広告監視件数 ４８件

7,100件 23 B
医薬品等に関するインターネット上及び週刊誌の広告につい
て、関係各課と連携し、販売業者の指導、他都道府県への通報
等により、広告の適正化を図ることができた。

【課題】
 ー
【対応策】
 インターネット広告の監視、立入調査を励行する。

・薬局等の立入検査
・週刊誌の広告監視については、広告がインターネットに
シフトしていることから実施を見合わせ

15,075 8,000 薬務課

(ｳ)
消費者の適切な選択機会の確保を図るため、家
庭用品の品質表示の適正化を推進します。

○権限移譲市町村による店舗の立入検査への支援
家庭用品品質表示法
に基づく立入検査

権限移譲市町村からの家庭用品品質表示法に基づく立入検査
実施報告の取り纏めを実施する。

0 なし なし

権限移譲市町村(４０市２３町村）からの家庭用品品質表示法に基づく立入検査実施報
告の取り纏めを実施した。

  ○令和５年度立入検査実施店舗数
     県内各市     ６０件
     権限移譲済町村    １０件
     合計         ７０件

なし 0 B
権限移譲市町村からの、立入検査及び実施報告に関する問い合
わせに対して助言することができたため。

【課題】
 新型コロナウイルスの影響により、未実施が続いたまま担当者が
変わり、立入検査の具体的な実施方法を理解していない市町村が複
数あった。

【対応策】
 立入検査未実施が続いている市町村に対しては、状況把握、助言
を行い、検査実施を積極的に促す。

権限移譲市町村からの家庭用品品質表示法に基づく立入検
査実施報告の取り纏めを実施する。

0 なし 産業支援課

食品関連業者等の健
康増進法及び食品表
示法食品表示の適正
化

・食品等事業者向けの食品表示法（保健事項）、健康増進法
に基づく適正表示の
研修・説明会
・地域で流通する食品の栄養成分表示パトロールの実施
・食品の買い上げ検査の実施
・県民への普及・啓発

2,961
食品買上検査
数（食品数）

39

・食品等事業者向けの食品表示法（保健事項）、健康増進法に基づく適正表示の研
修・説明会
 【開催回数 3回 参加者 21人】
・地域で流通する食品の栄養成分表示パトロールの実施
 【パトロール実施回数 97回 指導・相談 211件】
・食品の買い上げ検査の実施
 【検体 43件  違反率 34,9％】
・県民への普及・啓発
 【開催回数 22回 参加者 1058人 相談件数 6件】

43 1,996 B
当初計画どおり食品の買い上げ検査を実施した。
食品等事業者向けの研修・説明会や県民向けの普及啓発を実施
した。

【課題】
食品表示法に規定された表示の方法についての理解不足等により不
適正な表示が見受けられる。
【対応策】
特に中小規模事業者を対象とした研修会等を実施し、情報提供す
る。

・食品等事業者向けの食品表示法（保健事項）、健康増進
法に基づく適正表示の研修・説明会
・地域で流通する食品の栄養成分表示パトロールの実施
・食品の買い上げ検査の実施
・県民への普及・啓発

2,753 39 健康長寿課

彩の国食の安全・安
心確保対策事業（表
示）

食品等事業者に対して、食品表示基準に基づく適正な表示の
実施を徹底させる。
特にアレルゲン表示については、健康被害の発生を防止する
観点から、県内食品製造・加工施設に対して、原材料表示の
定期的な確認やコンタミネーション防止の指導を実施する。

23,201 監視施設数 2,000件
「表示等に関する監視指導の強化」「食品営業者への周知・指導」「関係機関と連携
した対応の強化」に重点を置き、立入等を行った。
立入検査件数 1,863件

1,863 19,497 C
一定数の確認はすることができたものの、監視指導件数が目標
を達成しなかったため。

【課題】
 アレルゲン表示を含め、食品表示において不適切な表示が散見さ
れる。
 特に、昨年度はスーパー等で調理・販売されるインストア商品に
おいて、表示ラベルの貼り間違えによりアレルゲン表示が欠落し、
食品等事業者が自主回収を実施するという事案が多数発生した。
【対応策】
 監視指導等により、食品表示基準に基づく適正な表示の実施を徹
底させる。また、特に表示法違反により自主回収の届出を行った食
品事業者に対しては、原因の究明や再発防止の徹底について、指導
及び助言を行う。

食品等事業者に対して、食品表示基準に基づく適正な表示
の実施を徹底させる。
特にアレルゲン表示については、健康被害の発生を防止す
る観点から、県内食品製造・加工施設に対して、原材料表
示の定期的な確認やコンタミネーション防止の指導を実施
する。

24,041 2,000 食品安全課

○食品製造業者及び販売者に対する表示制度等の説
明、指導の実施

食品表示等適正化推
進事業

・公募した県民を食品表示調査員として委嘱し、食品表示状
況調査を実施する。
・市販の食品を買い上げ、DNA鑑定による食品の品質表示の
確認調査を実施する。
・「食品表示なんでもダイヤル」を設置し、食品表示に係る
相談や苦情を受け付ける。
・不適正表示の疑義案件に対して、必要な立入調査・指導等
を実施する。

2,850
食品表示調査
員による調査
件数

2,000

・公募した県民を食品表示調査員として委嘱し、食品表示状況調査を実施した。
・市販の食品を買い上げ、DNA鑑定による食品の品質表示の確認調査を実施した。
・「食品表示なんでもダイヤル」を設置し、食品表示に係る相談や苦情を受け付け
た。
・不適正表示の疑義案件に対して、必要な立入調査・指導等を実施した。

2,063 2,106 B
オンライン研修やYOUTUBEに解説動画を投稿するなどの対応
により、例年と変わらない調査件数を確保できた。

【課題】
食品表示基準の改正が頻繁に行われるため、制度の浸透が十分に図
られていない場合も見受けられる。
【対応策】
研修や県政出前講座等で普及・啓発を図ることで、適正な表示の周
知を徹底する。

・公募した県民を食品表示調査員として委嘱し、食品表示
状況調査を実施する。
・市販の食品を買い上げ、DNA鑑定による食品の品質表示
の確認調査を実施する。
・「食品表示なんでもダイヤル」を設置し、食品表示に係
る相談や苦情を受け付ける。
・不適正表示の疑義案件に対して、必要な立入調査・指導
等を実施する。

2,765 2,000 農産物安全課

イ 計量の適正化 ○小売店、工場及び事業所等への立入検査の実施 適正計量指導費

食料品小売店及び製造工場の商品量目検査、事業所等に対す
る特定計量器の有効期間の管理状況等について立入検査を実
施する。
【立入検査項目】
○商品量目
○特定計量器 （質量計、燃料油メーター、ガスメーター、
水道メーター）

2,383

「商品量目の
内容量不足の
割合」及び
「特定計量器
の検定有効期
間満了の割
合」

「1.4%」及び
「1.6%」

スーパー等の食品販売事業者に対し、店舗・工場等で詰め込み・計量を行い販売して
いる商品の内容量や計量器の取扱状況について検査を行った。また、取引や証明に用
いられる検定有効期間付き特定計量器の供給事業者等に対し、有効期間の管理状況等
について現地調査を行った。
【立入検査項目】
○商品量目
○特定計量器 （質量計、燃料油メーター、ガスメーター、水道メーター）

「1.1%」及び
「0.1%」

1,581 B

適正な商品等の取引を確保するため、商品量目及び特定計量器
に係る立入検査を計画どおりに行った。
商品量目で不足のあった事業所については、再度の立入検査等
により、再発防止に努めた。

【課題】
商品量目ではスーパーマーケット等において生鮮食品の計量も行う
が、夏場（前期）の検査は、昨今の猛暑の影響によりバックヤード
が高温となる事業所もあり、生鮮食品の鮮度に影響が出ないよう配
慮が求められる。
【対応策】
商品量目の立入検査については、夏場（前期）の検査を延期し、冬
場に前期、後期分をまとめて行う計画に変更する。

食料品小売店及び製造工場の商品量目検査、事業所等に対
する特定計量器の有効期間の管理状況等について立入検査
を実施する。
【立入検査項目】
○商品量目
○特定計量器 （質量計、燃料油メーター、ガスメー
ター、水道メーター）

2,147
「1.4%」及び

「1.6%」
計量検定所

- -

○年末年始期の生鮮食料品等価格動向調査

○緊急時等における価格動向調査及び事業者等への
供給協力要請の実施

○県ブランド鶏肉の生産振興の支援

高品質畜産物生産体
制整備事業（のう
ち、高品質畜産物生
産振興事業）

高品質畜産物生産振興事業
 高品質肉用鶏「彩の国地鶏タマシャモ」について、ヒナ供
給の充実及び生産農家への飼養技術指導の実施により、生産
振興を図る。

7,494
タマシャモヒ
ナ年間生産羽
数

20,000羽
高品質畜産物生産振興事業
 高品質肉用鶏「彩の国地鶏タマシャモ」について、ヒナ供給の充実及び生産農家へ
の飼養技術指導の実施により、生産振興を図った。農家へのヒナ配布数21,280羽。

21,280 7,795 A
経営継続農家への供給羽数が増えたことで、達成水準を上回っ
た。

ー

高品質畜産物生産振興事業
 高品質肉用鶏「彩の国地鶏タマシャモ」について、ヒナ
供給の充実及び生産農家への飼養技術指導の実施により、
生産振興を図る。

6,074 2,2000羽 畜産安全課

他都県等との連携を図りながら、事業者の商品・サービスに
関する広告表示の監視や指導を行うとともに、適正な表示を
行うよう普及啓発に努める。
・日常的な監視と違反事業者に対する速やかな指導の実施
・庁内各課、関係機関及び他都県との連携による事業者への
監視・指導
・大学・高校との連携による広告表示の監視
・インターネット適正広告推進事業の実施

50
景品表示法に
基づく措置命
令・指導件数

年末年始物価
動向調査の
実施回数

(ｴ)

食品表示法等の食品関係法に基づいた表示制度
の周知や適正表示についての監視指導、実態調
査を実施し、不適正な表示については事業者に
対する是正指導を実施します。

価格動向調査については、物価の高騰が続いていることから、
毎月調査を継続することとした。県内在店舗の大手スーパーの
協力の下、調査及びその結果の情報提供を12回行うことができ
た。

消費生活課

【課題】
 令和４年２月以降の世界情勢の変動の影響を受け、エネルギー価
格・原材料価格の高騰等により、生活必需物資の値上りが続き、県
民生活への影響が強く懸念された。
【対応策】
 引き続き、エネルギー価格・原材料価格の動向等が生活必需物資
の値上り等につながっている現状を踏まえ、各調査を継続的に実施
し、県民生活への影響について注視するとともに、調査結果の情報
提供に努めていく。

他都県等との連携を図りながら、事業者の商品・サービス
に関する広告表示の監視や指導を行うとともに、適正な表
示を行うよう普及啓発に努める。
・日常的な監視と違反事業者に対する速やかな指導の実施
・庁内各課、関係機関及び他都県との連携による事業者へ
の監視・指導
・大学・高校との連携による広告表示の監視
・インターネット適正広告推進事業の実施

-

○年末年始期の生鮮食品等価格動向調査の実施
例年どおり、11月から12月の年末に向けた時期に価格動向
調査を実施する。

0 消費生活課01

・商品やサービスにおける様々な表示に係る監視及び指導
 措置命令…１件
 注意…５８件（文書注意５０件、口頭注意８件）
・大学高校との連携による広告表示の監視
 不当表示に対する監視指導を強化するため、県内２大学、８高校と連携して広告調
査を行った。
・他都県との連携による事業者への指導
 五都県広告表示等適正化推進協議会（埼玉、東京、神奈川、千葉、静岡）において
情報交換等を行った。口頭指導…４件（うち埼玉県主担当１件）
・インターネット適正広告推進事業
 インターネット広告における不当表示について消費者に対し啓発を行うとともに監
視を行い指導した。 文書注意…２８件

59件 -

B

○「原油価格・物価高騰等に関連する相談窓口及び支援制度
情報」の提供
提供情報の更新 各相談窓口及び支援制度情報の内容の再確
認
○「生活必需物資に関する価格動向等調査」の実施
調査を継続することで、価格の再値上げ、再々値上げといっ
た品目の動向を的確に把握し、県ホームページをとおして情
報提供を行っていく。
○年末年始期の生鮮食品等価格動向調査の実施
例年どおり、11月から12月の年末に向けた時期に価格動向調
査を実施する。

0 1回

１ 肉用子牛価格安定対策事業
肉用子牛価格差補てん事業における生産者積立金の一部を助
成。
２ 養豚経営安定対策事業
養豚経営安定対策事業における生産者積立金の一部を助成。
３ 鶏卵価格安定対策事業
鶏卵価格差補てん事業における生産者積立金の一部を助成。

8,303
・95%
・95%

・96%
・100%

4165

・中核的養豚
農家（飼養頭
数1,100頭以
上)経営安定対
策事業加入率
・中核的養鶏
農家（飼養羽
数3万羽以上)
鶏卵価格安定
対策事業加入
率

価格・需給動向の調
査及び監視

○年末年始期の生鮮食品等価格動向調査の実施
・年末年始の生鮮食品とガソリン・灯油の価格動向調査を実施した。
○「原油価格・物価高騰等に関連する相談窓口及び支援制度情報」の提供
 ・エネルギー価格・原材料価格の高騰等により影響を受けている事業者は幅広い業
種・業界に及ぶため、関係する部局が情報を共有し連携していくことが重要であるこ
とから、事業者や県民が相談できる窓口の情報と支援制度の全庁的な情報を一元化し
て、県ホームページで発信した。
○「生活必需物資に関する価格動向等調査」の実施
 ・エネルギー価格・原材料価格の高騰等により、生活必需物資の値上りが続き、県
民生活への影響が懸念されることから、生活必需物資の価格を調査して実態を把握
し、毎月1回県ホームページで情報提供を行った。
 ・調査対象品目：①食料品・日用品（２１品目）、②石油（２品目）
 ・調査方法：食料品・日用品については、県内所在スーパーマーケットへの販売価
格（特売 価格を除く）のアンケート調査を実施。石油に関しては、資源エネルギー
庁発表の「石油製品価格調査（給油小売価格調査)の結果を活用）。

○肉用子牛、肉豚、鶏卵価格安定対策事業への生産
者の加入促進

畜産安全課

ア 価格・需給動向の調査及び監視

生活必需物資の安定的な供給を図るため、必要に応じ
価格や需給の動向を調査し、消費者への情報提供を行
います。また、事業者等に対し供給について協力を要
請します。

○食品表示に関する調査、指導の実施

景品表示法に基づく
事業者指導

A

他都県と対面での会議を実施し、連携することで、合同での指
導件数の増加に繋がったため。
景品表示法に基づく措置命令・指導については、目標を上回る
５９件実施できたため。

【課題】
デジタル技術の進展に伴い、SNSや動画上の広告、閲覧者の年齢・
性別等に応じた広告が増加する等、広告の配信方法等が変化・多様
化している。多様化した不当表示広告に対応するため、他都県等と
調査手法等について蜜に情報共有をし、消費者被害の拡大防止を図
る。

【対応策】
引き続き、他都県等との連携を図りながら、法違反のおそれのある
表示の監視や指導を行うとともに、適正な表示を行うよう普及啓発
していく。

畜産物価格安定対策
事業

１ 肉用子牛価格安定対策事業
肉用子牛価格差補てん事業における生産者積立金の一部を助成。県持分の積立準備金
から生産者積立金へ1,548,100円繰入充当。
２ 養豚経営安定対策事業
養豚経営安定対策事業における生産者積立金の一部を助成。
①対象数量 肉豚129,665頭 ②補助単価 26円/頭 ③補助金額3,371,290円
３ 鶏卵価格安定対策事業
鶏卵価格差補てん事業における生産者積立金の一部を助成。
①対象数量 鶏卵2,780,678kg/月 ②補助単価 0.145円/kg ③補助金額 794,361円

7,941

（３）表示・計量の適正化

(ｱ)
景品表示法に基づき、近隣都県等との連携を図
りながら、事業者の商品・サービスに関する広
告表示の監視及び指導を行います。

適正な商品の取引を確保するため、食料品小売店及び
製造工場の商品量目検査、事業所等に対する特定計量
器の有効期間・管理状況の立入検査などの実施によ
り、計量の適正化を推進します。

（４）生活物資の安定供給

加入者に対する価格安定に資するセーフティーネットとしての
本事業を適切に実施した。

ーA

１ 肉用子牛価格安定対策事業
肉用子牛価格差補てん事業における生産者積立金の一部を
助成。
２ 養豚経営安定対策事業
養豚経営安定対策事業における生産者積立金の一部を助
成。
３ 鶏卵価格安定対策事業
鶏卵価格差補てん事業における生産者積立金の一部を助
成。

50件

1

 96％
 100％

(ｱ)
多様な消費者ニーズに対応した、新鮮で品質の
高い農産物や畜産物の生産体制の整備と価格の
安定対策を推進します。

ア 表示の適正化

イ 生活物資の安定供給
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第７期埼玉県消費生活基本計画 令和６年度計画

(小)
指標 担当課所(中)

取組内容(細)
R5年度事業実績事業名 自己評価理由

R5指標
実績値

決算額
（千円）

課題と対応策R5事業計画
R5予算額
（千円）

R5目標値 R6事業計画
R6予算額
（千円）

R6目標値
施策の柱(大)

取組 自己評価

自己評価 Ａ：計画した取組について高い水準で実施した Ｂ：計画した取組について適切に実施した Ｃ：計画した取組について達成水準を下回り適切に実施できなかった

第７期埼玉県消費生活基本計画 令和５年度実績及び自己評価 結果一覧（令和５年度末現在）

(ｱ)

多様な消費者ニーズに対応した、新鮮で品質の
高い農産物や畜産物の生産体制の整備と価格の
安定対策を推進します。
（続き）

○野菜価格安定対策事業への生産者の加入促進
野菜価格安定対策事
業

本県産の指定野菜等の市場価格が低落した際に、価格差補給
金を交付するための準備金を国・県・生産者で造成するた
め、独立行政法人農畜産業振興機構等に対し助成する。

価格差補給金の造成
 １ 指定野菜価格安定対策事業
 ２ 特定野菜等供給産地育成価格差補給事業
 ３ 埼玉県野菜価格安定事業

16,027 なし なし

本県産の指定野菜等の市場価格が低落した際に、価格差補給金を交付するための準備
金を国・県・生産者で造成するため、独立行政法人農畜産業振興機構等に対し助成す
る。
価格差補給金の造成
 １ 指定野菜価格安定対策事業
 ２ 特定野菜等供給産地育成価格差補給事業
 ３ 埼玉県野菜価格安定事業

なし 5,909 B

価格低落が認められた野菜につき、その低落額に応じた価格差
補給金が円滑に交付されるよう、国、独立行政法人農畜産業振
興機構、公益財団法人埼玉県青果物価格安定資金協会等と連携
して資金造成を行い、事業を実施した。

【課題】
 近年、実需者との契約に基づく需要に応じた生産が拡大してお
り、大規模な面積要件や市場共販率要件のある指定・特定事業に加
入することのできない産地が増加している。これらの産地は、指
定・特定事業の加入産地・品目に比べ、生産量が少ないことなどか
ら、価格変動の影響を受けやすい傾向がある。
【対応策】
 県では、指定・特定事業の要件から外れた県内主要野菜産地につ
いても価格変動リスクに対応し県単事業を実施しているが、今後、
品目拡充等について関係機関と協議を進めることとする。

本県産の指定野菜等の市場価格が低落した際に、価格差補
給金を交付するための準備金を国・県・生産者で造成する
ため、独立行政法人農畜産業振興機構等に対し助成する。

価格差補給金の造成
 １ 指定野菜価格安定対策事業
 ２ 特定野菜等供給産地育成価格差補給事業
 ３ 埼玉県野菜価格安定事業

16,027 なし 生産振興課

(ｲ)
県民への生鮮食料品の安定供給を確保するた
め、卸売市場の適正な運営の確保、経営の改
善、市場関係者等の資質の向上を図ります。

○県内卸売市場への現地調査及び運営指導
卸売市場整備推進指
導事業

卸売市場の運営状況を把握するため、書面審査及び現地調査
を行う。また、市場開設者等を対象に研修会を開催し、あわ
せて市場関係者間での情報交換を行う。
・現地調査指導   10市場
・実態調査  27市場
・卸売市場関係者研修会 1回

1,485 なし なし

卸売市場の運営状況を把握するため、書面審査及び現地調査を行った。また、市場開
設者等を対象に研修会を開催し、あわせて市場関係者間での情報交換を行った。
・現地調査指導  10市場
・実態調査  27市場
・卸売市場関係者研修会 1回

なし 1,093 B

計画どおりに取組を実施できたため。卸売市場関係者研修会に
ついては、ウェブと会場のハイブリッド開催としたことによ
り、感染防止対策をしながら計画どおりに開催することができ
た。

ー

卸売市場の運営状況を把握するため、書面審査及び現地調
査を行う。また、市場開設者等を対象に研修会を開催し、
あわせて市場関係者間での情報交換を行う。
・現地調査指導   8市場
・実態調査  27市場
・卸売市場関係者研修会 1回

1,485 なし
農業ビジネス
支援課

(ｳ)
地域商業の振興を図るため、県内商店街の活性
化を促進し、魅力と活力ある商店街づくりを進
めます。

○県内商店街の活性化を図るための支援
地域商業活性化支援
事業

これまでに行ってきた商店街訪問で把握した個々の商店街の
課題に対して、補助金や専門家派遣などの各種支援策を組み
合わせながら、市町村や商工団体と連携した支援を行ってい
く。
●商店街DX推進 補助率2/3、上限5,000千円
●ソフト補助
（通常枠）補助率1/2､上限250千円
（重点テーマ枠）補助率2/3､上限500千円
※重点テーマ：空き店舗解消、繁盛店創出、インバウント受
入
●ハード補助(街路灯等の整備が対象)
補助率1/3(市町村1/3､実施主体1/3)､上限10,000千円（LED
改修は2,500千円）※市町村に対する間接補助
●地域商業機能複合化推進
（ソフト）補助率5/6（国4/6、県1/6）、上限4,000千円
（ハード）補助率3/4（国2/4、県1/4）、上限40,000千円
●循環型社会推進商店街応援
補助率10/10、上限（各団体）1,400千円、（県振連指導事業
費補助）1,000千円
※埼玉県商店街振興組合連合会及び埼玉県商店街連合会への
補助
●専門家派遣（85回）

119,274 なし なし

●商店街DX推進：6件
●ソフト補助：44件
●ハード補助：11件
●地域商業機能複合化推進：2件
●循環型社会推進商店街応援：2件
●専門家派遣：89件
●実践型人材育成事業：240名

なし 82,770 B 概ね当初計画どおり実施できたため

【課題】
引き続き商店街に対して直接訪問を実施するなどのアプローチ行
い、把握した商店街の状況に応じて支援する必要がある。

【対応策】
商店街に対して直接アプローチするほか、市町村や商工団体と協力
しながら支援メニューを組み合わせたパッケージ支援を提案する。

①賑わいづくりのためのソフト補助
②街路灯LED化等のハード補助
③ポイントカードのデジタル化などDX推進補助
④循環型社会に対応する波及効果のある取組を支援する循
環型社会推進商店街応援事業
⑤意欲ある商店街等を支援する専門家派遣
⑥商店街と商店街支援の担い手育成のための人材育成事業
⑦各地域のスーパー・シティの実現を後押しするための
スーパー・シティに係る空き店舗活用補助

89,708 なし
商業・サービ
ス産業支援課

(ｱ)
災害時における生活支援活動を円滑に推進する
ため、生活物資の輸送等に必要な車両の事前研
修を行います。

○緊急通行車両等事前審査及び確認証明書交付の実
施

災害時における生活
物資の確保

・県と民間団体等の災害協定に基づき、災害時に相互に協力
し、県民生活の早期安定を図る。
・平時における協定締結団体の所管車両についての緊急通行
車両事前審査及び災害発生等における事前審査済車両に対す
る確認証明書の交付業務を行う。
・事前届出車両の保管転換や廃棄状況の確認を行う。

0
緊急通行車両
等事前審査の

実施

登録車両数
（総数）
4,000台

協定締結団体からの緊急通行車両等事前届出書新規申請に基づき、緊急通行車両等事
前届出済証の交付・返還業務を行った。
（令和６年3月31日現在の緊急通行車両等事前届出済車両は４,８40台）

4,840台 0 A
各協定締結団体から提出された申請書について、速やかに届出
済証交付手続きを行った。

なし

・県と民間団体等の災害協定に基づき、災害時に相互に協
力し、県民生活の早期安定を図る。
・平時における協定締結団体の所管車両についての緊急通
行車両確認証明書の交付業務を行う。（新制度）
・事前届出車両の保管転換や廃棄状況の確認を行う。

0 なし 災害対策課

○消費生活協同組合との災害時応援協定の締結
消費生活協同組合と
の災害時応援協定の
締結

県主催の防災訓練に参加する。 0 なし なし
令和5年度末時点で２組合（埼玉県生協連、コープみらい）が締結している。
県主催の防災訓練に参加した。

なし 0 B
防災訓練への参加により、災害時に迅速に対応できる連携体制
が整えられた。

【課題】
 連携体制の強化
【対応策】
 日頃から連絡や情報共有を行うことで、信頼関係の醸成に努め、
災害時に迅速に対応できる体制を維持する。

各団体に県主催の防災訓練に参加いただく。 0 なし 消費生活課

○農業協同組合と地元市町村との防災協定の締結の
促進

災害時における生活
物資の確保

総合農協を対象に農協の実態把握を行う農協ヒアリング及び
農協役員を対象とした会議を通じ、未締結市町村がある農協
に対し協定締結の働きかけを行う。

0 なし なし
総合農協を対象に農協の実態把握を行う農協ヒアリング及び農協役員を対象とした会
議を通じ、未締結の農協に対し協定締結の働きかけを行った。
令和５年６月末現在の防災協定締結状況 １５農協、５３市町

なし 0 B

連携等
農協の防災体制の整備や管内市町村との協定締結を一層促進し
ていくため、農協中央会が主催する管理担当役員会議において
整備・締結の必要性について説明を行った。

【課題】
 未締結市町村がある（１０市町村）。
【対応策】
引き続き機会をとらえ、整備や締結の必要性を説明し、協定締結を
促進していく。

総合農協を対象に農協の実態把握を行う農協ヒアリング及
び農協役員を対象とした会議を通じ、未締結市町村がある
農協に対し協定締結の働きかけを行う。

0 なし 農業政策課

- -

(ｱ)
「埼玉県食の安全・安心の確保に関する基本方
針」に基づき、全庁的・総合的な食品安全対策
を推進します。

○食の安全・安心確保に向けた実行計画（埼玉県食
の安全・安心アクションプラン）の策定及び公表

食の安全・安心推進
事業（アクションプ
ラン）

食の安全推進会議の構成課を中心として、関連事業をとりま
とめ、「令和５年度埼玉県食の安全・安心アクションプラン
を策定する。

0

食の安全・安
心確保に向け
た施策の実行
計画（アク
ションプラ
ン）の策定・
公表

1回
食の安全推進会議の構成課を中心として関連事業をとりまとめ、「令和５年度埼玉県
食の安全・安心アクションプラン」を策定した。

1回 0 B 当初計画した通り、年１回策定し、公表した。

【課題】食の安全・安心に関する基本方針に基づく施策を実行して
いくため、当該年度ごとに関係課の事業をもれなくとりまとめ策定
する必要がある。
【対応策】関係課の施策について、年度当初に照会し、とりまとめ
て公表している。

食の安全推進会議の構成課を中心として、関連事業をとり
まとめ、「令和６年度埼玉県食の安全・安心アクションプ
ラン」を策定する。

0 1回 食品安全課

(ｲ)

食品営業者に対してＨＡＣＣＰ（ハサップ）※+

の考え方を導入した衛生管理方式に基づく衛生
管理を徹底させ、食品の安全性確保の向上を図
ります。
※ＨＡＣＣＰ（Hazard Analysis and Critical Control
Point：危害分析・重要管理点方式）とは、従来の最終製
品の抜取検査による衛生管理ではなく、食品の製造におけ
る重要な工程を連続的に監視することで、一つ一つの製品
の安全性を保証しようとする国際標準の衛生管理手法。

○ＨＡＣＣＰ（ハサップ）に基づく衛生管理の推進
食品衛生営業指導費
（ＨＡＣＣＰ）

・各保健所による、大規模事業者の施設及び広域流通食品等
製造施設の監視時等における自主検査の推奨、確認
・小規模製造施設向け自主検査リーフレット等の作成・配布

21,939

食品関連事業
所における製
品等の自主検
実施率(%)

70

各保健所による、大規模事業者の施設及び広域流通食品等製造施設の監視時等におい
て、自主検査状況を確認し、未実施施設に対しては自主検査実施を推進した。
自主検査実施率  75.8％(令和5年度末）
小規模製造施設向け自主検査リーフレット等の作成し、配布した。
自主検査等リーフレット作成：15,500部

75.8 17,187 A
当初の計画を超える75.8％の施設で自主検査実施を確認するこ
とができたため。

【課題】
ＨＡＣＣＰ稼働後も各施設でＨＡＣＣＰが適切に定着するよう継続
して啓発・指導する必要がある。
【対応策】
ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理を実施している食品等事業所におい
て、食品関連事業所が行うべき自主衛生管理の１つである自主検査
を推奨することで、ＨＡＣＣＰの効果検証のためのＰＤＣＡサイク
ルによる継続的な衛生水準の向上を図る。

・各保健所による、大規模事業者の施設及び広域流通食品
等製造施設の監視時等における自主検査の推奨、確認
・小規模製造施設向け自主検査リーフレット等の作成・配
布

17,420 88 食品安全課

○食品営業施設に対する監視指導・検査の実施
彩の国食の安全・安
心確保対策事業（監
視・検査）

○令和5年度埼玉県食品衛生監視指導計画に基づいた立ち入
り検査の実施
・年1回以上 食中毒等で行政処分を受けた施設、規格基準
に違反した食品の製造施設、卸売市場内の食品関連施設、食
肉等を生で提供する施設、 カンピロバクター食中毒の発生リ
スクがある施設等
・3年に1回  野生鳥獣肉を取り扱う施設、生の野菜・果物
を加工・提供する施設、漬物製造業施設、農産物直売所等、
社会福祉施設等

○令和5年度埼玉県食品衛生監視指導計画に基づいた食品検
査の実施
・食品検査  1,375検体

23,201
食品検査の実
施率(%)

100

○ 監視延件数      22,937件
○ 食品検査数        1,469件
  ・微生物検査     832件
  ・残留農薬検査    190件
  ・動物医薬品検査     181件

107 19,497 B
各保健所、衛生研究所及び食肉検査センターと連携して、迅速
に監視指導及び試験検査を実施した。

【課題】
 効率的及び効果的に検査検体を選定する必要がある。

【対応策】
 農畜水産物については産地や生産の状況を、加工食品については
製造工程や表示を踏まえた検査を実施する。

○令和6年度埼玉県食品衛生監視指導計画に基づいた監視
指導の実施
・年1回以上 食中毒等で行政処分を受けた施設、規格基
準に違反した食品の製造施設、卸売市場内の食品関連施
設、生又は加熱不十分な食肉等を提供・販売する施設、 カ
ンピロバクター食中毒の発生リスクがある施設等
・3年に1回  野生鳥獣肉を取り扱う施設、生の野菜・果
物を加工・提供する施設、漬物製造業施設、農産物直売所
等、社会福祉施設等
○令和6年度埼玉県食品衛生監視指導計画に基づいた食品
検査の実施
・食品検査  1,348検体

24,041 100 食品安全課

○食中毒発生予防及び発生時再発防止対策

食中毒予防対策・原
因究明費（O157等感
染症にかかる疫学的
原因究明事業含む）

○食中毒発生予防対策
 ・パンフレット等の広報媒体を活用して、分かりやすい情
報や普及啓発に努める。
 ・食品等事業者への講習会の開催
 
○食中毒発生時対策
 ・疫学調査及び患者検便等の試験検査を実施する。
 ・調査の結果から、原因を究明し、事件処理及び再発防止
指導を実施する。

11,697
食中毒発生件
数の減少

設定なし

○食中毒発生予防対策
 ・パンフレットの配布、広報誌やラジオ等の広報により食中毒予防啓発を実施し
た。
 ・食品等事業者への講習会の開催
   実施回数   488回
   参加者数  13976人
 
○食中毒発生時対策
 ・食中毒発生時、保健所及び衛生研究所が連携し、迅速に調査及び検査を行い、事
件処理及び再発防止指導を実施した。
   食中毒事件数     9件
   食中毒事件患者数  136件

− 10,211 B
各保健所と衛生研究所が連携して、迅速に調査及び検査を実施
した。

【課題】
 飲食店等を中心に、県内では依然として食中毒の発生が認められ
る。
 近年では、全国的に、従来から多発していたノロウイルスやカン
ピロバクターに加え、ウェルシュ菌等による食中毒事件も見られ
る。また、昨年度は県内で植物自然毒による食中毒が多数発生し
た。これらの食中毒を中心に、原因の究明及び予防啓発を図る必要
がある。
【対応策】
 食中毒の際、患者便の検査とともに食品の検査を実施することで
感染原因を究明し、予防啓発を行う。

○食中毒発生予防対策
・パンフレット等の広報媒体を活用して、分かりやすい情
報や普及啓発に努める。
・食品等事業者への講習会の開催
 
○食中毒発生時対策
・疫学調査及び患者検便等の試験検査を実施する。
・調査の結果から、原因を究明し、事件処理及び再発防止
指導を実施する。

11,112 設定なし 食品安全課

○腸管出血性大腸菌（O１５７）等感染症の早期探知
のためのデータベース化と関係機関への情報提供

Ｏ１５７等感染症に
係る疫学的原因究明
事業

１ O157等腸管出血性大腸菌感染症発生動向の監視(通年)
2 患者情報（積極的疫学調査結果）及び分離菌の病原体情
報の積極的収集(患者発生時)
3 患者情報と病原体情報を併せた疫学情報解析(患者発生時)
4 保健所への解析情報の還元及び関係機関への情報提供(随
時)
5 集団患者発生時の極的疫学調査支援(集団事例発生時)
6 保健所等担当者向けの事業説明会及び報告会の開催

4,391

保健所への解
析情報の還元
及び関係機関
への情報提供
(回数)

5

１．感染症の発生を監視し、O157等腸管出血性大腸菌感染症の患者及び保菌者につい
て、188例の情報を収集した。
2 患者、保菌者及び接触者を対象として収集した疫学情報447件をデータベース化し
た。
3 患者及び保菌者から検出された腸管出血性大腸菌118株を対象に遺伝子解析を行
い、その情報をデータベース上で疫学情報と統合した。
4 疫学情報と大腸菌の遺伝子解析情報により構築したデーターベースから疫学的関連
性を検討し、保健所へ情報還元を行った(6回)。
5 複数の自治体が関連する広域食中毒の発生が疑われる場合などに行われる国からの
照会に対しては、患者の疫学情報を速やかに食品安全課へ提供した(9回)。
6 事業説明を2回、報告会を1回開催した。

6 4,039 A

疫学情報の収集に努め、データベースを更新、監視体制を維持
した。県内で発生した食中毒について、大腸菌の遺伝子解析結
果から遺伝子型が同一の大腸菌であることが確認された。ま
た、保健所及び食品安全課へ適宜情報提供を行い、指標の数値
目標を上回った。
新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い実施が困難となってい
た事業説明はオンラインで2回、事業報告会は1回開催すること
ができた。報告会では保健所の職員も多数参加し、県内食中毒
事例を取り上げ、該当保健所の担当者・国立感染症研究所の専
門家を交え、事業の重要性の認識を高めることができた。

【課題】
人事異動により、感染症担当者、食品衛生担当者の事業に対する理
解が低下してしまう。当所での監視体制は維持できたとしても、円
滑な連携の欠如から生じる解析結果の精度低下が危惧される。

【対応策】
引き続き事業説明会及び報告会を通じて、事業目的・各課所の役
割・解析結果の活用について保健所担当者の理解を促し、円滑な事
業の運営に繋げたい。

１ O157等腸管出血性大腸菌感染症発生動向の監視(通年)
2 患者情報（積極的疫学調査結果）及び分離菌の病原体
情報の積極的収集(患者発生時)
3 患者情報と病原体情報を併せた疫学情報解析(患者発生
時)
4 保健所への解析情報の還元及び関係機関への情報提供
(随時)
5 集団患者発生時の極的疫学調査支援(集団事例発生時)
6 保健所等担当者向けの事業説明会及び報告会の開催

5,160 5 衛生研究所

(ｲ)
協同組合との連携により、生活物資の調達体制
の確立を推進します。

（５）食品等の安全性の確保

ウ 災害時における生活物資等の確保

（続き）
イ 生活物資の安定供給

ア 総合的な安全対策の推進

全ての消費者が安心して豊かな食生活を送るこ
とができるよう、保健所や衛生研究所などの監
視指導、検査体制及び情報提供機能を充実する
とともに、県産農産物等への放射性物資の影響
調査を実施することにより、食に対する不安を
取り除くための対策を推進します。

(ｳ)



資料３　埼玉県消費生活基本計画の推進状況 6ページ

第７期埼玉県消費生活基本計画 令和６年度計画

(小)
指標 担当課所(中)

取組内容(細)
R5年度事業実績事業名 自己評価理由

R5指標
実績値

決算額
（千円）

課題と対応策R5事業計画
R5予算額
（千円）

R5目標値 R6事業計画
R6予算額
（千円）

R6目標値
施策の柱(大)

取組 自己評価

自己評価 Ａ：計画した取組について高い水準で実施した Ｂ：計画した取組について適切に実施した Ｃ：計画した取組について達成水準を下回り適切に実施できなかった

第７期埼玉県消費生活基本計画 令和５年度実績及び自己評価 結果一覧（令和５年度末現在）

(ｳ)

全ての消費者が安心して豊かな食生活を送るこ
とができるよう、保健所や衛生研究所などの監
視指導、検査体制及び情報提供機能を充実する
とともに、県産農産物等への放射性物資の影響
調査を実施することにより、食に対する不安を
取り除くための対策を推進します。
（続き）

○放射性物質の県産農産物等への影響調査の実施

原発事故に係る農畜
産物影響調査事業(安
全安心農産物確保対
策推進事業)

放射性物質の県産農産物等への影響を調査し、安全性を確認
する。
調査結果については、四半期毎に農産物安全課が取りまと
め、県ホームページで公表する。ただし、基準値超過が確認
された場合は、判明後速やかに公表する。

5,758 調査検体数 100検体
東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴う放射性物質の県産農産物等への影響を確
認するため、３９品目、７８検体の県産農産物等について調査を行った。
調査の結果、全ての検体において、基準値を超過するものはなかった。

78 1,601 B
収穫時期を迎えた品目を対象とした県産農産物等への放射性物
質の影響調査、判明した調査結果の公表（県ホームページ）と
いった取組を概ね計画通り実施したため。

【課題】
東京電力福島第一原子力発電所の事故から１０年以上が経過し、一
部の品目を除いて放射性物質は検出されない状況にあることから、
本調査の今後の方向性を定める必要がある。

【対応策】
今後の調査方針については、市町村・農林振興センター・農協等に
対し、意見照会・要望調査を行った上で決定する。

放射性物質の県産農産物等への影響を調査し、安全性を確
認する。
調査結果については、四半期毎に農産物安全課が取りまと
め、県ホームページで公表する。ただし、基準値超過が確
認された場合は、判明後速やかに公表する。

5,346 ６２検体 農産物安全課

(ｴ)

化学物資による環境リスクの低減を図るため、
化学物質の適正管理及び環境コミュニケーショ
ンの普及を促進し、環境中への化学物質の排出
抑制を推進します。

○県民と事業者との環境コミュニケーションを促進
するための支援

化学物質総合対策推
進事業

１ 正確でわかりやすい情報の提供
 ・化学物質取扱量、排出量等の集計・公表
 ・啓発パンフレットの作成
２ 環境コミュニケーションの支援
 ・環境コミュニケーションの開催
 ・環境コミュニケーション研修会の開催
３ 化学物質の適正管理・排出抑制
 ・化学物質対策セミナーの開催
 ・多量排出事業者重点指導
４ 化学物質による環境影響等の調査研究
 ・工業団地等周辺環境調査
 ・化学物質環境実態調査

12,845
事業者向け研
修会の開催
（回数）

2

１ 正確でわかりやすい情報の提供
 ・化学物質取扱量、排出量等の集計・公表（令和5年4月）
２ 環境コミュニケーションの支援
 ・環境コミュニケーションの開催（9事業所）
 ・環境コミュニケーション研修会の開催（令和6年2月、12事業所17人 対面開催）
３ 化学物質の適正管理・排出抑制
 ・化学物質対策セミナーの開催（令和5年11月 ハイブリッド形式（対面及びWEB）
592名参加 ）
 ・多量排出事業者重点指導（令和5年11月 146事業所へ通知）
４ 化学物質による環境影響等の調査研究
 ・工業団地等周辺環境調査（2工業団地×年4回）
 ・化学物質環境実態調査（大気1か所、水質3か所×年1回）

2 10,717 B

化学物質対策セミナーでは対面及びWEBのハイブリッド形式
で開催した。
環境コミュニケーション研修会についても対面で1回開催し
た。
計2回の事業者向け研修会を開催し、目標値を達成した。

特になし

１ 正確でわかりやすい情報の提供
 ・化学物質取扱量、排出量等の集計・公表
 ・啓発パンフレットの作成
２ 環境コミュニケーションの支援
 ・環境コミュニケーションの開催
 ・環境コミュニケーション研修会の開催
３ 化学物質の適正管理・排出抑制
 ・化学物質対策セミナーの開催
 ・多量排出事業者重点指導
４ 化学物質による環境影響等の調査研究
 ・工業団地等周辺環境調査
 ・化学物質環境実態調査

8,937 2 大気環境課

イ 検査・監視体制の充実 (ｱ)
食品等事業者や輸入食品の取扱施設等に対する
監視指導を実施するとともに、輸入食品の残留
農薬、指定外添加物等の検査を行います。

○輸入食品の違反食品、不良食品の監視指導の実施
彩の国食の安全・安
心確保対策事業（輸
入食品）

○ 令和５年度埼玉県食品衛生監視指導計画に基づいた輸入
食品検査の実施
 ○ 輸入食品検査数 100検体
    ・微生物検査  10検体
    ・残留農薬検査  30検体
    ・食品添加物 30検体
    ・動物用医薬品検査 30検体

23,201
食品検査の実
施率(%)

100

○ 輸入食品検査数     110検体
 ・微生物検査        10検体
 ・残留農薬検査         30検体
 ・食品添加物        39検体
 ・動物用医薬品検査       31検体

100 19,497 B
各保健所、衛生研究所及び食肉衛生検査センターと連携して、
適切に試験検査を実施した。

【課題】
 効率的及び効果的に検査検体を選定する必要がある。

【対応策】
 全国で実施している輸入食品検査の状況も踏まえ、検体を選定
し、検査を実施する。

○ 令和６年度埼玉県食品衛生監視指導計画に基づいた輸
入食品検査の実施
 ○ 輸入食品検査数     100検体
    ・微生物検査       10検体
    ・残留農薬検査      30検体
    ・食品添加物       30検体
    ・動物用医薬品検査    30検体

24,041 100 食品安全課

(ｲ)
農薬使用者や販売店への啓発や指導、調査を実
施し、農薬の安全かつ適正な使用、管理、販売
を確保します。

○農薬使用等に係る啓発、指導及び調査の実施 農薬安全対策事業

・危害防止運動推進のため、農薬使用者に対して、周知資料
の作成･配布等を行う。
・農薬販売業者等への立入検査や調査等を実施し、必要に応
じて指導等を行う。
・農薬適正使用アドバイザー等を育成するための認定研修会
を開催する。

5,681
農薬販売店立
入調査件数

200件

農薬販売業者及び使用者への啓発指導等により、農薬の安全使用、適切な管理及び適
切な販売の徹底を図った。

・広域防除安全対策推進 無人航空機安全対策会議（４月２６日）
・農薬危害防止運動の推進    農薬安全使用講習会（４月２６日）
・農薬販売業者に対する指導 立入件数 ２０２件
・農薬適正使用アドバイザー等の育成：
  農薬適正使用アドバイザー認定更新研修会（10月２７日）
  農薬指導マスター認定更新研修会（１月１６日）
  ゴルフ場農薬安全使用管理士認定更新研修会（１月２３日）
・住宅地等における農薬使用についてのリーフレットの作成配布（４８,０００部）

202件 4,451 B
農薬の安全かつ適正な使用について周知を図るとともに、適切
な管理及び販売を推進することで、農薬による危被害防止が図
られた。

【課題】
農薬販売業者への立入検査をした際に、農薬の取り扱いをやめてい
たケースがある。
【対応策】
農薬の取り扱い状況を郵送調査等で把握し、取り扱いをやめた事業
者には農薬販売の廃止届を提出いただく。

・危害防止運動推進のため、農薬使用者に対して、周知資
料の作成･配布等を行う。
・農薬販売業者等への立入検査や調査等を実施し、必要に
応じて指導等を行う。
・農薬適正使用アドバイザー等を育成するための認定研修
会を開催する。

5,681 200件 農産物安全課

水道用水供給事業

適切な浄水処理の実施及び水道用水の安全を確保するため、
令和５年度埼玉県営水道水質検査計画を策定し、水質検査を
実施する。
 ①定例検査：原水、浄水等の毎日検査
原水、浄水等の定期水質検査(毎月)
水源河川等の月例調査
②浄水処理に係る水質検査
③水質検査に係る調査
④水質異常等に係る現場調査

26,440

安全で良質な
水道用水の安
定供給
（適切な水質
検査の実施)

毎日・毎月

適切な浄水処理の実施及び水道用水の安全を確保するため、令和5年度埼玉県営水道水
質検査計画を策定し、水質検査を実施した。

  ①定例検査：原水、浄水等の毎日検査
                   原水、浄水等の定期水質検査(毎月)
                        水源河川等の月例調査
 ②浄水処理に係る水質検査
 ③調査業務に係る検査
 ④水質異常等に係る検査

毎日・毎月 25,535 B

令和5年度埼玉県営水道水質検査計画に基づき、適切に水質検
査を実施したため。
①定例検査（毎日検査 計8,185回、定期検査 計300回、水
源検査 計320回）
②浄水処理に係る水質検査 計3,430回
③調査業務に係る検査 調査実施数計10件
④水質異常等に係る検査 現場出動計17件

【課題】
特になし。

【対応策】
今後も計画通り実施していく。

適切な浄水処理の実施及び水道用水の安全を確保するた
め、令和6年度埼玉県営水道水質検査計画を策定し、水質
検査を実施する。
 ①定例検査：原水、浄水等の毎日検査
原水、浄水等の定期水質検査(毎月)
水源河川等の月例調査
②浄水処理に係る水質検査
③水質検査に係る調査
④水質異常等に係る現場調査

29,850 毎日・毎月
（企）
水道管理課

水道水質監視推進事
業費

 ①水道水源の水質監視
   河川水13地点
   地下水25地点
 ②研修会
   水質検査に関する研修 ２回
   浄水処理に関する研修 １回
   水道研修会      １回
 ③精度管理        １回

1,275

（１）水道水
源の監視（地
点数）
（２）研修会
の開催（回
数）
（３）精度管
理の実施（回
数）

（１）38地点
（２）4回
（３）1回

 ①水道水源の水質監視
   河川水13地点
   地下水25地点
 ②研修会
   水質検査に関する研修 ２回＊

   浄水処理及び水質検査に関する研修 １回＊

     ＊２種類の研修会を同日開催とした。
   水道研修会      １回
 ③精度管理        １回

（１）38地点
（２）4回
（３）1回

1,122 B
埼玉県水道水質管理計画に基づき、水質監視、研修及び精度管
理を実施した。

【課題】
・水質監視項目（主に農薬類）や研修内容が見直されていなかっ
た。

【対応策】
・近年の水質監視結果を参考にし、検査項目を取捨選択した。
・アンケート結果を参考にし、研修内容を変更する。

 ①水道水源の水質監視
   河川水13地点
   地下水25地点
 ②研修会
   水質検査及び浄水処理に関する研修 １回
   水道研修会      １回
 ③精度管理        １回

1,273
（１）38地点

（２）2回
（３）1回

生活衛生課

(ｱ)

養殖魚介類の衛生管理を推進するため、養殖業
者等に対する啓発・指導を推進し、持続的で安
全な養殖水産物の生産・供給体制の確保を図り
ます。

○養殖水産物生産者に対する適正な養殖管理指導及
び検査の実施

持続的養殖推進対策
事業

○養殖水産物生産者に対する適正な養殖管理指導及び検査の
実施
・養殖場の衛生管理及び水産用医薬品の使用指導
（①水産用医薬品適正使用指導等会議の開催回数：３回、②
生産者団体指導：９回）
・養殖魚の水産用医薬品残留検査の実施（１0検体）

1,233
残留医薬品検
査数

10

○養殖水産物生産者に対する適正な養殖管理指導及び検査の実施
・養殖場の衛生管理及び水産用医薬品の使用指導
（①水産用医薬品適正使用指導等会議の開催回数：３回、②生産者団体指導：９回）
・養殖魚の水産用医薬品残留検査の実施（１0検体）

10 984 B
水産用医薬品適正指導等会議開催、生産者団体指導及び養殖魚
の水産用医薬品残留検査の実施により、安全な養殖水産物の生
産・供給体制の確保が図られた。

なし

○養殖水産物生産者に対する適正な養殖管理指導及び検査
の実施
・養殖場の衛生管理及び水産用医薬品の使用指導
（①水産用医薬品適正使用指導等会議の開催回数：３回、
②生産者団体指導：９回）
・養殖魚の水産用医薬品残留検査の実施（１0検体）

1,230 10 生産振興課

安全・安心畜産パ
ワーアップ事業

ハサップ方式に準じた生産管理の手順を示した｢彩の国畜産
物生産ガイドライン」に基づく管理が優良な農場として認証
した「埼玉県優良生産管理農場」の管理水準の向上により、
安全・安心な畜産物生産の推進を図る。

現認証農場の衛生管理レベルの高位平準化

956
更新指導農場
数

20

ハサップ方式に準じた生産管理の手順を示した｢彩の国畜産物生産ガイドライン」に基
づく管理が優良な農場として認証した「埼玉県優良生産管理農場」の管理水準の向上
により、安全・安心な畜産物生産の推進を図った。

現認証農場の衛生管理レベルの高位平準化

30 443 A

・「彩の国畜産物生産ガイドライン」については県内全農家へ
の普及が完了している。
・第６期計画期間終了前に当初目標が達成されたため、令和２
年度に指標項目を変更し、計画期間終了までの２年間での更新
指導農場数とした。
令和5年度の更新実績は30場であったため、高い水準で実施で
きたと判断した。

【課題】
・今後も家畜伝染病予防法に基づく飼養衛生管理基準の遵守指導の
強化を継続していく必要がある。
【対応策】
・農家への衛生管理の遵守指導の強化。
・家畜保健衛生所を通じて、各農家へ新規認証・認証更新を推進し
ていく。

ハサップ方式に準じた生産管理の手順を示した｢彩の国畜産
物生産ガイドライン」に基づく管理が優良な農場として認
証した「埼玉県優良生産管理農場」の管理水準の向上によ
り、安全・安心な畜産物生産の推進を図る。

現認証農場の衛生管理レベルの高位平準化

899 34農場 畜産安全課

飼料安全性確保強化
対策事業

飼料の安全性を確保するため、講習会の開催、畜産農家の巡
回指導を実施するとともに、飼料の安全性検査（重金属含有
量の検査）、飼料の品質・栄養成分の検査を実施する。

１ 講習会   3回
２ 巡回指導 100戸
３ 飼料の安全性検査 30検体
４ 飼料の品質・栄養成分検査  30検体

301
飼料の安全性
検査

30検体

飼料の安全性を確保するため、講習会の開催、畜産農家の巡回指導を実施するととも
に、飼料の安全性検査（重金属含有量の検査）、飼料の品質・栄養成分の検査を実施
した。
１ 講習会     ３回
２ 巡回指導  １００戸
３ 飼料の安全性検査  ７検体
４ 飼料の品質・栄養成分検査  ２検体

7 182 B

家畜保健衛生所が畜産農家を巡回し、飼料の適正な使用につい
て確認及び指導をした。
また、病害虫防除所が飼料製造業者、販売業者に立入検査をす
るとともに、一部の飼料を収去してその栄養成分や重金属の検
査を実施した。
検査が必要と思われる事案が少なかったため、飼料の安全性検
査の回数は目標を下回ったが、巡回指導等による飼料の安全性
の確保は十分にできたと判断した。

【課題】
家畜伝染病の発生により、当初の立入計画通りに事業を実施できな
い可能性がある。

【対応策】
家畜伝染病の流行時期を避ける等、立入時期を調整し、計画を遂行
する。

飼料の安全性を確保するため、講習会の開催、畜産農家の
巡回指導を実施するとともに、飼料の安全性検査（重金属
含有量の検査）、飼料の品質・栄養成分の検査を実施す
る。
１ 講習会   3回
２ 巡回指導 100戸
３ 飼料の安全性検査 ５検体
４ 飼料の品質・栄養成分検査 ５ 検体

299 ５検体 畜産安全課

○動物用医薬品の監視及び指導の実施
動物薬事指導監督事
業

１ 要指示医薬品流通使用監督指導
・動物用医薬品使用者立入指導件数  260件
・動物用医薬品販売業者等立入指導件数 9件

２ 薬剤耐性菌検査  7株

1,100
動物用医薬品
使用者等立入
指導件数

260

１ 要指示医薬品流通使用監督指導
  ・動物用医薬品使用者立入指導件数    259件
  ・動物用医薬品販売業者等立入指導件数 25件

２ 薬剤耐性菌検査 6株

259 479 B

当初計画した立入指導件数を概ね達成し、適切に指導を実施し
た。

また、耐性菌検査は、家畜保健衛生所が実施し、その結果を迅
速に農家へフィードバックするとともにデータを集積すること
ができた。

【課題】
HPAI等の特定家畜伝染病が発生すると、職員が対応に追われ、当初
計画していた立入が実施できない。
【対応策】
HPAIのシーズン（10月〜翌年5月）に入るまでになるべく立入数を
増やす、立入計画数から月ごとの立入数を決める等、計画的に指導
を実施する様、改めて家畜保健衛生所あて周知する。

１ 要指示医薬品流通使用監督指導
・動物用医薬品使用者立入指導件数  250件
・動物用医薬品販売業者等立入指導件数 14件

２ 薬剤耐性菌検査  6株

1,164 250件 畜産安全課

エ 食品等に関する情報の提供
○食の安全・安心に関する知識の向上を図るための
啓発の実施

消費者啓発事業（食
の安心・安全）

１ 消費生活講座の開催（食）
２ 啓発情報「くらしの１１０番」の配信
３ ホームページによる情報提供
４ ホームページアクセス数
５ ツイッターの発信
６ 啓発資料の作成・配布

2,749
(うち一部)

消費生活講座
開催回数

2回

１ 消費生活講座（食）の開催          ・４回
２ 啓発情報「くらしの１１０番」の配信     ・１２回
３ ホームページによる情報提供         ・１７２件
４ ホームページアクセス数           ・２４，０８２回
５ ツイッターの発信              ・２３８回
                                                              （ツイート・リツイート数）
６ 啓発資料の作成・配布            ・１７，０１３部
＊2~6は食以外の内容を含む

4回 931 B
一般県民・教職員等に対する消費生活講座を開催したほか、
ホームページ、SNSなどによる情報提供を着実に実施した。

【課題】
参加者の拡大
【対応策】
対象者や事業効果を考慮し、最適な開催手法（対面、オンライン、
ハイブリット方式）で実施する。

１ 消費生活講座の開催（食）
２ 消費者啓発参考情報「くらしの１１０番」の配信
３ ホームページによる情報提供
４ ホームページアクセス数
５ ツイッターの発信
６ 啓発資料の作成・配布

1,238
(うち一部)

2回
消費生活支援
センター

(ｳ)

水道水の安全性を確保するため、水源の水質監
視や浄水過程及び給水の水質検査等を行うとと
もに、水質検査の技術力向上や測定精度の向上
を図り、安全・安心で良質な水道用水を供給し
ます。

消費生活講座の開催やホームページの活用等により、
食の安全・安心に関する情報や学習機会を提供しま
す。

○水質検査や水質監視の実施及び水質検査の技術力
向上

○飼料の安全性検査及び啓発・指導の実施

イ 検査・監視体制の充実
（続き）

ウ 安全・安心な食品の生産・供給

(ｲ)
畜産物の安全性を確保するため、飼料及び動物

用医薬品の適正な流通と使用を図ります。

ア 総合的な安全対策の推進
（続き）
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第７期埼玉県消費生活基本計画 令和６年度計画

(小)
指標 担当課所(中)

取組内容(細)
R5年度事業実績事業名 自己評価理由

R5指標
実績値

決算額
（千円）

課題と対応策R5事業計画
R5予算額
（千円）

R5目標値 R6事業計画
R6予算額
（千円）

R6目標値
施策の柱(大)

取組 自己評価

自己評価 Ａ：計画した取組について高い水準で実施した Ｂ：計画した取組について適切に実施した Ｃ：計画した取組について達成水準を下回り適切に実施できなかった

第７期埼玉県消費生活基本計画 令和５年度実績及び自己評価 結果一覧（令和５年度末現在）

オ リスクコミュニケーション等への参加の促
進

○食の安全県民会議の開催
食の安全・安心推進
事業（埼玉県食の安
全推進委員会）

食の安全推進委員会の開催 ３回 699
食の安全推進
委員会の開催
（回数）

3回

 【第１回推進委員会】
 ・日時：令和５年６月６日（火）（オンライン）
 ・内容：（１）食品の臨時出店に係る取扱要領の改正について
     （２）事務局３課の今年度事業について

 【第２回推進委員会】
 ・日時：令和５年１１月２４日（金）（オンライン）
 ・内容：（１）畜産物の適正価格について
     （２）その他報告事項

2回 275 B
目標の開催回数を下回ったものの、2回の開催で関係者と十分
な議論や意見交換を行い、食の安全・安心に係る施策を順調に
推進することができた。

− 食の安全推進委員会の開催 ３回 662 食品安全課

- -
- -

○ホームページ、ＳＮＳなどによる情報提供

○教育機関との連携

○啓発資料の作成・配布

○ホームページやＳＮＳなどによる情報提供

○啓発情報「くらしの１１０番」の配信

○消費生活講座の開催

○啓発資料の作成・配布

(ｱ)
介護保険などの福祉サービスに関する利用者や
家族からの相談に適切に対応する体制の充実を
図ります。

○聴覚障害者の社会参加への支援【再掲】
聴覚障害者相談員設
置事業

埼玉聴覚障害者情報センターに相談員を配置し、聴覚障害者
等の日常生活の悩みなどに対する相談窓口を設置し、地域生
活を支援する。

12,223
聴覚障害者相

談件数
なし 埼玉聴覚障害者情報センターに相談員２名を配置し、延べ2,756件の相談に対応した。 なし 12,223 B

埼玉聴覚障害者情報センターに配置した2名の相談員が、セン
ター及び県内各地で聴覚障害者等の相談に応じることで、聴覚
障害者の地域社会における自立した生活を支援することができ
た。

【課題】
相談者の高齢化への対応
【対応策】
センターで相談を受けるだけでなく、県内各地に出向いて会場を借
りての相談や相談者の自宅を訪問して相談を受けることにより対応
した。

埼玉聴覚障害者情報センターに相談員を配置し、聴覚障害
者等の日常生活の悩みなどに対する相談窓口を設置し、地
域生活を支援する。

12,223 なし
障害者福祉推
進課

(ｲ)
日本語の理解が不十分な外国人住民のために、
多言語による情報提供の充実を図ります。

○多言語による生活情報、行政情報の提供
多言語による生活情
報等提供

① ホームページ等を使った多言語情報発信の充実
・外国人住民向け県政情報のホームページの掲載
・緊急時の多言語による情報提供
② 生活情報や各種行政情報を掲載した「埼玉県外国人の生
活ガイド」の情報更新及び電子データの公開
・日本語のほか１０言語における「埼玉県外国人の生活ガイ
ド」の情報更新及び公開

2,368

「埼玉県外国
人の生活ガイ
ド」
の更新

年1回

①ホームページ等を使った多言語情報発信の充実
・ウクライナ避難民向け支援情報等、緊急時の多言語による情報提供（随時）
・外国人住民向け県政情報のホームページの掲載（随時）
②生活情報や各種行政情報を掲載した「埼玉県外国人の生活ガイド」の情報更新及び
電子データの公開
・日本語のほか10言語における「埼玉県外国人の生活ガイド」の情報更新及び公開
（年１回）
・WEBサイト翻訳サービス等を利用して閲覧できる「WEB版（日本語）」の掲載

年1回 1,257 B
・必要な情報を多言語で適切に情報発信した。
・「埼玉県外国人の生活ガイド」の更新・掲載を行った。

【課題】
外国人住民の増加・国籍の多様化にあわせた情報提供
【対応策】
外国人住民と関わりのある組織・個人への情報提供の徹底、外国人
住民に情報が適切に伝わるよう工夫した情報発信

① ホームページ等を使った多言語情報発信の充実
・外国人住民向け県政情報のホームページの掲載
・緊急時の多言語による情報提供
② 生活情報や各種行政情報を掲載した「埼玉県外国人の
生活ガイド」の情報更新及び電子データの公開
・日本語ややさしい日本語のほか１０言語における「埼玉
県外国人の生活ガイド」の情報更新及び公開

1,838 年1回 国際課

(ｳ)

年齢、性別、障害の有無等にかかわらず、誰も
が自由に活動し、生き生きと豊かに生活できる
社会の実現を目指すユニバーサルデザインの考
え方の普及、啓発を図り、実践を促します。

○ユニバーサルデザインの普及啓発
ユニバーサルデザイ
ン推進事業

１ ユニバーサルデザイン推進アドバイザーの派遣（通年）

２ ユニバーサルデザイン推進研修会の開催（１回）

３ ホームページ、パンフレット等による普及啓発（通年）

770

ユニバーサル
デザイン推進
アドバイザー
派遣受講者数

なし

・ユニバーサルデザイン推進アドバイザーの派遣
 実施回数：８回
 実施場所：県内小中学校及び高校
 延べ参加人数：432人
・ユニバーサルデザイン推進研修会の実施
 開催日：令和６年１月３０日
 参加者数：５５人
・ホームページ、パンフレット等による普及啓発（通年）

なし 242 B 例年通りかつ計画通り事業を実施することができたため

【課題】
すべての人々が暮らしやすいユニバーサルデザインのまちや製品を
つくるためには、「当事者参加」を進めることが重要で、本事業に
よる推進研修会などでその重要性を啓発しているところであり、
徐々に「当事者参加」が進められてきているが、まだ、十分とは言
えない状況である。

【対応策】
引き続き、「当事者参加」を進めるため、推進研修会やユニバーサ
ルデザイン推進アドバイザー派遣などの機会を通じて、「当事者参
加」の重要性を啓発していく。

１ ユニバーサルデザイン推進アドバイザーの派遣（通
年）

２ ユニバーサルデザイン推進研修会の開催（１回）

３ ホームページ、パンフレット等による普及啓発（通
年）

659 なし 文化振興課

- -

(ｱ)
高齢者等の消費者被害の未然防止と被害救済の
ため、市町村における福祉部門と消費生活部門
との連携を推進するための支援を行います。

○市町村の福祉部門と消費生活部門との連携強化
福祉部門と消費生活
相談窓口の連携支援

高齢者の消費者被害を防止するため、福祉部門と消費部門の
連携強化に向けたフォーラム実施する。（２回実施、参加者
数１２０人）

182

「高齢者の消
費者被害防止
フォーラム」
の開催

2回
高齢者の消費者被害を防止するため、福祉部門と消費部門の連携強化に向けたフォー
ラムを計2回実施（延べ56人参加）した。

２回 182 B

高齢者の見守り活動を実施している者に対し、消費者問題の専
門家から具体的な事例や救済方法などの情報提供を行った。ま
た併せて参加者相互に情報交換を行い、連携強化の促進に寄与
した。

【課題】
福祉部門の担当者との継続的な連携強化
【対応策】
継続的に情報交換の場を設け、地域の見守りネットワークの活動促
進を支援する。

高齢者の消費者被害を防止するため、福祉部門と消費部門
の連携強化に向けたフォーラム実施する。（委託事業、２
回実施）

519 2回 消費生活課

(ｲ)
市町村における消費生活相談窓口と要援護高齢
者等支援ネットワーク等との連携を推進するた
めの支援を行います。

○「埼玉県版高齢者の消費者トラブル見守りガイド
ブック」の配布活用

高齢者の消費者被害
防止啓発（見守りガ
イドブックの配布・
活用）

高齢者を見守る方を対象とした研修・講習会での配布し、市
町村の消費部門と福祉部門の連携を推進する。
・高齢者の消費者被害防止フォーラムでの配布
・市町村等へ提供し、地域での研修会等での配布
・消費生活講座での配布

0 なし なし

高齢者を見守る方を対象とした研修・講習会での配布し、市町村の消費部門と福祉部
門の連携を推進した。
（令和４年度は見守りハンドブックの配布ではなく、本ガイドブックの内容を網羅し
た各講座の講師作成のテキストの配布等により啓発を図った。）

なし 0 B
高齢者を見守る方を対象とした研修・講習会において講師作成
のテキストの配布等により啓発を図った

なし
高齢者を見守る方を対象とした研修・講習会において講師
作成のテキストの配布等により啓発を図る

0 なし 消費生活課

○要援護高齢者等支援ネットワークの活用

○高齢者虐待防止対策

(ｲ)

高齢者等の消費者被害の未然防止と被害救済の
ため、要援護高齢者等支援ネットワークのよう
な福祉のネットワークと連携した形で、市町村
が消費者安全確保地域協議会を設置するよう促
進します。
また、消費者安全確保地域協議会による高齢者
等の見守りが円滑に行われるように、消費者安
全確保地域協議会と消費者被害防止サポーター
との連携を推進します。

○消費者安全確保地域協議会の設置促進
消費者安全確保地域
協議会の設置支援

○高齢者の消費者被害を防止するため、福祉部門と消費部門
の連携強化に向けたフォーラム実施する。
・2回 参加者数120人
○「消費者安全確保地域協議会」の設置を推進するため、市
町村消費者行政担当課長会議において、情報提供を行い、高
齢者の見守り体制ので整備を図る。
・回数 2回

182
消費者安全確
保地域協議会

の設置数
40か所

・高齢者の消費者被害を防止するため、福祉部門と消費部門の連携強化に向けた
フォーラムを計2回実施（延べ56人参加）した。

「消費者安全確保地域協議会」の設置を推進するため、市町村消費者行政担当課長会
議において、情報提供を行い、高齢者の見守り体制の整備を図った。

38 182 B

高齢者の見守り活動を実施している者に対し、消費者問題の専
門家から具体的な事例や救済方法などの情報提供を行うととも
に、参加者相互に情報交換を行った。また、協議会設置の理解
を促進した。

【課題】
「消費者安全確保地域協議会」の設置推進

【対応策】
未設置市町村への働きかけを継続して実施し、設置を促す。

○高齢者の消費者被害を防止するため、福祉部門と消費部
門の連携強化に向けたフォーラム実施する。（2回実施）
○「消費者安全確保地域協議会」の設置を推進するため、
市町村消費者行政担当課長会議において、情報提供を行
い、高齢者の見守り体制ので整備を図る。

519 41 消費生活課

ウ 各種団体との連携 ○情報交換会等の実施
埼玉県・適格消費者
団体連絡協議会の開
催等

連絡協議会を２回開催する。 0 なし なし

【適格消費者団体との連絡協議会】
令和5年10月16日及び令和6年２月6日の計２回開催した。
【県生活協同組合連合会との連絡協議会】
令和５年7月27日及び令和6年2月14日の計２回開催した。

なし 0 B
各団体の消費者行政に関する要望や現状における取組に対し、
県の考えを示す場や情報共有する機会を持つことで、消費者問
題の把握ができ、その解決に向けた一つのきっかけとなった。

【課題】
 適格消費者団体の活動の周知
【対応策】
 県HPのほか、県が実施する研修等の機会を通じて周知に努め
る。

適格消費者団体や県生活協同組合連合会との連絡協議会を
開催する（各２回）。

0 なし 消費生活課

- -

ア 消費者の自主的活動の促進 ○埼玉県消費生活功労者表彰の実施
消費者団体活動促進
事業費（消費者の自
主活動の促進）

埼玉県消費生活功労者表彰 １５人 116 被表彰者数 15人 埼玉県消費生活功労者表彰 １５人 15人 116 B
各消費者団体等の活動に対し表彰を行うことにより、消費者団
体の活動の活性化が図られた。

【課題】
団体の構成員の減少、固定化
【対応策】
団体の活動の周知の機会を増加する。HPでの広報に加え、団体構
成員へのお知らせを従来の郵送による送付に加えメール等を活用
し、広報回数の増加を図ることにより、構成員の意欲の高まりや新
たな構成員の加入につなげる。

埼玉県消費生活功労者表彰 １５人 110 15人 消費生活課

イ 消費者団体の交流・連携の促進 ○消費者団体の交流・連携を通じた活動の活性化
消費者団体活動促進
事業（消費者団体の
交流・連携の促進）

補助金交付予定額：４００千円 400
消費者大会の
実施

1回 補助金交付決定額：４００千円 １回 400 B
消費者大会の開催に対する支援を行ったことにより、消費者団
体の交流・連携の促進に寄与した。

【課題】
参加団体の減少、参加者の固定化
【対応策】
県内の消費者団体に広く声掛けをし、参加者増につなげる。

補助金交付予定額：４００千円 400 １回 消費生活課

なし

（３）消費者の組織活動の促進

自立した消費者を育成するため、消費者団体が消費生
活の安定及び向上を図るために行う健全かつ自主的な
組織活動を支援します。

消費者市民社会の実現に向けて、県内消費者団体の交
流や連携を促進します。

１ １８歳成人に備えて学ぶ消費生活講座の開催
２ 啓発情報「くらしの１１０番」の配信
３ ホームページによる情報提供
４ ホームページアクセス数
５ ツイッターの発信
６ 若者向けリーフレットの作成・配布
７ 教育ツール「ホントに分かる！消費生活」の配信

4,895
(うち一部)

61

１８歳成人に
備えて学ぶ消
費生活講座開
催回数

ア 福祉部門と消費生活部門の連携による高齢
者等の見守り

イ 市町村の要援護高齢者等支援ネットワーク
と消費者安全確保地域協議会の活用

(ｱ)
市町村の要援護高齢者等支援ネットワークを活
用しながら、関係機関との連携による高齢者等
の見守りの充実を図ります。

ア 若年者への普及啓発
成年年齢引下げに伴い、若年者の消費者トラブルを防
ぐため、ホームページやＳＮＳなどの媒体を活用して
情報提供するとともに、教育機関等と連携します。

イ 高齢者への普及啓発

高齢者の消費者被害を未然に防止するため、ホーム
ページやＳＮＳなどの媒体を活用して、消費者トラブ
ルに関する情報を適時に提供するほか、消費生活に関
する知識等を習得するための啓発講座を開催するなど
普及啓発に努めます。

若年者への普及啓発

ウ 障害者、外国人、災害弱者等への普及啓発

消費生活支援
センター

（２）高齢者等に対する地域の見守り力の向上

地域に密着した活動をしている消費者団体・消費生活
協同組合や事業者など各種団体との連携を推進しま
す。

消費生活支援
センター

１ 消費生活講座の開催（中高年、上級）
２ 消費者啓発参考情報「くらしの１１０番」の配信
３ ホームページによる情報提供
４ ホームページアクセス数
５ ツイッターの発信
６ 啓発資料の作成・配布

1,238
(うち一部)

消費生活講座
(中高年、上
級)
開催回数

地域包括ケア
課

・市町村におけるネットワーク活動状況調査の実施
・要援護高齢者等支援ネットワーク会議の開催

2,378

１ 消費生活講座の開催（中高年、上級）
２ 啓発情報「くらしの１１０番」の配信
３ ホームページによる情報提供
４ ホームページアクセス数
５ ツイッターの発信
６ 啓発資料の作成・配布

2,749
(うち一部)

【課題】
参加者の拡大
【対応策】
対象者や事業効果を考慮し、最適な開催手法（対面、オンライン、
ハイブリット方式）で実施する。

食の安全・安心の確保に向けた議論と相互理解を目的
として、食品等の生産から消費に至る関係者による
「食の安全県民会議」を設置して、施策の実現を図り
ます。

３ 消費者被害の未然防止
（１）ぜい弱な消費者等への普及啓発

消費者啓発事業

１ 消費生活講座の開催（中高年）        ・６２回
  消費生活講座の開催（上級）         ・２５回
２ 啓発情報「くらしの１１０番」の配信     ・１２回
３ ホームページによる情報提供         ・１７２件
４ ホームページアクセス数           ・２４，０８２回
５ ツイッターの発信              ・２３８回
                                                                     （ツイート・リツイート数）
６ 啓発資料の作成・配布            ・１７，０１３部
＊2~6は高齢者向け以外の内容を含む

・中高年 62回
・上級 25回

20 B
市町村におけるネットワーク活動状況調査の実施や、要援護高
齢者等支援ネットワーク会議の開催を適切に行うことができた
ため。

ーなし

１ １８歳成人に備えて学ぶ消費生活講座の開催    ・６４回
２ 啓発情報「くらしの１１０番」の配信       ・１２回
３ ホームページによる情報提供             ・１7２件
４ ホームページアクセス数             ・２４，０8２回
５ ツイッターの発信                  ・２3８回
                                                                    （ツイート・リツイート数）
６ 若者向けリーフレットの作成・配布        ・１２４，０００部
７ 教育ツール「ホントに分かる！消費生活」の配信  ・２回
＊2~5は若年者向け以外の内容を含む

64回 1,627

931
(うち一部)

B
中高年層、民生委員等の高齢者を見守る人を対象とした消費生
活講座を開催したほか、ホームページ、ＳＮＳなどによる情報
提供を着実に実施した。

【課題】
参加者の拡大
【対応策】
対象者や事業効果を考慮し、最適な開催手法（対面、オンライン、
ハイブリット方式）で実施する。

・中高年 49回
・上級 14回

１ １８歳成人に備えて学ぶ消費生活講座の開催
２ 消費者啓発参考情報「くらしの１１０番」の配信
３ ホームページによる情報提供
４ ホームページアクセス数
５ ツイッターの発信
６ 若者向けリーフレットの作成・配布
７ 教育ツール「ホントに分かる！消費生活」の配信
８ 教員研修への講師派遣

5,659
（うち一部）

・市町村におけるネットワーク活動状況調査の実施
・要援護高齢者等支援ネットワーク会議の開催

20

60回

・中高年 50回
・上級 15回

なし
高齢者虐待対策事業
費

B
１８歳成年に対応した消費生活講座を開催したほか、リーフ
レットの作成・配布、教育ツールの配信等を着実に実施した。

・市町村におけるネットワーク活動状況調査の実施
 6月に調査を実施し、9月にとりまとめを市町村へ送付した。
・要援護高齢者等支援ネットワーク会議の開催
 11月30日にオンラインで実施し、154名が参加した

なし
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第７期埼玉県消費生活基本計画 令和６年度計画

(小)
指標 担当課所(中)

取組内容(細)
R5年度事業実績事業名 自己評価理由

R5指標
実績値

決算額
（千円）

課題と対応策R5事業計画
R5予算額
（千円）

R5目標値 R6事業計画
R6予算額
（千円）

R6目標値
施策の柱(大)

取組 自己評価

自己評価 Ａ：計画した取組について高い水準で実施した Ｂ：計画した取組について適切に実施した Ｃ：計画した取組について達成水準を下回り適切に実施できなかった

第７期埼玉県消費生活基本計画 令和５年度実績及び自己評価 結果一覧（令和５年度末現在）

○ＮＰＯ法人の設立促進

○埼玉県ＮＰＯ情報ステーションの運営

○地域の共助社会づくりの担い手支援

- -

○消費生活審議会の開催
消費生活審議会の開
催

審議内容等
・消費者行政の取組について
・埼玉県消費生活基本計画の進捗状況について（報告）

苦情処理部会の開催（随時）

802
消費生活審議
会の開催（回
数）

2回

審議内容等
・消費生活審議会のオンライン対応等（審議）
・事業者処分の状況（報告）
・県内の消費生活相談の状況（報告）
・埼玉県消費生活基本計画の進捗状況について（報告）

2回 802 B
計画通り２回の審議会を開催し、審議会のオンライン対応のほ
か、報告事項等について活発な議論がなされた。

−
消費生活審議会の開催（２回）
・消費者行政の取組について
・埼玉県消費生活基本計画の進捗状況について（報告）

752 ２回 消費生活課

○食の安全県民会議の開催【再掲】
食の安全・安心推進
事業（埼玉県食の安
全推進委員会）

食の安全推進委員会の開催 ３回 699
食の安全推進
委員会の開催

（回数）
3回

 【第１回推進委員会】
 ・日時：令和５年６月６日（火）（オンライン）
 ・内容：（１）食品の臨時出店に係る取扱要領の改正について
     （２）事務局３課の今年度事業について

 【第２回推進委員会】
 ・日時：令和５年１１月２４日（金）（オンライン）
 ・内容：（１）畜産物の適正価格について
     （２）その他報告事項

2回 275 B
目標の開催回数を下回ったものの、2回の開催で関係者と十分
な議論や意見交換を行い、食の安全・安心に係る施策を順調に
推進することができた。

− 食の安全推進委員会の開催 ３回 662 3回 食品安全課

イ 消費者と事業者等の交流促進 ○食の安全県民会議の開催【再掲】
食の安全・安心推進
事業（埼玉県食の安
全推進委員会）

食の安全推進委員会の開催 ３回 699
食の安全推進
委員会の開催

（回数）
3回

 【第１回推進委員会】
 ・日時：令和５年６月６日（火）（オンライン）
 ・内容：（１）食品の臨時出店に係る取扱要領の改正について
     （２）事務局３課の今年度事業について

 【第２回推進委員会】
 ・日時：令和５年１１月２４日（金）（オンライン）
 ・内容：（１）畜産物の適正価格について
     （２）その他報告事項

2回 275 B
目標の開催回数を下回ったものの、2回の開催で関係者と十分
な議論や意見交換を行い、食の安全・安心に係る施策を順調に
推進することができた。

− 食の安全推進委員会の開催 ３回 662 3回 食品安全課

- -
- -

学校の授業等での実
践・指導

高等学校の家庭科、公民科等の授業において、消費生活の現
状と課題、消費行動における意思決定や契約の重要性、消費
者保護の仕組みなどについて理解させるとともに、生涯を見
通した生活における経済の管理や計画の重要性について認識
させ、消費者教育を推進する。

0
高等学校にお
ける消費者教
育の推進校数

137校
高等学校の家庭科、公民科等の授業において、消費者問題や消費者の権利と責任など
について理解させるとともに、現代の消費生活の課題について認識させ、消費者教育
を推進した。

137校 0 B
令和５年度は、県立高校の教員を対象とした教育課程研究協議
会や教員研修会において、消費者教育の充実を図った。

【課題】各校の実状に応じた消費者教育の実践及び自立した消費者
の育成が必要である。
【対応策】教員研修等、消費者教育の充実に向け、取り組む。

高等学校の家庭科、公民科等の授業において、消費生活の
現状と課題、消費行動における意思決定や契約の重要性、
消費者保護の仕組みなどについて理解させるとともに、生
涯を見通した生活における経済の管理や計画の重要性につ
いて認識させ、消費者教育を推進する。

0 １３７校
高校教育指導
課

学校の授業等での実
践・指導

・消費者教育研究協議会へ参加し、学校における消費者教育
の取組について、情報提供や資料提供をするとともに、高校
や関係機関と情報交換を行い、連携して消費者教育を進め
る。
・埼玉県教職員等消費者教育セミナーの開催を市町村教育委
員会、各学校に周知し、参加を働きかける。
・市町村教育委員会指導事務主管課長等連絡協議会の家庭
科、技術・家庭科分科会において、消費者教育に関する指導
事例を提供する。
・消費者教育充実のための外部指導者による講座等の開催を
各学校に働きかける。

0 なし なし

・市町村教育委員会指導事務主管課長等連絡協議会の家庭、技術・家庭科分科会（４
月、９月、１月）において、消費者教育について情報提供を行った。
・埼玉県教職員等消費者教育セミナーの開催を各学校に周知し、小学校８名、中学校
９３名の参加があった。
・消費者教育研究協議において、学校における消費者教育の取組について、情報交換
を行った。
・消費者教育の充実のための外部指導者の派遣事業を市町村教育委員会に周知し、小
学校４校（７講義）、中学校２０校（２０講義）の実施があった。

なし なし B
市町村教育委員会指導事務主管課長等連絡協議会や埼玉県教職
員等消費者教育セミナーなど様々な会議において、消費者教育
の推進を図ることができたため。

【課題】
 小・中学校等における消費者教育の更なる充実

【対応策】
市町村教育委員会指導事務主管課長等連絡協議会や埼玉県教職員等
消費者教育セミナーなど様々な会議において、消費者教育の指導事
例等を周知していく。

・消費者教育研究協議会へ参加し、学校における消費者教
育の取組について、情報提供や資料提供をするとともに、
高校や関係機関と連携して消費者教育を進める。
・埼玉県教職員等消費者教育セミナーの開催を市町村教育
委員会、各学校に周知し、参加を呼びかける。
・市町村教育委員会指導事務主管課長等連絡協議会の家庭
科、技術・家庭科分科会において、消費者教育に関する指
導事例を提供する。
・消費者教育充実のための外部指導者による講座等の開催
を各学校に働きかける。

なし なし
義務教育指導
課

○教員研修や学校への講師派遣

○学校教育との連携

ウ 家庭における消費者教育や自主学習の支援 ○ホームページやＳＮＳなどによる情報提供
ホームページ、SNS
などによる情報提供

各媒体を利用した情報発信を行う。
・ホームページ、ＳＮＳなどによる情報提供
・消費者啓発参考情報「くらしの１１０番」の配信（市町村
宛て・電子媒体）
・消費者教育ツール「ホントにわかる！消費生活」の掲
（ホームページ）
（情報の内容）多発相談事例とその対処方法、商品事故防止
関連（最新の製品事故や正しい使用方法等）、消費生活講座
や講演会の開催 他

2,749
（うち一部）

消費者啓発参
考情報

「くらしの１
１０番」の配

信

12回

各媒体を利用した情報発信を行った。
 ・ホームページ  アクセス数 ２４，０８２回
 ・ツイッター   ツイート・リツイート数 ２３８件
 ・消費者啓発参考情報「くらしの１１０番」
    （市町村宛て・電子媒体）  配信数 １２回
 ・消費者教育ツール「ホントにわかる！消費生活」（ホームページ掲載）
  掲載数 ２回
 （情報の内容例）多発相談事例とその対処方法、商品事故防止関連
  （最新の製品事故や正しい使用方法等）、消費生活講座や講演会の開催他

12回
931

（うち一部）
B

県民が情報に触れる機会を増やすため、複数の媒体を有効に活
用して情報発信を行った。併せて住民に身近な市町村に向けて
も啓発情報を提供して活用を促すなど効果的に広報活動を行っ
た。

【課題】
 高齢化の進展や成年年齢の引下げを契機として、これらの年代の
消費者トラブルが増加する懸念がある。
【対応策】
 年齢や属性に合わせた情報を効果的に発信する。

各媒体を利用した情報発信を行う。
・ホームページ、ＳＮＳなどによる情報提供
・消費者啓発参考情報「くらしの１１０番」の配信（市町
村宛て・電子媒体）
・消費者教育ツール「ホントにわかる！消費生活」の掲載
（ホームページ）

1,238
（うち一部）

12回
消費生活支援
センター

生きがい大学、公民
館、自治会等におけ
る消費生活講座の支
援

高齢者等の消費者トラブルを防止するため、自治会等の要望
に応じて県政出前講座を実施する。

0 なし なし
高齢者等の消費者トラブルを防止するため、自治会等に出向いて実施する県政出前講
座を設けた。

なし 0 B
県政出前講座を実施し、高齢者に対し、最近の悪質商法の手口
や消費生活相談状況等の情報提供を行うことができた。

【課題】
 消費生活支援センターが実施する消費生活講座とのすみ分け
【対応策】
 R６年度以降は、消費生活講座の活用へ移行する。

高齢者等の消費者トラブルを防止するため、消費生活支援
センターの消費生活講座を活用する。

0 なし 消費生活課

消費者啓発事業
１ 中高年向け講座
２ 講演会

2,749
(うち一部)

消費生活講座
開催回数

60回
１ 中高年向け講座     ６２回
２ 講演会          ５回

67回
931

（うち一部）
B

高齢者の消費者被害防止等につながるテーマを選定して講座を
開催した。

【課題】
ＤＸ化の進展に伴い、ネットリテラシーやキャッシュレス決済な
ど、新たな課題に対する講座の要望も増加している。
【対応策】
関係機関とも連携し、新たなニーズに合わせた講師の開拓や実施方
法を検討する。

１ 中高年向け講座
２ 講演会

1,238
（うち一部）

60回
消費生活支援
センター

○ホームページ、ＳＮＳなどによる情報提供【再
掲】

ホームページ、SNS
などによる情報提供

各媒体を利用した情報発信を行う。
 ・ホームページ、ＳＮＳなどによる情報提供
 ・消費者啓発参考情報「くらしの１１０番」の配信（市町
村宛て・電子媒体）
 ・消費者教育ツール「ホントにわかる！消費生活」の掲載
（ホームページ）
（情報の内容）多発相談事例とその対処方法、商品事故防止
関連（最新の製品事故や正しい使用方法等）、消費生活講座
や講演会の開催 他

2,749
(うち一部)

消費者啓発参
考情報

「くらしの１
１０番」の配

信

12回

各媒体を利用した情報発信を行った。
 ・ホームページ  アクセス数 ２４，０８２回
 ・ツイッター   ツイート・リツイート数 ２３８件
 ・消費者啓発参考情報「くらしの１１０番」（市町村宛て・電子媒体）
  配信数 １２回
（情報の内容例）多発相談事例とその対処方法、商品事故防止関連（最新の製品事故
や正しい使用方法等）、消費生活講座や講演会の開催 他

12回
931

（うち一部）
B

高齢者が情報に触れる機会を増やすため、複数の媒体を有効に
活用して情報発信を行った。併せて住民に身近な市町村に向け
ても啓発情報を提供して活用を促すなど効果的に広報活動を
行った。

【課題】
 契約・支払い手法の多様化・複雑化等により、高齢者の消費者ト
ラブルが一層増加する懸念がある。
【対応策】
 参加しやすい講座の実施、理解しやすい情報発信等を行う。

各媒体を利用した情報発信を行う。
・ホームページ、ＳＮＳなどによる情報提供
・消費者啓発参考情報「くらしの１１０番」の配信（市町
村宛て・電子媒体）

1,238
（うち一部）

12回
消費生活支援
センター

○啓発資料の作成・配布【再掲】
啓発資料の作成・配
布

啓発資料の作成・配布（一般向け）
・１１，０００部

2,749
(うち一部)

作成・配布部
数

11,000
啓発資料の作成・配布
２５種類 １７，０１３部
＊一般向け資料（多くが高齢者兼用）

17,013部
931

（うち一部）
B

講座での配布のほか、他機関主催のイベントにも積極的に参画
し、高齢者に配布することができた。

【課題】
より多くの高齢者に効果的に情報を届ける必要がある。
【対応策】
従来の紙ベースの啓発資料に合わせ、電子媒体の活用を検討する。

啓発資料の作成・配布（一般向け）
１１，０００部

1,238
（うち一部）

11,000部
消費生活支援
センター

○要援護高齢者等支援ネットワークとの連携
要援護高齢者等支援
ネットワークとの連
携

高齢者の消費者被害を防止するため、福祉部門と消費部門の
連携強化に向けたフォーラム実施する。
・2回 参加者数120人

182

「高齢者の消
費者被害防止
フォーラム」
の開催

2回

消費者教育研究協議会
○１回開催 令和６年３月１２日（オンライン）
・消費生活支援センター及び金融広報委員会の取組について
・学校における消費者教育の現状と今後の方向性について
・金融教育研究校の計画、成果報告

1回
931

（うち一部）
B 研究校の成果報告を実施し、積極的な意見交換ができた。

【課題】
関係部局間の緊密な連携が必要である。
【対応策】
会議を有効活用し、情報の共有化と連携をより強化する。

消費者教育研究協議会 １回開催
議題等
・消費生活支援センター及び金融広報委員会の取組につい
て
・学校における消費者教育の現状と今後の方向性について
・金融教育研究校の計画、成果報告

1,238
（うち一部）

1回
消費生活支援
センター

なし

４ 消費者教育の推進

（４）消費者意見の反映

ア 消費者の意見の県政への反映

消費生活に関連する施策に関して消費者の意見が県政
に反映されるよう、消費生活審議会を開催します。
また、消費者、生産者、加工・流通業者等の広範な県
民で構成される「食の安全県民会議」を開催します。

食の安全・安心確保に向けた議論と相互理解の場とし
て、消費者、農業生産者、食品加工・流通業者、学識
経験者などで構成する「食の安全県民会議」を開催し
ます。

県民がＮＰＯ活動等に参加しやすいよう、情報提供、
相談対応、設立や運営支援、ネットワークづくりなど
を進めます。

ウ ＮＰＯ・ボランティアに対する活動促進・
情報提供

共助社会づく
り課

消費生活課

家庭でできるトラブル対策や事故防止を促すため、家
庭での消費者教育や自主学習に役立つ情報及び製品安
全事故情報を迅速に提供します。
また、事故情報等を活かした安全教育を推進します。

（１）ライフステージに応じた消費者教育の推進

ア 学習指導要領に基づく消費者教育の推進
小・中・高等学校の各学年・教科等における、子供の
発達段階や特性に応じた消費者教育の推進を図りま
す。

イ 成年年齢引下げを見据えた消費者教育の推
進

成年年齢引下げに伴い、若年者の消費者トラブルを防
ぐため、教員や生徒への支援を行います。

○消費生活講座の開催支援等

2,265 B
NPO法人の設立認証等に係る相談に適切に対応した。
県の事業や共助のイベント、民間の助成金などの情報発信を行
い、共助の担い手の支援や地域の協働を促進した。

【課題】
アクセス件数について昨年度比で減少している。

【対応策】
ＮＰＯへ提供できる情報収集を常に行い、県からの情報発信件数を
増やすことで、引き続きNPO法人等共助の担い手にとって、より利
便性の高い情報収集・発信の場を提供する。

成年年齢引下げを見
据えた消費者教育の
推進

・消費者教育研究協議会及び消費者教育連携会議を開催し、消費者教育の在り方につ
いて教職員とともに情報交換及び意見交換会を実施 （消費生活支援センターが実
施）
 消費者教育連携会議  １回
 消費者教育研究協議会 １回
・教職員等を対象とした教職員等消費者教育セミナーを実施（主催企画）
 １５回 ２９４人受講
・教職員研修等への講師派遣 ２回 ２２７人受講

なし 4,895 B
消費者教育の在り方についての情報交換に加え、教職員を対象
とした研修、学校への
講師派遣等を適正に実施した。

【課題】
・教職員等を対象とした消費者教育セミナーへの参加者拡大及び教
職員研修への講師派遣数の拡大
【対応策】
・成年年齢引き下げに伴う消費者被害の現状や課題その対処法等に
ついて、教育局と共有し、その啓発の必要性の理解を促進する。

なしなし

ＮＰＯ活動普及・促
進事業

【ＮＰＯ法人認証事務】
 ＮＰＯ法人認証事務を行った。令和５年度末法人数 2,133法人
 窓口相談延べ件数 795件(地域振興センターも含む)
【ＮＰＯ情報ステーション運営事業】
1.アクセス件数（トップページのみ）
 令和5年度実績 53,163件（前年度比5,114件減少）
2.登録団体数
 令和5年度実績 2,943団体（前年度比8団体増加）
 [登録団体の内訳]
 県内NPO法人、その他の任意団体、自治会などの地域団体、大学等教育機関、企
業・商工団体、市町村・県など
3.登録団体による情報発信件数
 令和5年度実績 324件（前年度比45件増加）

なし

・消費者教育連携会議   １回
・消費者教育研究協議会 １回
・教職員等を対象とした教職員等消費者教育セミナーを実施
（主催企画）
・教職員研修等への講師派遣

4,895

3,059 なし

【ＮＰＯ法人認証事務】
地域振興センター及び本庁において、ＮＰＯ法人認証事務を
行う。
【ＮＰＯ情報ステーション運営事業】
NPO活動を促進するため、情報の収集や発信が容易にできる
総合的な双方向の情報提供システム「埼玉県ＮＰＯ情報ス
テーション」及び「埼玉県共助のポータルサイト」の運営を
行う。

○学校の授業等での実践・指導

なし

なし2,931

エ 高齢者等に対する消費者教育

高齢者の学習の場である埼玉未来大学、公民館、自治
会等において、消費生活講座の開催の充実を図りま
す。
また、県や市町村の職員、消費生活相談員が自治会等
に出向いて消費生活に関する知識を習得するための啓
発講座を積極的に行います。市町村における消費生活
相談窓口と要援護高齢者等支援ネットワーク等との連
携を推進するための支援を行います。

【ＮＰＯ法人認証事務】
地域振興センター及び本庁において、ＮＰＯ法人認証事務
を行う。
【ＮＰＯ情報ステーション運営事業】
NPO活動を促進するため、情報の収集や発信が容易にでき
る総合的な双方向の情報提供システム「埼玉県ＮＰＯ情報
ステーション」及び「埼玉県共助のポータルサイト」の運
営を行う。

2,885

・消費者教育連携会議   １回
・消費者教育研究協議会 １回
・教職員等を対象とした教職員等消費者教育セミナーを実
施（主催企画）
・教職員研修等への講師派遣
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第７期埼玉県消費生活基本計画 令和６年度計画

(小)
指標 担当課所(中)

取組内容(細)
R5年度事業実績事業名 自己評価理由

R5指標
実績値

決算額
（千円）

課題と対応策R5事業計画
R5予算額
（千円）

R5目標値 R6事業計画
R6予算額
（千円）

R6目標値
施策の柱(大)

取組 自己評価

自己評価 Ａ：計画した取組について高い水準で実施した Ｂ：計画した取組について適切に実施した Ｃ：計画した取組について達成水準を下回り適切に実施できなかった

第７期埼玉県消費生活基本計画 令和５年度実績及び自己評価 結果一覧（令和５年度末現在）

エ 高齢者等に対する消費者教育
（続き）

○民生委員等向けの講座・研修
民生委員・児童委員
等向けの講座・研修

○高齢者の消費者被害を防止するため、福祉部門と消費部門
の連携強化に向けたフォーラム実施する。
・2回 参加者数120人
○民生委員や地域包括支援センター職員、介護ヘルパーなど
福祉部門の見守り担当者が消費者被害の未然防止と早期発見
に必要な視点を身に付けるため、「福祉見守り担当者講座」
を実施する
・回数 5回

182

「高齢者の消
費者被害防止
フォーラム」
の開催

2回

・高齢者の消費者被害を防止するため、福祉部門と消費部門の連携強化に向けた
フォーラムを計2回実施（延べ56人参加）した。
・民生委員や地域包括支援センター職員、介護ヘルパーなど福祉部門の見守り担当者
が消費者被害の未然防止と早期発見に必要な視点を身に付けるため、「福祉見守り担
当者講座」を実施した

２回 182 B

高齢者の見守り活動を実施している者に対し、消費者問題の専
門家から具体的な事例や救済方法などの情報提供を行った。ま
た併せて参加者相互に情報交換を行い、連携強化の促進に寄与
した。

【課題】
福祉部門の担当者との継続的な連携強化
【対応策】
継続的に情報交換の場を設け、地域の見守りネットワークの活動促
進を支援する。

高齢者の消費者被害を防止するため、福祉部門と消費部門
の連携強化に向けたフォーラムを実施する。（委託事業、
２回実施）

519 2回 消費生活課

- -

○消費者教育モデル校の選定
消費者教育モデル校
の選定

「消費者教育連携会議」や「消費者教育研究協議会」等で学
校等関係者と連携し、消費者
教育の現状や啓発の必要性等の情報交換等を進める。

4,895 なし なし
・消費者教育連携会議  １回開催
・消費者教育研究協議会 １回開催

なし 4,895 B
成年年齢引下げに伴う消費者教育を充実させるため、教育局の
取組みなどの情報交換
を進めることができた。

【課題】
消費者教育に積極的に取り組む学校の増加
【対応策】
成年年齢引き下げに伴う消費者被害の現状や課題その対処法等につ
いて、教育局と共有し、その啓発の必要性の理解を促進する。

「消費者教育連携会議」や「消費者教育研究協議会」等で
学校等関係者と連携し、消費者教育の現状や啓発の必要性
等の情報交換等を進める。

2,931 なし 消費生活課

〇「消費者教育連携会議」の開催
消費者教育連携会議
の開催

消費者教育連携会議 １回開催
 議題等
 ・令和５年度実施事業について
 ・消費者教育の取組と連携についての意見交換
  各課所の現状と課題
  成年年齢引下げに対する生徒への啓発
  消費生活講座の利用促進

2,749
(うち一部)

消費者教育連
携会議

開催回数
1

消費者教育連携会議
○１回開催 令５年９月２１日（オンライン）
・令和５年度の実施事業について
・消費者教育の取組と連携についての意見交換

1回
931

(うち一部)
B

特別支援学校との連携を強化するため、教育局特別支援教育課
の参加を実現することができた。

【課題】
関係部局間の緊密な連携が必要である。
【対応策】
会議を有効活用し、情報の共有化と連携をより強化する。

消費者教育連携会議 １回開催
 議題等
 ・令和６年度実施事業について
 ・消費者教育の取組と連携についての意見交換
 ・各課所の現状と課題
 ・消費生活講座の利用促進

１,238
(うち一部)

1回
消費生活支援
センター

○「消費者教育研究協議会」の開催
消費者教育研究協議
会の開催

消費者教育研究協議会 １回開催
議題等
・令和４年度実施事業について
・消費生活支援センター及び金融広報委員会の取組について
・学校における消費者教育の現状と今後の方向性について
・金融教育研究校の計画、成果報告

2,749
(うち一部)

消費者教育研
究協議会
開催回数

1

消費者教育研究協議会
○１回開催 令和６年３月１２日（オンライン）
・消費生活支援センター及び金融広報委員会の取組について
・学校における消費者教育の現状と今後の方向性について
・金融教育研究校の計画、成果報告

1回
931

(うち一部)
B 研究校の成果報告を実施し、積極的な意見交換ができた。

【課題】
関係部局間の緊密な連携が必要である。
【対応策】
会議を有効活用し、情報の共有化と連携をより強化する。

消費者教育研究協議会 １回開催
議題等
・消費生活支援センター及び金融広報委員会の取組につい
て
・学校における消費者教育の現状と今後の方向性について
・金融教育研究校の計画、成果報告

１,238
(うち一部)

1回
消費生活支援
センター

〇教職員等消費者教育セミナーの開催
教職員等消費者教育
セミナーの開催

教職員等消費者教育セミナー  １５回実施
【テーマ】
・ネット・スマホ
・悪質商法・金融経済・実践報告
・法・持続可能な社会
・消費者教育
・食・環境

2,749
(うち一部)

教職員等消費
者教育セミ
ナーの開催回
数

15

教員局と連携し、教員のニーズを把握の上、セミナーを企画・開催した。
教職員等消費者教育セミナー
 令和５年７月２４〜２６日、２８日、８月１日
   （以上対面開催）、８月１８日（オンライン）
 計６日間・１５回

15回
931

(うち一部)
B

・教員局と連携し、教員のニーズに即したセミナーを開催する
ことができた。
・１講座のみオンラインとしたが、円滑に実施できた。

【課題】
参加教員数の拡大
【対応策】
教育局と連携し、消費者教育の重要性を各学校に引き続き伝えてい
くこと、またハイブリット方式での開催など参加しやすい講座手法
を検討することなど

教職員等消費者教育セミナー  １５回実施
【主な内容】
・消費者力の育成強化
・金融リテラシーの向上と授業におけるポイント
・SDG's
・その他金融経済全般

１,238
(うち一部)

15回
消費生活支援
センター

〇消費者教育指導力向上講座の開催
消費者教育指導力向
上講座の開催

消費生活支援センター等の関係機関と連携した「消費者教育
指導力向上講座」を実施する。
〇教職員等消費者教育セミナー
令和５年７月２４日(月)、２５日(火)、２６日(水)、２８日
(金)、８月１日(火)
〇成年年齢引下げに関する研修会
令和５年１２月予定

0 開催回数 2

消費生活支援センター等の関係機関と連携した「消費者教育指導力向上講座」を実施
した。
〇教職員等消費者教育セミナー
令和５年７月２４日(月)、２５日(火)、２６日(水)、２８日(金)、８月１日(火)
〇成年年齢引下げに関する研修会
令和６年２月オンデマンド開催
「金融リテラシー講座〜ライフプランと資産形成〜」「国の財政について」

2 0 B

令和４年度から、年次進行で実施される高等学校学習指導要領
による教育課程の実施及び成年年齢引下げに伴い、消費生活支
援センター等の関係機関と連携することで、消費者教育指導力
向上研修会を実施することができた。

【課題】消費者教育に関する教員の指導力向上には、消費生活支援
センター等の関係機関との情報共有が必要である。

【対応策】消費者教育指導力向上講座において、関係機関と広く連
携した取組を行う。

消費生活支援センター等の関係機関と連携した「消費者教
育指導力向上講座」を実施する。
〇教職員等消費者教育セミナー
令和６年７月２２日(月)、２３日(火)、２６日(金)、８月６
日(火)、８月７日（水）
〇成年年齢引下げに関する研修会
令和６年１２月予定

0 2
高校教育指導
課

〇中学校初任者研修、高等学校初任者研修・５年経
験者研修・10年経験者研修での消費者教育講座の開
催

初任者研修、５年経
験者研修、中堅教諭
等資質向上研修での
消費者教育講座の開
催

＜高等学校初任者研修（全体）＞
 内容：消費者教育の意義と進め方
＜家庭科＞
 中学校 初任者研修・高等学校 初任者研修 ５年経験者
研修 中堅教諭等資質向上研修
  内容：家庭科授業での消費者教育について
  内容：金融・金銭教育（全国銀行協会）
＜地歴公民科＞
 高等学校 初任者研修 中堅教諭等資質向上研修
  内容：地歴公民科授業での消費者教育・主権者教育につ
いて
  内容：教科横断的な視点での授業作り（消費生活につい
て）

0
各研修で継続
的に実施

各研修で1回

＜高等学校初任者研修（全体）＞10月18日
 内容：消費者教育の意義と進め方
＜家庭科＞
 中学校 初任者研修（8月17日）
 高等学校 初任者研修（5月10日）・５年経験者研修（7月27日）・中堅教諭等資質
向上研修（8月24日）
  内容：家庭科授業での消費者教育について
  内容：金融経済教育
 中学校・高等学校の系統性を意識した家庭科授
  内容：家庭科授業での消費者教育について
＜地歴公民科＞
 高等学校 中堅教諭等資質向上研修（8月24日）
  内容：教科横断的な視点での授業作り（消費生活について）

各研修で1回 0 B
計画に沿って実施できた。学習指導要領に即した実践的な研修
を、今後も実施していきたい。

【課題】
 年次研修教科別研修における、消費者教育に関する研修時間と講
師の確保。

【対応策】
 学習指導要領を踏まえ、消費者教育の重要性を考慮した研修計画
の立案を行う。
 外部機関を積極的に活用して講師の選定を行う。教科横断的な視
点での研修を行う。

＜高等学校初任者研修（全体）＞
 内容：消費者教育の意義と進め方
＜家庭科＞
 中学校 初任者研修
 高等学校 初任者研修・５年経験者研修・中堅教諭等資
質向上研修  内容：家庭科授業での消費者教育について
  内容：金融経済教育
 中学校・高等学校の系統性を意識した家庭科授
  内容：家庭科授業での消費者教育について
＜地歴公民科＞
 高等学校 中堅教諭等資質向上研修
  内容：教科横断的な視点での授業作り（消費生活につ
いて）

0 各研修で1回
総合教育セン
ター

〇啓発情報・教材の提供
啓発情報・教材の提
供

悪質商法被害防止の若者向けリーフレット（関東甲信越ブ
ロック悪質商法被害防止共同キャンペーン）の作成・配布
１２４，０００部
・県内高校２年生
・県内国・公・私立高等学校、特別支援学校
・県内大学・短期大学・専修学校
・市町村、警察  外

1,402
作成・配布部

数
124,000部

悪質商法被害防止の若者向けリーフレット（関東甲信越ブロック悪質商法被害防止共
同キャンペーン）の作成・配布  １２４，０００部
・県内高校２年生
・県内国・公・私立高等学校、特別支援学校
・県内大学・短期大学・専修学校
・市町村、警察  外

124,000部 820 B
成年年齢引下げを受け、翌年度に１８歳を迎える県内の高校２
年生全員を対象とした啓発リーフレットの配布した。

【課題と対応策】
引き続き１８才成年を控えた若者への啓発が必要である。

悪質商法被害防止の若者向けリーフレット（関東甲信越ブ
ロック悪質商法被害防止共同キャンペーン）の作成・配布
１２４，０００部
・県内高校２年生
・県内国・公・私立高等学校、特別支援学校
・県内大学・短期大学・専修学校
・市町村、警察  外

1,238
(うち一部)

124,000部
消費生活支援
センター

○消費生活講座の開催支援
消費生活講座の開催
支援

１ 初級者向け消費者講座
２ 上級者向け消費者講座
３ 若年者向け講座
４ 中高年向け講座
５ 教職員向け講座
６ 講演会

2,749
(うち一部)

消費生活講座
開催回数

166
消費生活講座の開催（１〜６）２１６回
 うち３ 若年者向け講座 ８９回
 うち５ 教職員向け講座 １７回

216回
931

(うち一部)
B 若年層が理解しやすく印象に残りやすい講座を実施した。

【課題と対応策】
引き続き18歳成人を控えた若者等への講座を広く実施していくこと
が必要である。

若年者向け講座 80回
1,238

(うち一部)
80回

消費生活支援
センター

〇教職員等消費者教育セミナーの開催【再掲】

〇消費者教育指導力向上講座の開催【再掲】

〇啓発情報・教材の提供【再掲】

〇生活科学センター（彩の国くらしプラザ）を活用
した消費者教育の実施

生活科学センター
（彩の国くらしプラ
ザ）を活用した消費
者教育の実施

○生活科学センター来館者数 １５９，０００人
来館者が展示等を見て・触れて・参加して、自ら考え・判
断・行動できる「自立した消費者」になるために、タイム
リーかつ魅力的な企画展や体験型イベントなどをコロナ対策
を講じながら実施する。また、外部団体と連携し、本年度か
ら消費生活講座を実施する。（４６，０２７千円のうち一
部）

○生活科学センターの魅力ある消費者教育施設の機能を充実
させるため、主要な設備である「くらっしーシアター」のシ
アター映像コンテンツを新規制作する。
（５，５００千円）

51,527
生活科学セン
ターの来館者

数
159,000人以上

・生活科学センター来館者数 １３４，１３９人
来館者が展示等を見て・触れて・参加して、自ら考え・判断・行動できる「自立した
消費者」になるために、タイムリーかつ魅力的な企画展や体験型イベントなどを実施
した。
・生活科学センターの魅力ある消費者教育施設の機能を充実させるため、主要な設備
である「くらっしーシアター」のシアター映像コンテンツを３編制作した。

134,139人 51,527 B

・新型コロナウイルス感染症の影響で中止としていたイベント
を再開することができた。
・減員していたシアター入場を定員に戻すことにより、来館者
数はコロナ禍前の８割程度まで回復させることができた。

【課題】
新型コロナウイルスによる来館者数の落ち込みが継続している。ま
た展示機器の老朽化が進んでいる。

【対応策】
来館者数の増加策や魅力あるイベントの実施について、指定管理者
と協議・調整を行う。また、老朽化した展示機器の更新等を検討す
る。

・生活科学センター来館者数 １５９，０００人
来館者が展示等を見て・触れて・参加して、自ら考え・判
断・行動できる「自立した消費者」になるために、タイム
リーかつ魅力的な企画展や体験型イベントなどを実施す
る。また、外部団体と連携し、消費生活講座を実施する。
・生活科学センターの魅力ある消費者教育施設の機能を充
実させるため、主要な設備である「くらっしーシアター」
のシアター映像コンテンツを新規制作する。

53,529 159,000人以上
消費生活支援
センター

〇消費者教育指導力向上講座の開催【再計】 消費者啓発事業

消費生活支援センター等の関係機関と連携した「消費者教育
指導力向上講座」を実施する。
〇教職員等消費者教育セミナー
令和５年７月２４日(月)、２５日(火)、２６日(水)、２８日
(金)、８月１日(火)
〇成年年齢引下げに関する研修会
令和５年１２月予定

0 開催回数 2

消費生活支援センター等の関係機関と連携した「消費者教育指導力向上講座」を実施
した。
〇教職員等消費者教育セミナー
令和５年７月２４日(月)、２５日(火)、２６日(水)、２８日(金)、８月１日(火)
〇成年年齢引下げに関する研修会
令和６年２月オンデマンド開催
「金融リテラシー講座〜ライフプランと資産形成〜」「国の財政について」

2 0 B

令和４年度から、年次進行で実施される高等学校学習指導要領
による教育課程の実施及び成年年齢引下げに伴い、消費生活支
援センター等の関係機関と連携することで、消費者教育指導力
向上研修会を実施することができた。

【課題】消費者教育に関する教員の指導力向上には、消費生活支援
センター等の関係機関との情報共有が必要である。

【対応策】消費者教育指導力向上講座において、関係機関と広く連
携した取組を行う。

消費生活支援センター等の関係機関と連携した「消費者教
育指導力向上講座」を実施する。
〇教職員等消費者教育セミナー
令和６年７月２２日(月)、２３日(火)、２６日(金)、８月６
日(火)、８月７日（水）
〇成年年齢引下げに関する研修会
令和６年１２月予定

0 2
消費生活支援
センター

○ホームページやＳＮＳなどによる情報提供【再
掲】

消費者啓発事業

各媒体を利用した情報発信を行う。
 ・ホームページ、ＳＮＳなどによる情報提供
 ・消費者啓発参考情報「くらしの１１０番」の配信（市町
村宛て・電子媒体）
（情報の内容）多発相談事例とその対処方法、商品事故防止
関連（最新の製品事故や正しい使用方法等）、消費生活講座
や講演会の開催 他

2,749
(うち一部)

消費者啓発参
考情報

「くらしの１
１０番」の配

信

12回

各媒体を利用した情報発信を行った。
 ・ホームページ  アクセス数 ２４，０８２回
 ・ツイッター   ツイート・リツイート数 ２３８件
 ・消費者啓発参考情報「くらしの１１０番」（市町村宛て・電子媒体）
  配信数 １２回
（情報の内容例）多発相談事例とその対処方法、商品事故防止関連（最新の製品事故
や正しい使用方法等）、消費生活講座や講演会の開催 他

12回
931

（うち一部）
B

県民が情報に触れる機会を増やすため、複数の媒体を有効に活
用して情報発信を行った。併せて住民に身近な市町村に向けて
も啓発情報を提供して活用を促すなど効果的に広報活動を行っ
た。

【課題】
 契約・支払い手法の多様化・複雑化等により、高齢者の消費者ト
ラブルが一層増加する懸念がある。
【対応策】
 参加しやすい講座の実施、理解しやすい情報発信等を行う。

各媒体を利用した情報発信を行う。
・ホームページ、ＳＮＳなどによる情報提供
・消費者啓発参考情報「くらしの１１０番」の配信（市町
村宛て・電子媒体）

1,238
(うち一部)

12回
消費生活支援
センター

○啓発資料の作成・配布【再掲】
啓発資料の作成・配
布

啓発資料の作成・配布（一般向け）
１１，０００部

2,749
(うち一部)

作成・配布部
数

11,000部
啓発資料の作成・配布
２５種類 １７，０１３部

17,013部
931

（うち一部）
B

講座での配布のほか、他機関主催のイベントにも積極的に参画
し、県民に配布することができた。

【課題】
より多くの県民に効果的に情報を届ける必要がある。
【対応策】
従来の紙ベースの啓発資料に合わせ、電子媒体の活用を検討する。

啓発資料の作成・配布（一般向け）
１１，０００部

1,238
(うち一部)

11,000部
消費生活支援
センター

ウ 情報提供の機会拡充

ホームページ、ＳＮＳなどによる情報提供、啓発資料
の作成配布、生活科学センター（彩の国くらしプラ
ザ）における消費生活関連の図書資料や視聴覚教材ラ
イブラリーの提供など、情報提供の充実を図ります。

（２）多様な主体と連携した消費者教育の推進

イ 県消費生活支援センターの消費者教育の拠
点機能の強化

学校で取り組む消費者教育、消費者教育の担い手を支
援する機能の充実・強化を図ります。また、参加体験
型の学習施設である生活科学センター（彩の国くらし
プラザ）を活用し、消費生活に関する情報提供・学び
の場の充実を図ります。

ア 教育部門との連携の推進

（続き）
ア 教育部門との連携の推進

学校教育との連携を図り、消費者教育を推進します。

（続き）
学校教育との連携を図り、消費者教育を推進します。

【課題】
参加教員数の拡大
【対応策】
教育局と連携し、消費者教育の重要性を各学校に引き続き伝えてい
くこと、またハイブリット方式での開催など参加しやすい講座手法
を検討することなど

・教員局と連携し、教員のニーズに即したセミナーを開催する
ことができた。
・１講座のみオンラインとしたが、円滑に実施できた。

同左同左同左施策体系4(2)ｱと同様

教員局と連携し、教員のニーズを把握の上、セミナーを企画・開催した。
教職員等消費者教育セミナー
 令和５年７月２４〜２６日、２８日、８月１日
   （以上対面開催）、８月１８日（オンライン）
 計６日間・１５回

15回
931

(うち一部)
B

消費生活支援
センター

同左 15回

教職員等消費者教育セミナー  １５回実施
【主な内容】
・消費者力の育成強化
・金融リテラシーの向上と授業におけるポイント
・SDG's
・その他金融経済全般

1,238
(うち一部)

高齢者の学習の場である埼玉未来大学、公民館、自治
会等において、消費生活講座の開催の充実を図りま
す。
また、県や市町村の職員、消費生活相談員が自治会等
に出向いて消費生活に関する知識を習得するための啓
発講座を積極的に行います。市町村における消費生活
相談窓口と要援護高齢者等支援ネットワーク等との連
携を推進するための支援を行います。
（続き）
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第７期埼玉県消費生活基本計画 令和６年度計画

(小)
指標 担当課所(中)

取組内容(細)
R5年度事業実績事業名 自己評価理由

R5指標
実績値

決算額
（千円）

課題と対応策R5事業計画
R5予算額
（千円）

R5目標値 R6事業計画
R6予算額
（千円）

R6目標値
施策の柱(大)

取組 自己評価

自己評価 Ａ：計画した取組について高い水準で実施した Ｂ：計画した取組について適切に実施した Ｃ：計画した取組について達成水準を下回り適切に実施できなかった

第７期埼玉県消費生活基本計画 令和５年度実績及び自己評価 結果一覧（令和５年度末現在）

○消費者被害防止サポーター、消費者団体、ＮＰＯ
による取組支援

消費者被害防止サ
ポーターの活用

・養成講座の開催：開催数6回、参加人数150人予定
・フォローアップ研修の開催：開催数6回、参加人数240人予
定

5,954
サポーター登
録人数（新
規）

サポーター登録人数
計 1,100人

・養成講座の開催：開催数6回（参加：70人）
・フォローアップ研修の開催：開催数6回（参加：114人）

1,130 5,954 B
サポーター登録人数が目標通り前年度から増加し、消費者被害
の防止を図る地域での見守り活動の担い手の養成に寄与した。

【課題】
サポーター登録者数の維持及びフォローアップの実施
【対応策】
養成講座を継続的に開催することによりサポーター登録者数の維持
を図る。また、現在サポーター登録者に対してはフォローアップ講
座のオンライン実施などにより参加しやすい環境をつくりサポー
ター活動への関心を継続して持ってもらうような体制を作る。

・養成講座の開催：6回
・フォローアップ研修の開催：6回

- 1,250 消費生活課

○事業者と消費者の交流・情報交換
消費者団体活動促進
事業（消費者団体の
交流・連携の促進）

補助金交付予定額：４００千円 400
消費者大会の
実施

1回 ○事業者と消費者の交流・情報交換 １回 400 B
消費者大会の開催に対する支援を行ったことにより、消費者団
体の交流・連携の促進に寄与した。

【課題】
参加団体の減少、参加者の固定化
【対応策】
県内の消費者団体に広く声掛けをし、参加者増につなげる。

補助金交付予定額：４００千円 400 １回 消費生活課

オ 事業者による消費者教育の支援 ○事業者による消費者教育の推進
事業者による消費者
教育の支援

・研修会の実施
・事業者団体の広報紙への啓発情報の広報依頼

1,610 なし なし
・消費者志向経営等の推進や事業者向けの研修会に関して事業者団体と実施するた
め、意見交換等を行った。

なし 0 B
・今後開催する消費者志向経営等の推進や事業者向けの研修会
に関して事業者団体と実施するため、意見交換等を行った。

【対応策】令和６年度に消費者志向経営等の推進や事業者向けの研
修会に関して事業者団体と実施するため、意見交換等を行った。

・研修会等の実施 400 なし 消費生活課

- -

○金融・金銭教育研究校の委嘱
金融・金銭教育研究
校の委嘱

埼玉県金融広報委員会が小・中・高等学校等から研究校を委
嘱  ２校
・令和４〜５年度委嘱  県立和光高等学校
・令和５〜６年度委嘱  羽生市立三田ヶ谷小学校

0
研究校の委嘱
数

2校
埼玉県金融広報委員会が小・中・高等学校等から研究校を委嘱  ２校
・令和４〜５年度委嘱  県立和光高等学校
・令和５〜６年度委嘱  羽生市立三田ヶ谷小学校

2校 0 B

・２校に対して随時情報提供、助言等を行うとともに、講座へ
の講師派遣等の支援を実施した。
・県立和光高等学校の委嘱終了に伴う令和６年度からの研究校
について、教育局の推薦を受けて選定した。

【課題】
金銭教育に積極的な学校の掘り起こしが必要である。
【対応策】
研究校の成果の公表等により、新たな取組校の開拓に努める。

埼玉県金融広報委員会が小・中・高等学校等から研究校を
委嘱  ２校
・令和５〜６年度委嘱  羽生市立三田ヶ谷小学校
・令和６〜７年度委嘱  県立浦和商業高等学校

0 2校
消費生活支援
センター

○マネー講座（子供・大人）の開催
マネー講座（子供・
大人）の開催

マネー講座の開催 ５回
・夏休み親子マネー講座（２回）
・親子で学ぶマネーとゼイの講座（１回）
・冬季親子マネー講座（２回）

2,749
(うち一部)

マネー講座開
催回数

5

マネー講座の開催 ５回
・夏休み親子マネー講座（２回）
・親子で学ぶマネーとゼイの講座（１回）
・冬季親子マネー講座（２回）

5回
931

(うち一部)
B グループワークなどを取り入れ、効果的に開催した。

【課題】
人気の高い講座でキャンセル待ちが常態となっている。
【対応策】
小学生向け講座の充実と参加枠の増について検討する。

マネー講座の開催 ５回
・夏休み親子マネー講座（２回）
・親子で学ぶマネーとゼイの講座（１回）
・冬季親子マネー講座（２回）

1,238
(うち一部)

5回
消費生活支援
センター

○金融広報アドバイザーの派遣
金融広報アドバイ
ザーの派遣

埼玉県金融広報アドバイザーの派遣
〇対象
１一般向け講座
２支援者・教職員向け講座
３若者向け講座
４中高年向け講座

0
金融広報アド
バイザーの派
遣

54回

埼玉県金融広報アドバイザーの派遣
・一般向け講座       ８回
・支援者・教職員向け講座  ６回
・若者向け講座      ２５回
・中高年向け講座     ２９回

68回 0 B 適切な講師を派遣し、効果的に実施できた。

【課題】
令和６年８月から金融経済教育推進機構(J-FLEC)が本格稼働するこ
とに伴い、講師派遣の調整スキームが変更になる。
【対応策】
講師派遣に影響が出ないよう、適切に対応していく。

J-FLEC認定アドバイザーの派遣
・一般向け講座
・支援者・教職員向け講座
・若者向け講座
・中高年向け講座

0 54回
消費生活支援
センター

イ 法教育の推進 ○学校での法教育講座（高校出前講座）
学校での法教育講座
（高校出前講座）の
開催支援

○弁護士会との打合せの実施  １回
○弁護士等専門家（弁護士、司法書士及び大学教授等）を講
師とした講座・講演の実施
・教職員等消費者教育セミナー等への講師派遣  １回
〇高校生を対象とした消費者トラブルに関する講座 １回

-

弁護士会等と
の連携
（打合せ・講
師派遣）

３回

○ 弁護士会との打合せの実施    １回
○ 弁護士等専門家（弁護士、司法書士及び大学教授等）を講師とした講座・講演の
実施
・教職員等消費者教育セミナー等への講師派遣  １回
・大学生を対象とした消費者トラブルに関する講座 1回

3回 - B
消費者教育や法教育について、県と弁護士会と打合せを行うと
ともに、県事業への講師派遣等を依頼した。

【課題】
消費者教育に関する最新情報を捉え、行政、弁護士及び司法書士等
が情報共有する機会を設ける。また、トラブル防止に役立つ情報を
啓発できるよう、啓発機会の確保が必要。
【対応策】
関連団体間の連携を通じて、高校生等を対象とした講座の機会確保
に努める。

○弁護士会との打合せの実施  １回
○弁護士等専門家（弁護士、司法書士及び大学教授等）を
講師とした講座・講演の実施
・教職員等消費者教育セミナー等への講師派遣  １回
〇高校生を対象とした消費者トラブルに関する講座 １回

- 3回 消費生活課

○ネットアドバイザーの派遣・親子講座の実施
ネットアドバイザー
の派遣・親子講座の
実施

・ネットアドバイザーによる「子供安全見守り講座」の開催
・ネットアドバイザースキルアップ研修会の開催

4,468
子供安全見守
り講座の開催
数

400
１ ネットアドバイザーによる「子供安全見守り講座」を開催した。
２ ネットアドバイザースキルアップ研修会を開催した。

220 ー Ｃ 目標に対して実績が大きく下回ったため。

【課題】
 GIGAスクール構想の実現等、ネットがより身近になっている。
引き続きネットの適正利用を啓発する取組を進めるとともに、啓発
講座に求められる内容の変化に対応していく必要がある。
【対応策】
 学校等に対し、「子供安全見守り講座」の実施について促すとと
に、保護者の意識やニーズを踏まえ時代の変化に対応したより効果
的な啓発ができるよう講座内容の見直しを図る。

・ネットアドバイザーによる「子供安全見守り講座」の開
催
・ネットアドバイザースキルアップ研修会の開催

4,458 330 青少年課

○学校教育におけるネット問題対策の推進
学校教育における
ネット問題対策の推
進

○実態の把握と分析
・県立学校を対象としたサイト監視の実施。（通年）
・サイト監視の情報等からネットトラブル注意報の発信。
（年12回）
○自助共助の取組
・「児童生徒自身によるネット利用ルールづくり活動」を広
めるため、事例紹介校を指定し、ホームページ上に活動や編
集可能なひな形などを掲載する等、好事例の周知を行う。
・保護者等啓発動画の作成。（年２回）

4,000
保護者等啓発
動画の作成

2回

○実態の把握と分析
・県立学校を対象としたサイト監視を実施した。（通年）
・サイト監視の情報等からネットトラブル注意報を発信した。（年12回）
○自助共助の取組
・市町村教育委員会、公立小・中・義務教育・高等・特別支援学校に「児童生徒自身
によるネット利用ルールづくり活動」を広めるため、事例紹介校を9校指定し、活動を
ＨＰに掲載するなどして取組の促進を図った。
・保護者等啓発動画を作成し、全県立学校に対して発信した。（年2回）

2回 3,432 B
年度当初の計画通り、サイト監視からの情報を公立学校に提供
し、児童生徒のネットトラブル防止の指導につなげることがで
きたため。

【課題】
インターネット上でのネットトラブルの種類が多様化し、生徒のイ
ンターネット上での交流は、内容を確認することができないものも
多くなっていることから、トラブルを発見することが困難となって
きている。
【対応策】
ネット利用を自らコントロールでき、家庭でネット利用について話
し合うことのできる児童生徒の育成が必要であることから、今後も
「児童生徒自身によるネット利用ルールづくり活動」の取組を進め
ていく。

○実態の把握と分析
・県立学校を対象としたサイト監視の実施。（通年）
・サイト監視の情報等からネットトラブル注意報の発信。
（年12回）
○自助共助の取組
・「児童生徒自身によるネット利用ルールづくり活動」を
広めるため事例紹介校を指定し、ホームページ上に活動や
編集可能なひな形などを掲載する等、好事例の周知を行
う。
・保護者等啓発動画の作成。（年２回）

4,000 2回 生徒指導課

エ 食育の推進 ○食の安全体験教室、食の安心サロンの開催

食の安全・安心推進
事業（食の安全体験
教室、食の安心サロ
ン）

◯食の安全体験教室
依頼に基づき、随時実施する。主なテーマは食中毒予防や手
洗いの効果について
◯食の安心サロン
依頼に基づき、随時実施する。主なテーマは食中毒予防や食
品添加物等
◯リスクコミュニケーター研修会 ２回
テーマ未定

549

リスクコミュ
ニケーター研
修会の開催(回

数)

2

◯食の安全体験教室 ６回
・食中毒予防、手洗いのポイント等を主なテーマとして実施した。
◯食の安心サロン ８回
・家庭でできる食中毒予防等を主なテーマとして実施した。
◯食のリスクコミュニケーター研修会 ２回
・「事例から学ぶ食中毒予防」（動画配信）、「食品添加物の安全性評価について」
（ハイブリッド形式）をテーマとして実施した。

2回 296 B

食の安全体験教室及び食の安心サロンについては、開催の依頼
に適切に対応した。
リスクコミュニケーター研修会については、目標としていた回
数の研修会を開催した。

【課題】
食の安全体験教室及び食の安心サロンは、事業を利用する施設が固
定化しつつあることが課題である。
リスクコミュニケーター研修会は、開催方法についてより効果的か
つ対象者が参加しやすい手法の検討が必要である。
【対応策】
食の安全体験教室及び食の安心サロンは、事業の効果等を対象とな
る施設に対してより積極的に周知していく。
リスクコミュニケーター研修会については、引き続き様々な開催方
法を併用していく。

◯食の安全体験教室
依頼に基づき、随時実施する。主なテーマは食中毒予防や
手洗いの効果について
◯食の安心サロン
依頼に基づき、随時実施する。主なテーマは食中毒予防や
食品添加物等
◯リスクコミュニケーター研修会 ２回
テーマ未定

453 2回 食品安全課

-
-

○エシカル消費の普及啓発
エシカル消費の普及
啓発

エシカル消費をテーマとした消費生活講座の開催 ２回
2,749

(うち一部)
消費生活講座

開催回数
2回 講座開催回数２回 2回

931
(うち一部)

B
中高年・教職員を対象として、エシカル消費に係る講座を実施
した。

【課題】
エシカル消費に関する認知度が低い。
【対応策】
エシカル消費の講座を継続的に開催し、理解を深めていく。

エシカル消費をテーマとした消費生活講座の開催 ２回
1,238

(うち一部)
２回

消費生活支援
センター

○消費者団体などへの支援
消費者志向経営の推
進

・シンポジウムの開催
・優良消費者志向自主宣言事業者の認定、HP掲載
・従業員への啓発

1,610 なし なし
・次回のシンポジウムの開催に向けて、事業者団体等と意見交換を実施した。
・消費者志向自主宣言に関しては、県ホームページ等で消費者庁の実施する制度の周
知を行った。

なし 0 B
消費者志向経営に関するシンポジウム等の企画にあたっては、
事業者団体等との調整が必要であることから、毎年度開催して
いくことは難しいため。

【課題】
消費者志向経営に関するシンポジウム等の取組は、事業者団体側と
の調整が必要である。
消費者志向自主宣言に関しては、消費者庁の行う制度に屋上屋を架
す必要がない。
【対応等】
シンポジウム等に関しては、早期に事業者団体側との調整を進め
る。消費者志向自主宣言に関しては、消費者庁の制度の周知等に努
める。

消費者志向経営、SDGｓ等の理念の普及に向けたシンポジ
ウム、研修会等を実施・後援し、事業者及びその従業者
や、消費者への啓発を行う。
消費者庁の実施する消費者志向自主宣言について、県ホー
ムページ等を利用して周知する。

1,610 なし 消費生活課

食の安全体験教室及び食の安心サロンについては、開催の依頼
に適切に対応した。
リスクコミュニケーター研修会については、目標としていた回
数の研修会を開催した。

【課題】
食の安全体験教室及び食の安心サロンは、事業を利用する施設が固
定化しつつあることが課題である。
リスクコミュニケーター研修会は、開催方法についてより効果的か
つ対象者が参加しやすい手法の検討が必要である。
【対応策】
食の安全体験教室及び食の安心サロンは、事業の効果等を対象とな
る施設に対してより積極的に周知していく。
リスクコミュニケーター研修会については、引き続き様々な開催方
法を併用していく。

◯食の安全体験教室
依頼に基づき、随時実施する。主なテーマは食中毒予防や
手洗いの効果について
◯食の安心サロン
依頼に基づき、随時実施する。主なテーマは食中毒予防や
食品添加物等
◯リスクコミュニケーター研修会 ２回
テーマ未定

453 2回 食品安全課

ア エシカル消費の普及啓発

消費者が人や社会・環境に配慮した消費行動や、消費
者自身が社会的課題に気付き、その解決に取り組む事
業者を応援する消費活動を行う「エシカル消費」の普
及啓発を実施します。

弁護士会や司法書士会の協力により、弁護士や司法書
士が学校に出向いて様々な社会問題についての紛争解
決を考えたり、契約（ルール）の基本について理解を
深める講座の充実を図ります。

ウ 情報モラル教育の推進

(ｱ)

地域の見守り活動や啓発活動を担うボランティ
アである消費者被害防止サポーター、消費生活
に関する自主学習や啓発活動を行う県内の消費
者団体・ＮＰＯ等の活動支援、事業者と消費者
との交流・情報交換の場の充実を図ります。
また、高齢者等を見守る人向けの研修講座を実
施し、啓発活動への活用を促進します。

ア 金融・金銭教育の推進

従業員の消費生活トラブルを防ぐため、事業者が従業
員を対象とした研修への支援を実施します。

(ｲ)

消費者としての県民が、生産から食卓まで、食
の安全性について総合的な理解を深めるための
学習機会を提供します。リスクコミュニケー
ター研修会の開催や開催支援を行います。

エ 地域の担い手の育成及び資質の向上

子供たちが携帯電話やインターネットを安心して使え
るように、子供や保護者向けの啓発講座を開催し、学
校、家庭（保護者）、事業者等が協力してネット問題
の対策について学ぶ機会の充実を図ります。

学校における金融・金銭教育の効果的な方法の研究を
図ることを目的に、埼玉県金融広報委員会が研究校を
指定して実践研究を支援します。また、子供から大人
までの幅広い年齢の方を対象に、お金の使い方や金融
経済に関する知識等を学ぶ講座の開催やアドバイザー
講師の派遣を行い、学習の機会を充実させます。

学校等で若い世代を対象に食の安全体験教室を実施
し、食の安全に関する知識の普及を図ります。また、
子育て世代を対象に、食の安全に関する知識を習得す
るための親子講座を開催し、情報提供を充実します。

５ 持続可能な消費生活社会の実現
（１）人や地域・社会に配慮した消費行動の推進

（３）関係機関・団体、関係教育分野との連携

○食の安全・安心人材の育成 リスクコミュ
ニケーター研
修会の開催(回
数)

◯食の安全体験教室
依頼に基づき、随時実施する。主なテーマは食中毒予防や手
洗いの効果について
◯食の安心サロン
依頼に基づき、随時実施する。主なテーマは食中毒予防や食
品添加物等
◯リスクコミュニケーター研修会 ２回
テーマ未定

549

○食の安心通信員の育成

食の安全・安心推進
事業（食の安全体験
教室、食の安心サロ
ン）

2

◯食の安全体験教室 ６回
・食中毒予防、手洗いのポイント等を主なテーマとして実施した。
◯食の安心サロン ８回
・家庭でできる食中毒予防等を主なテーマとして実施した。
◯食のリスクコミュニケーター研修会 ２回
・「事例から学ぶ食中毒予防」（動画配信）、「食品添加物の安全性評価について」
（ハイブリッド形式）をテーマとして実施した。

2回 296 B
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第７期埼玉県消費生活基本計画 令和６年度計画

(小)
指標 担当課所(中)

取組内容(細)
R5年度事業実績事業名 自己評価理由

R5指標
実績値

決算額
（千円）

課題と対応策R5事業計画
R5予算額
（千円）

R5目標値 R6事業計画
R6予算額
（千円）

R6目標値
施策の柱(大)

取組 自己評価

自己評価 Ａ：計画した取組について高い水準で実施した Ｂ：計画した取組について適切に実施した Ｃ：計画した取組について達成水準を下回り適切に実施できなかった

第７期埼玉県消費生活基本計画 令和５年度実績及び自己評価 結果一覧（令和５年度末現在）

○食品ロス専門家の講師派遣

○災害備蓄食料の活用促進

○フードドライブ実施の促進

○「近いがうまい埼玉産」地産地消推進会議

○県産農産物サポート店の登録や県産農産物コー
ナーの設置

- -

○消費者志向経営の理念の普及啓発

○消費者志向経営取組事業者への支援

○エコ農業に取り組む産地の支援

○エコ農業の普及啓発

○支援金の交付

○研修会、情報交換会等の開催

○ＳＤＧｓの理解を促す啓発

○ＳＤＦｓの達成に向けた具体的な取組を実施する
商店街への支援

- -

○環境アドバイザーの紹介、環境学習応援隊の派遣

環境アドバイザー、
環境教育アシスタン
ト、環境学習応援隊
の派遣

１．環境アドバイザーの登録
 市民団体や小・中学校等が主催する学習会や講演会等環境
保全活動に対して専門的な見地から指導や助言を行う方を環
境アドバイザーとして登録し、紹介する。

２．環境学習応援隊の派遣
 環境保全のノウハウや環境学習プログラムを提供する企業
等を「環境学習応援隊」として学校に派遣し、学校現場の環
境教育を支援する。

703

環境アドバイ
ザー及び環境
学習応援隊の
登録件数

216名

１．環境アドバイザーの登録・活動情報収集
市民団体や小・中学校等が主催する学習会や講演会等環境保全活動に対して専門的な
見地から指導や助言を行う方を環境アドバイザーとして登録し、紹介した。また、活
動したアドバイザーから活動情報を収集し、ＨＰで公開した。【登録者数：132名】
【活動実績：742件 受講者数：26,597名】
２．環境学習応援隊の派遣
環境保全のノウハウや環境学習プログラムを提供する企業等を「環境学習応援隊」と
して学校に派遣し、学校現場の環境教育を支援した。【登録者数：84者】【派遣実
績：27件 受講者数：1,868名】

216名 267 B
環境アドバイザー及び環境学習応援隊の合計登録者数の目標を
達成し、合計派遣回数・受講者数も増加しており、事業として
幅広く活用されているため。

【課題】
環境アドバイザーについては、令和４年度から謝金が廃止となった
ため、登録者の確保が課題となっている。

【対応策】
環境アドバイザー向け研修会の開催や県HPでの紹介方法の改善な
どにより、登録者の維持拡大に努める。

１．環境アドバイザーの登録
 市民団体や小・中学校等が主催する学習会や講演会等環
境保全活動に対して専門的な見地から指導や助言を行う方
を環境アドバイザーとして登録し、紹介する。

２．環境学習応援隊の派遣
 環境保全のノウハウや環境学習プログラムを提供する企
業等を「環境学習応援隊」として学校に派遣し、学校現場
の環境教育を支援する。

713 226 環境政策課

○こどもエコクラブの活動支援、こどもエコフェス
ティバルの開催

こどもエコクラブの
活動支援、こどもエ
コフェスティバルの
開催

こどもエコクラブ活動への助成
 こどもエコクラブの子供たちの環境学習を支援するため、
活動費の一部を助成する。

6,000 なし なし

１．こどもエコクラブ活動への助成
こどもエコクラブの子供たちの環境学習を支援するため、活動費の一部を助成した。
【交付団体数 47団体】
２．こどもエコフェスティバルの開催
こどもエコクラブの活動発表の場を提供するため、こどもエコフェスティバルを２回
開催した。
【来場者数 合計約3,700人】

なし 5,893 B

こどもエコクラブ活動費の申請団体は例年40件前後で推移して
いる。令和5年度は同程度の申請数であったため、例年と同程
度の支援を実施できたといえる。
こどもエコフェスティバルでは、各こどもエコクラブの活動紹
介のステージ発表や、作成した活動紹介レポートの展示、ブー
スでのワークショップ実施などを行い、活動発表の機会を確保
した。

【課題】
令和５年度からこどもエコフェスティバルは予算事業としては終了
したため、こどもエコクラブの活動発表の機会を確保する必要があ
る。
【対応策】
別の形でのイベント実施や他の施設での活動紹介レポート展示など
により、活動発表の機会を確保する。

こどもエコクラブ活動への助成
 こどもエコクラブの子供たちの環境学習を支援するた
め、活動費の一部を助成する。

6,000 なし 環境政策課

○彩の国埼玉環境大賞の実施
彩の国埼玉環境大賞
の実施

令和４年度と同様の内容で実施 376 累計受賞者数 なし

○募集の広報
○応募数 ６９件
○表彰数 ２０件（大賞2件、優秀賞11件、奨励賞7件）
○表彰式開催

累計受賞者数 255 A
・前年度の応募者数（R4:63件）を大幅に上回ることができ
た。(R5:69件)
・昨年度と同等の表彰数（R4:22件）であった。（R5:20件）

【課題】
前年度同様、引き続き安定的に応募者数の確保を図るため、周知広
報活動に取り組む必要がある。
【対応策】
共催者、広報担当課と連携し、各種の媒体を通じて周知広報活動を
実施する。

令和５年度と同様の内容で実施 366 なし 環境政策課

○市町村及び事業者と連携した普及啓発活動

○使用済み小型電子機器等のリサイクル

○リサイクル製品の利用促進

○産官民が連携したプラスチック資源の循環利用の
促進

商業・サービ
ス産業支援課

なし

家庭系食品ロス・事業系食品ロスそれぞれの対策について、取
組の幅を広げて実施したため。

【課題】
平成27年に国連で採択されたSDGs（持続可能な開発目標）のター
ゲットのひとつに、「2030年（令和12年）までに小売・消費レベ
ルにおける世界全体の一人当たりの食品廃棄物を半減させる」こと
が盛り込まれるなど、国際的な食品ロス削減の機運が近年高まって
おり、本県でも食品ロス削減の取組が求められている。

【対応策】
引き続き「埼玉県食品ロス削減推進計画」（令和2年3月策定）に
沿って、県民や事業者の意識啓発に努めるとともに、家庭系・事業
系両面での食品ロス削減施策を進めながら目標達成に向けて取り組
む。
※目標値 20.2万トン（R12年度）

・県内の教育機関等への食品ロス専門家派遣（通年）
・更新を迎える災害備蓄食料の有効活用（通年）
・市町村や事業者等と連携したフードドライブの実施（10
月〜11月）
・意識啓発コンテンツの作成、更新
・県民向け啓発キャンペーン、イベントの実施

1012 233千t(R8年度)

一般廃棄物の1
人1日あたりの
最終処分量
（g/人・日)

１ 「近いがうまい埼玉産」地産地消活動推進事業 197千
円
 地産地消推進会議の開催、地産地消推進月間キャンペーン
の実施
２ 県産農産物サポート店推進事業 223千円
 県産農産物を積極的に利用している店舗等を｢県産農産物ｻ
ﾎﾟｰﾄ店｣として登録し、ＰＲ
３ ふるさと認証食品認証推進事業 192千円
 主原料に100％県産農産物を使用した加工食品を｢埼玉県ふ
るさと認証食品｣として認証
４ 県産農産物コーナー設置促進事業 198千円
 量販店等における県産農産物コーナーの設置推進

810

・県民に対する３R講座の実施（通年）
・廃棄物減量化実態調査の実施（１１月）
・分別収集促進計画の推進(通年)
・使用済小型電子機器等リサイクルの推進（通年）
・リサイクル製品認定制度事業（７月募集、9〜10月審査及
び11月認定）
・埼玉県プラスチック資源の持続可能な利用促進プラット
フォームにおける、プラスチック資源の循環利用モデル構築
に向けた検討及び実証実験等（通年）

8,637

循環型社会に向けて、再利用可能な容器(オリジナルタンブ
ラー)等を作成し、県商連から各地域の商連に配布。各地のイ
ベントや売り出し等で活用し、商店街への来街を促すととも
に３Ｒ(リユース・リデュース・リサイクル)の周知を図る。

119,274
（うち循環型社会推
進商店街応援事業：

3,980）

消費生活課

資源循環推進
課

１ 「近いがうまい埼玉産」地産地消活動推進事業
 地産地消推進会議の開催や、地産地消推進月間におけるキャンペーンを実施した。
２ 県産農産物サポート店推進事業
 県産農産物を積極的に利用している店舗等を｢県産農産物ｻﾎﾟｰﾄ店｣としてＲ５年度に
は新たに25店舗登録し、県ホームページ「SAITAMAわっしょい」でＰＲを行った。
３ ふるさと認証食品認証推進事業
 主原料に100％県産農産物を使用した加工食品を｢埼玉県ふるさと認証食品｣として、
Ｒ5年度には新たに8製品認証した。
４ 県産農産物コーナー設置促進事業
 量販店等における県産農産物コーナーの設置を推進し、Ｒ５年度には新たに１2店舗
に県産農産物コーナーを設置された。

12店舗 511 Ｂ
県産農産物コーナー設置店舗数の目標（25店舗/年）は下回っ
たが、地産地消月間キャンペーンの実施及び、県産農産物サ
ポート店登録、ふるさと認証食品認証を適切に実施したため。

【課題】
物理的に売り場スペースに限りがある場合や、品目の偏りや量の面
で、県産農産物コーナーの設置が困難な店舗がある。
【対応策】
・小スペースでも可能な県産農産物コーナー作りの提案や期間限定
のフェアのような形でのコーナーづくりを提案していく。

農業ビジネス
支援課

エコ農業直接支援事
業

農産物安全課

0 B

237ha

25店舗/年
県産農産物

コーナー設置
店舗数

環境保全型農
業の取組面積

25店舗/年

なし

２６６ha

１ 「近いがうまい埼玉産」地産地消活動推進事業 148
千円
 地産地消推進会議の開催、地産地消推進月間キャンペー
ンの実施
２ 県産農産物サポート店推進事業 181千円
 県産農産物を積極的に利用している店舗等を｢県産農産物
ｻﾎﾟｰﾄ店｣として登録し、ＰＲ
３ ふるさと認証食品認証推進事業 182千円
 主原料に100％県産農産物を使用した加工食品を｢埼玉県
ふるさと認証食品｣として認証
４ 県産農産物コーナー設置促進事業 143千円
 量販店等における県産農産物コーナーの設置推進

（埼玉県商店街振興組合連合会）
・「循環型社会推進商店街」をテーマとしたテレビ番組（テレ玉）内のコーナーで、
３Ｒやサーキュラーエコノミーに取り組んでいる会員商店街4つを紹介し、循環型社会
の周知を図った。

（埼玉県商店街連合会）
・循環型社会に向けて、再利用可能な容器(オリジナルタンブラー)と啓発用チラシを作
成。各地のイベントや売り出し等で配布し、商店街への来街を促すとともに３Ｒの周
知を図った。

18,218 A
県・市町村職員に対する事業説明会、生産者を対象とした研修
会を開催するとともに、交付金申請事務等の支援を適切に行う
ことで、取組を計画的に進めることができたため。

【課題】
国の交付金を活用した事業であり、多くの事務手続きが発生するた
め、生産者や県・市町村の担当職員に対して事業内容や交付申請事
務等の周知を丁寧に行う必要がある。

【対応策】
県及び市町村職員を対象とした担当者会議を開催するなど、説明の
機会を設ける。
農林部の各地域機関において、生産者を対象とした研修会を開催す
る。

190ha

1,610
・シンポジウムの開催
・優良消費者志向自主宣言事業者の認定、HP掲載
・従業員への啓発

なし

・国の交付金を活用し、環境保全型農業に取り組む生産者に
対する直接支援を行う。
・県及び市町村職員を対象とした担当者会議を開催し、事業
や交付申請事務等を説明する。
・生産者を対象とした研修会を開催する。

21,436

なし

なし 3,713 B 概ね当初計画どおり実施できたため

【課題】
県内商店街を通して広く商業者にＳＤＧｓを普及啓発するだけでな
く、商業者から消費者に対してもSDGｓを呼びかけ、活動を広げる
必要がある。

【対応策】
セミナーやワークショップ等の実施のみでなく、消費者に対しても
働きかけが可能な取組を推進する。（関連する両連合会の取組を、
補助により支援する。）

２４市町、４２経営体に対する支援を行い、環境保全型農業の取組面積は２３７haと
なった。

消費者志向経営に関するシンポジウム等の企画にあたっては、
事業者団体等との調整が必要であることから、毎年度開催して
いくことは難しいため。

【課題】
消費者志向経営に関するシンポジウム等の取組は、事業者団体側と
の調整が必要である。
消費者志向自主宣言に関しては、消費者庁の行う制度に屋上屋を架
す必要がない。
【対応等】
シンポジウム等に関しては、早期に事業者団体側との調整を進め
る。消費者志向自主宣言に関しては、消費者庁の制度の周知等に努
める。

・次回のシンポジウムの開催に向けて、事業者団体等と意見交換を実施した。
・消費者志向自主宣言に関しては、県ホームページ等で消費者庁の実施する制度の周
知を行った。

なし

なしなし
地域商業活性化支援
事業

消費者志向経営の推
進【再掲】

地産地消推進事業
県民の県産農産品の購入機会の拡大と利用促進を図り
ます。

（２）人や地域・社会に配慮した事業活動推進の支援

ア 消費者志向経営の推進

事業者が消費者全体の視点に立って、健全な市場の担
い手として持続可能で望ましい社会の構築に向けて社
会的責任を自覚して事業活動を行うため、消費者団体
や事業者団体などと連携を図りながら消費者志向経営
の推進を支援します。

イ 食品ロスの削減
埼玉県食品ロス削減推進計画に基づき啓発等に取り組
むとともに、食品ロス削減に向けて県民運動として展
開します。

食品ロスの削減

エコ農業に取り組む産地、生産者に対して研修会や情
報交換会等の開催及びイベント等でのＰＲや商談会等
への出展を支援します。

ウ ＳＤＧｓ推進商店街の支援
埼玉県商店街振興組合連合会と埼玉県商店街連合会が
実施するＳＤＧｓに向けた取組を支援します。

ウ 地産地消の推進

（３）環境への配慮

ア 環境教育の推進

環境に配慮した消費生活を送ることができる消費者の
育成のため、環境アドバイザーの登録・紹介や環境学
習応援隊の派遣を通して学校や地域における環境学習
活動の充実を図ります。

イ ３Ｒ（Reduce,Reuse,Recycle)の推進

イ エコ農業の推進

プラスチックごみの削減及び適正処理の推進とプラス
チック資源の循環的利用を促進します。

資源循環推進
課

３R（Reduce、
Reuse、Recycle）

①県・市町村が行う３R講座の受講者数：17,647人
②彩の国リサイクル製品（主に県内で発生した循環資源を利用し、安全性や品質など
一定の基準を満たすリサイクル製品を埼玉県知事が認定し、広報等を行うことで、利
用を促進するもの）
認定状況：令和4年度新規認定2件・R4年度末累計20件
③プラスチック廃棄物の排出抑制とプラスチック資源の循環利用を促進するため、企
業、市町村、消費者団体等、産官民で構成する「埼玉県プラスチック資源の持続可能
な利用促進プラットフォーム」を設置（令和5年度末会員数225者）。プラスチック資
源の循環利用に関する先進事例の共有や、市町村のプラスチックの効率的な回収方法
の検証などの取組を実施。

31
(令和4年度）

27
(令和8年度）

27
(令和8年度）

6152 B
1人1日当たりの最終処分量は、令和4年度時点で31gであり、
令和8年度の目標である27gに向け、今後の実績値の確認及
び、最終処分量削減に向け、対策を行っていく。

【課題】
本県では一般廃棄物の最終処分場の1人当たりの残余量が全国最低
水準となっており、新たな最終処分上の確保が困難である。

【対応策】
引き続き、３R講座の受講者数を増やし、また、プラスチック資源
の循環利用モデル構築に向けた取組を進めるなどして、廃棄物の排
出抑制やリサイクルの推進を図る。

・市町村や事業者等と連携したフードドライブの実施（10月
〜11月）
・更新を迎える災害備蓄食料の有効活用（通年）
・意識啓発コンテンツの作成、更新
・てまえどりキャンペーンの実施
・環境イベントでのノベルティ配布(イオンモール 環境フェ
ス)

1,012
201千t

(R3年度)
938 Ａ233千(R8年度)

食品ロス量
（t）

・県民に対する３R講座の実施（通年）
・廃棄物減量化実態調査の実施（１１月）
・分別収集促進計画の推進(通年)
・使用済小型電子機器等リサイクルの推進（通年）
・リサイクル製品認定制度事業（７月募集、9〜10月審査
及び11月認定）
・埼玉県サーキュラーエコノミー推進分科会における、プ
ラスチック資源の循環利用モデル構築に向けた検討（通
年）

7,708

654

消費者志向経営、SDGｓ等の理念の普及に向けたシンポジ
ウム、研修会等を実施・後援し、事業者及びその従業者
や、消費者への啓発を行う。
消費者庁の実施する消費者志向自主宣言について、県ホー
ムページ等を利用して周知する。

1,610

国の交付金を活用し、環境保全型農業に取り組む生産者に
対する直接支援を行う。
県及び市町村職員を対象とした担当者会議を開催し、事業
や交付申請事務等を説明する。
生産者を対象とした研修会を開催する。

25,700

令和6年度も埼玉県商店街振興組合連合会及び埼玉県商店
街連合会による循環型社会に対応する波及効果のある取組
を支援する。

89,708（うち循環
型社会推進商店街
応援事業：3,902）

○「県下一斉フードドライブキャンペーン」の展開
・令和5年10月1日から11月30日にかけて実施
・103団体763窓口（市町村、社会福祉協議会、イトーヨーカ堂、コープみらい等）に
おいて食品の提供を受け付け、集まった約47,000点（約22.5トン）の食品を県内各地
のフードバンクやこども食堂等に寄附
○更新を迎える災害備蓄食料の有効活用策として、災害備蓄食料を保有する事業者と
フードバンク等をマッチング
・フードバンク等への提供を希望する事業者を県で登録（累計39事業者）
・令和5年度末までに累計約24万点・88トンの食品を提供
○食品ロス削減対策取組事例集を更新し、新たに4事業者の取組を掲載
○てまえどりキャンペーンの実施
・4事業者と実施（セブンイレブン、ファミリーマート、ミニストップ、ローソン）
＜その他＞
・埼玉県SDGs官民連携プラットフォーム「フードロス削減分科会」会員企業と連携
し、イオンモール上尾店でパネル展示やフードドライブ等を実施（R5.10.28,29）
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第７期埼玉県消費生活基本計画 令和６年度計画

(小)
指標 担当課所(中)

取組内容(細)
R5年度事業実績事業名 自己評価理由

R5指標
実績値

決算額
（千円）

課題と対応策R5事業計画
R5予算額
（千円）

R5目標値 R6事業計画
R6予算額
（千円）

R6目標値
施策の柱(大)

取組 自己評価

自己評価 Ａ：計画した取組について高い水準で実施した Ｂ：計画した取組について適切に実施した Ｃ：計画した取組について達成水準を下回り適切に実施できなかった

第７期埼玉県消費生活基本計画 令和５年度実績及び自己評価 結果一覧（令和５年度末現在）

○脱炭素社会の実現に向けた普及啓発

○家庭での省エネ対策の強化

○児童等への効果的な環境教育の推進

○地球温暖化防止活動推進員の活動支援

○家庭における省エネ電力の選択の推進

○太陽光などの再生可能エネルギーの普及拡大家庭
における蓄電池等の導入支援による再生可能エネル
ギーの活用促進

○住宅用省エネ設備の導入支援

予定していた計画通り、温暖化対策に係る普及啓発事業の実施
ができたため。

【課題】
若年層への働きかけ、関心はあるが具体的な取組に踏み出せていな
い層への環境配慮行動への動機付けが課題として考えられる。

【対応策】
SNSを活用した情報発信力の強化や、専門家による家庭の省エネ実
践講座を実施する。

温暖化対策課
エコライフ
DAY・WEEK
実施回数

補助件数家庭向け省エネ・再エネ活用設備の導入支援 525,000

○脱炭素社会の実現に向けた普及啓発
 エコライフDAY・WEEKの参加依頼発信、入力フォームに
よる参加報告とりまとめ
 「クールビズ」を中心とした夏のキャンペーン実施
 「ウォームビズ」を中心とした冬のキャンペーン実施
○家庭での省エネ対策の強化
  「家庭の省エネ相談会」の実施（委託）
○児童等への効果的な環境教育の推進
 県内小学校向けに副読本の紹介、電子書籍化に向けた検討
○地球温暖化防止活動推進員の活動支援
 地球温暖化防止活動推進員の能力向上に資する研修の実施
（委託）
 協働の促進と情報提供を目的とした「彩の国環境ネット
ワークプラザ」のリニューアル

8,258
脱炭素社会づくり、
再生可能エネルギー

○脱炭素社会の実現に向けた普及啓発
エコライフDAY＆WEEK埼玉の実施（夏：令和５年６月〜９月、冬：令和５年１２月〜
令和6年３月）
「クールビズ」を中心とした夏のキャンペーン実施（令和5年５月〜１０月）
「ウォームビズ」を中心とした冬のキャンペーン実施（令和5年１２月〜令和6年３
月）
○家庭での省エネ対策の強化
「家庭の省エネ相談会」１5回開催（令和５年５月〜１月）
○児童等への効果的な環境教育の推進
県内小学校向けの副読本を改定及び電子化。活用依頼を実施（令和5年１２月）
○地球温暖化防止活動推進員の活動支援
地球温暖化防止活動推進員の研修を実施（令和5年7月、8月、令和6年1月、2月）
協働の促進と情報提供を目的としたWebサイト「彩の国環境ネットワークプラザ」を
リニューアル（令和6年3月）

2回 7,767 B

脱炭素社会づくり、
再生可能エネルギー
の普及啓発

住宅用省エネ・再エネ設備の導入を支援した。
【補助件数】
2,696件

2,696 437,530 Ｂ

2回

3588予算額の８割以上の導入支援が実施できたため なし3,500

2回

家庭向け省エネ・再エネ活用設備の導入支援 492,166
エネルギー環
境課

ウ 脱炭素社会づくり、再生可能エネルギーの
普及啓発

地球温暖化の原因である温室効果ガスの排出削減のた
め、家庭における省エネ対策の促進と県民への普及啓
発を実施します。

○脱炭素社会の実現に向けた普及啓発
エコライフDAY＆WEEKの参加依頼発信、参加報告のとり
まとめ
「クールビズ」を中心とした夏のキャンペーン実施
「ウォームビズ」を中心とした冬のキャンペーン実施
SNSを活用した情報発信力の強化（委託）
○家庭での省エネ対策の強化
「家庭の省エネ相談会」の実施（委託）
専門家による「家庭の省エネ実践講座」の実施（委託）
○児童等への効果的な環境教育の推進
県内小学校向けに副読本の紹介、活用依頼
○地球温暖化防止活動推進員の活動支援
地球温暖化防止活動推進員の能力向上に資する研修の実施
（委託）

11,901


